
45／204

根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

849 介護サービスの地域
間格差の是正

市町村と協議の上、都道
府県において、介護報酬単
価の上乗せ設定を可能と
する制度の創設により、離
島等過疎地域への介護
サービス事業者の誘導等
を図る。

【支障事例】
　現行制度では、人件費などの地域差を適正に反映させるために、全国を7つ
の地域区分（単位：10円～11.26円）に分類し、都市部においては、その区分
ごとに介護報酬単価が割り増しされているが、愛媛県の市町は全て同一の区
分に属しているため、介護報酬単価は愛媛県下で統一（1単位10円）されてい
る。
　愛媛県内の都市部とそれ以外の地域では、介護サービスの集積度に差が
あり、同じ要介護度で認定されても受けられるサービスに違いが生じている。
　例：①デイサービス事業所の分布状況（事業所数）
　   　→多い順：松山市（178）、宇和島市（52）、新居浜市（48）
　　　 →少ない順：松野町（3）、上島町・久万高原町・砥部町・伊方町（5）
  　　 ②認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム）の分布状況
（事業所数）
　　　 →多い順：松山市（111）、新居浜市（28）、今治市（24）
　　　 →少ない順：上島町（0）、松野町（1）、伊方町・鬼北町（3）
　また、離島地域は、介護サービスに係る経費が割高で人材の確保が困難で
あることから、現行制度の範囲内で加算を行っているにもかかわらず、事業者
の参入が進まないため、十分なサービス量が確保されていない。
【制度改正の必要性】
　このため、中山間や離島など条件不利地域においては、介護事業者が進出
するインセンティブとし、介護報酬単価の上乗せ設定を可能とする制度の創
設により、離島等過疎地域への介護サービス事業者の進出が容易となること
や、県内のどの地域においても同等のサービスが受けられるようになり、サー
ビスの不平等感の解消が図られるとともに、地域の実情に合った介護サービ
スの提供が可能となる。
　具体的には、「厚生労働大臣が定める一単位の単価（厚生労働省告示）」
に、都道府県及び市町村との協議の上「地域の実情に合わせて単価の設定
ができる」旨の例外規定を追加する

介護保険法第41条
第４項、指定居宅
サービスに要する
費用の額の算定に
関する基準（厚生
省告示）第２号、厚
生労働大臣が定め
る一単位の単価
（厚生労働省告示）
等

厚生労働省 愛媛県 C　対応不可 　原則、介護報酬は介護給付費分科会等の審議を経て全国一律のも
のとして決定されるものであり、介護保険制度が国民の保険料と公費
から賄われていることを踏まえれば、報酬の水準に係る事項につい
て、個別の自治体の判断により決定できる仕組みとすることは困難で
ある。
　また、財源の確保策についても明確でないことから、対応は困難で
ある。
　なお、離島等地域においては、特別地域加算により利用者負担額も
増額されることになるため、低所得者の利用者負担額の１割分を軽減
する（通常１０％の利用者負担を９％に軽減する）事業を実施してい
る。
　また、指定サービスや基準該当サービスの確保が著しく困難な離島
等の地域においても、市町村が必要と認める場合、これらのサービス
に相当するサービス（人員・設備・運営基準が緩和され、事業運営も
比較的安価に実施可能）として柔軟なサービスの提供を可能としてい
る。
　さらに、離島等サービス確保対策事業として、離島等地域の実情を
踏まえたサービス確保等のため、離島におけるホームヘルパー養成
など、人材の確保対策に重点をおき、具体的な方策・事業の検討や
試行的事業を実施し、もって、介護サービスの確保等を図ることとして
いる。

　介護保険制度は、全国一律で決められ、全国どこにいても、同じ利用料で
同じサービスが受けられるという理念で構築されていたはずであったが、現実
には、離島等の条件不利地域では、特別地域加算等があってもサービスの
参入業者はなく、利用できるサービスは極めて限定されており、介護人材の
確保も困難を極めている。
　そういう実情の下、地域の実情に合わせた単価を設定することは極めて有
効であると考えるが、国が自治体の判断による単価設定を認めないのであれ
ば、介護報酬改定時期である今年度、介護人材の確保に重点を置き諸施策
を実施していくとした点も踏まえ、離島等の条件不利地域でも経営が維持さ
れ、介護人材が確保されるように地域間是正に向けしっかり対応されたい。

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する
基準については、地方分権改革推進委員会第２次勧
告を踏まえ、条例に委任する、又は条例による補正を
許容するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。

850 介護サービス事業者
及び利用者における
要介護状態改善への
意識向上

更新認定等において要介
護度が改善した場合に、
サービス事業者にインセン
ティブが働く仕組み（例え
ば介護報酬加算や一時金
など介護保険に成功報酬
を導入）をつくるとともに、
サービス利用者には次回
更新までの自己負担額の
軽減措置等を図る。

【支障事例】
介護保険サービスは、要介護状態や要支援状態の軽減又は悪化の防止に役立つよう
提供されなければならないが、以下のようなことが指摘されている。
①サービス事業者は、要介護状態の悪化すると、結果として介護報酬が増えることがあ
り、要介護状態の軽減等に向けた意識が働きにくい。
　具体例１：通所介護（デイサービス　通常施設、７～9時間利用の場合）における要介
護度の改善
　　（要介護度３）9,440円／1回　－改善→　（要介護度２）8,170円／1回　　　（差額）△
1,270円／1回
　具体例２：介護度が改善した者の割合が低い
　　平成24年度介護度：前回より高くなった者28.3％、前回と変わらなかった者64.3％、
前回より低くなった者7.4％
②居宅サービスの利用者は、要介護度が改善すると、利用できるサービスの量（区分
支給限度額）が下がることになり、従前のサービスの利用を継続できなくなることへの不
満や不安を抱くことが多い。
　　（要介護度３）269,310円／月　－改善→　（要介護度２）196,160円／月　　　（差額）
73,150円／月
【制度改正の必要性】
そこで、更新認定等において要介護度が改善した場合に、サービス事業者には、介護
報酬加算や一時金など介護保険に成功報酬を導入をつくるとともに、サービス利用者に
は、次回更新までの自己負担額の軽減措置等を図るといった、インセンティブが働く仕
組みを提案するものである。
【効果】
この提案が実現した場合、次の効果が発現すると考える。
１　サービス事業者において、要介護度改善の実績をアピールすることにより、信頼向
上につなげることができるほか、事業者間の競争によるサービスの質の向上も期待
２　サービス利用者において、要介護度改善や自立した生活に戻ることへの意識向上
３　要介護度改善者の増加による介護給付費の抑制と要介護度が改善することへの苦
情の減少

介護保険法第41条
指定居宅サービス
に要する費用の額
の算定に関する基
準別表６等

厚生労働省 愛媛県 C　対応不可 　介護報酬は、国費や２号保険料の全国一律の財源が入った仕組み
であって、その内容は介護保険制度の根幹に関わるものであるから、
研究・実証を踏まえた上で、介護給付費分科会等の審議を経て全国
一律のものとして決定されるべき性質のものである。

　また、利用者負担については、サービスを利用される方と利用され
ない方との間の公平な負担を確保すること等の考えに基づき、応益
負担としてご負担いただいているものであり、仮に一部の方に対し利
用者負担が軽減されるとした場合、介護サービスを利用していない方
の保険料等に軽減分が転嫁されることとなるため、対応は困難である
が、いずれにせよ利用者負担についても、介護報酬と一体的に議論さ
れるべきものであると考える。

　現状では、サービス利用者の要介護度改善の取組みが進まない理由の一
つとして、利用者の要介護度改善に係る事業者側のメリットが少ないことが考
えられるため、報酬改定による対応は困難かもしれないが、サービス利用者
の要介護度改善に係る事業者側の取組みが進むような制度の導入について
御検討いただきたい。

　また、利用者負担額の軽減は困難かもしれないが、利用者側においても、
自らの要介護度改善に積極的に取り組むことを後押しするような制度の導入
について御検討いただきたい。

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する
基準については、地方分権改革推進委員会第２次勧
告を踏まえ、条例に委任する、又は条例による補正を
許容するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。

123 医療法人の理事長の
医師要件の撤廃に向
けた特例認可制度の
廃止

医療法人の理事長は、原
則医師又は歯科医師がな
ることとされており、非医師
が理事長となる場合には
県知事の認可が必要とさ
れているが、医療機関の管
理者は医師であり、理事長
が医師である必要がない
ため、理事長の医師要件
の撤廃に向けて医療法人
の理事長の特例認可制度
を廃止する。

【制度改正の経緯・支障事例】
医療法第４６条の３により、医療法人の理事長は、原則、医師又は歯科医師
がなることとされ、非医師が理事長となる場合には知事の認可が必要であ
る。
Ｓ６１．６．２６厚生省健康政策局長通知により、知事の認可は、理事長が死
亡等により、理事長の職務を継続することが不可能になった際、その子女が
医科又は歯科大学在学中か、又は卒業後、臨床研修等を終えるまでの間、
医師又は歯科医師でない配偶者等が理事長に就任しようとする場合等に行
われるが、医師又は歯科医師の跡継ぎがいないため事業承継ができず、廃
業しなければならないことがある。
【懸念の解消策】
しかし、医療法人が開設する医療機関の管理者は医師でなければならないこ
と、医療法人の業務は社団たる医療法人は社員総会、財団たる医療法人は
評議会及び理事会の議決を経て決定しており、理事長が独断で行うことがで
きないこと、医療法第６３条以下において、法令違反、運営不適正等があった
場合における医療法人の監督権限が都道府県に与えられていることから、理
事長が非医師であっても、医療提供上の問題はない。また、医療費抑制が求
められる中、医療機関の経営効率化の推進が必要であり、経営経験豊かな
人材を意思決定に生かす仕組みとすることが重要であるため、理事長の医師
要件の撤廃に向けて医療法人の理事長の特例認可制度を廃止すべき。

医療法第４６条の３
Ｓ６１．６．２６厚生
省健康政策局長通
知「医療法人制度
の改正及び都道府
県医療審議会につ
いて」

厚生労働省 石川県 C　対応不可 　医療法人は病院等の運営を目的とした法人であるため、医療事故
への対応など医療安全の視点等から、最高責任者である理事長は、
原則、医学的な知識を有する医師又は歯科医師としている。
　ただし、候補者の経歴や理事会の構成等を総合的に勘案し、医療
法人の適正かつ安定的な運営が損なわれるおそれがないと認められ
る場合などには、都道府県知事の認可を得て、医師でない理事の中
から理事長を選出することができる。

　したがって、医師でない者であっても、医療法人の理事長として真に
ふさわしい者については理事長となれることから、現行制度の中で対
応可能と考えている。

　また、規制改革実施計画（平成26年6月24日閣議決定）において、
「医師又は歯科医師以外の者が理事長候補者となる場合、一定の要
件に該当する場合を除き、都道府県医療審議会の意見を聴いた上で
判断するよう自治体への周知が行われたが、各自治体における認可
要件の適正化状況、当該申請件数、医療審議会の意見を聴いた件数
等を調査し、医師又は歯科医師以外の者が不当に門前払いされる事
態があれば当該自治体へ改善を促す。」とされている。

　平成２６年２月、政府の規制改革会議の健康・医療ＷＧにおいて、「経営経
験豊かな人材の活用による医療法人経営の効率化を図るため、一定要件を
満たす医療法人については、医師以外の者が理事長になる際の認可を不要
とし、届出制とすべきではないか。また、届出制となる要件については、過度
に狭いものとならないようにすべきではないか。」との議論がなされている。

　医療事故への対応など医療安全の観点等については、「懸念の解消策」に
記載のとおり、十分担保されることから、医療法人の理事長の医師要件の撤
廃に向けた特例認可制度の廃止を求めるものである。
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管理番号

849

850

123

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

C　対応不可 介護報酬は、介護サービスに要する費用を勘案して厚生労働大臣が定める
ものであるが、その設定にあたっては、介護保険法上、あらかじめ各関係者
から構成される社会保障審議会の意見に基づき設定され、全国一律の介護
報酬の単位が設定されている。
また、その設定に基づいて、各保険者を通じて全国の事業所に対して介護給
付が行われているが、仮にご提案のような地域の実情を勘案した設定を行う
ことになれば、その設定に基づいて支払われる介護報酬の構成財源である
介護保険料、税財源の双方に影響を及ぼすことになり、さらに、個別の自治
体がそれぞれ介護報酬の自由な設定を行うことが可能となれば、地域によっ
て給付が増大し、財政的な負担が大きくなる可能性があることなど、全国共
通的に運営され、一律の報酬により給付される保険制度の根幹が崩れ、全国
的な仕組みに支障が生じることが想定される。
したがって、第１次回答でお答えした相当サービス並びに離島等サービス確
保対策事業の活用により、介護サービスの確保等を図ることが望ましい。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可
当省からの第１次回答を踏まえての提案自治体のご意見は、地方分権の内
容ではなく、制度改正に対する要望となっており、本協議で検討するべき事項
ではない。
なお、要介護度等の変化を介護報酬上評価することについては、利用者個人
の要因による影響が大きい等の多くの課題が指摘されていることから、中長
期的な課題と認識しており、現在、まずは介護保険サービスの質の評価に向
けた仕組み作りについて検討しているところである。

C　対応不可 　ご指摘の医療経営の効率化の推進や経営経験豊かな人材を意思決定に生
かす仕組みも重要であると考えているが、医療経営にあたっては、経済的合
理性のみが求められるものではなく、医療安全等の視点も含め、医療の適正
な提供の確保が最も重要であることから、医療法人の理事長は原則医師又
は歯科医師である理事から選出することとしている。ただし、候補者の経歴や
理事会の構成等を総合的に勘案して、医療の適正な提供が確保されると都
道府県知事が認める場合には、医師ではない理事の中から選出することが
できることとなっており、医師要件を撤廃しなくても、現行制度において、非医
師の者が理事長になることは可能であり、かつ、都道府県知事による認可が
あることで、医療の適正な提供の確保に支障をきたすような事態を未然に防
止しうる仕組みとなっている。
　規制改革会議での議論に関しても、上記の観点等も踏まえた議論の結果と
して、第1次回答に記載した規制改革実施計画における内容となったものであ
る。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

189 一人医師医療法人の
設立許可に係る手続
の簡素化

一人医師医療法人の設立
認可（認可をしない処分を
除く）手続に係る医療審議
会の意見聴取を廃止（報告
事項化）する。

【現在の状況】
医療法人の設立認可の審査については、都道府県が、厚生労働省の医療法
人運営管理指導要綱やモデル定款を踏まえ、厳正に実施している。
また、設立認可申請を行う医療機関の多くが、これまで個人医療機関として
診療を行っている実績があり、継続性の観点から、医療審議会の意見を踏ま
え、認可できなかった事例はない。
【具体的な支障・求める改正の具体的内容】
医療法人の設立認可は、医療審議会の意見を聴取する必要があるため、設
立が医療審議会の日程に制約される。
このため、地域医療に与える影響が比較的少ない一人医師医療法人の設立
認可にあたっては、手続き簡素化の観点から、医療審議会の意見聴取を廃
止し、報告事項としたい。

医療法第４５条第２
項

厚生労働省 福井県 D　現行規定
により対応
可能

　医療法第45条等において医療法人の設立等の認可に当たっては、
都道府県知事は、あらかじめ、都道府県医療審議会の意見を聴かな
ければならないことになっているが、医療法施行令(昭和２３年政令第
３２６号)第５条の２１において、都道府県医療審議会は、その定めると
ころにより、部会を置き、その決議をもって当該審議会の決議とするこ
とができることと規定されている。医療法人に係る審議案件について
は、より少人数で開催可能であり、日程調整も容易になる医療法人部
会を設け、同部会の決議をもって審議会の決議とすること等、都道府
県医療審議会における手続きの簡素化については、現行制度の中で
対応可能と考えている。

　一人医師医療法人については、これまでも医療法人部会を開催し、意見を
聴取している。しかし、本県の場合、個人開業している診療所が法人化する
事例が大部分となっており、部会においても議論となったことがない。
　部会のメンバーは、医師会、歯科医師会等の代表者に出席をお願いしてお
り、委員の負担となっていることから、認可に係る事前の意見聴取ではなく、
医療審議会への報告事項とさせていただきたい。

医療審議会の意見を聴取すべき医療法人の対象に
ついて、条例による補正を許容するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。
なお、所管（府）省からの回答が「現行規定により対応
可能」となっているが、事実関係について提案団体と
の間で十分確認を行うべきである。

660 医療計画の策定権限
等の都道府県から指
定都市への移譲

医療計画の策定業務及び
病院開設者等に関する病
床数に係る勧告事務等を
都道府県から希望する指
定都市に移譲する。

【支障事例】
神奈川県が医療圏を設定することで、武蔵小杉駅周辺地区の人口増など地
域の実情に応じた医療圏の設定が困難であり、より地域の実情にあった医療
圏の設定ができない。医療計画の策定は、医療や保健の面だけでなく、本市
では、武蔵小杉駅周辺地区における人口の急増（10年前との比較で約４割
増）や再開発といった事柄に加え、災害時救急医療体制の整備や福祉行政と
の連携といった、地域の課題が益々増大していることから、今まで以上に連
携を緊密にして対応することが求められる。
【制度改正の必要性】
医療計画の策定は、住民の健康の保持、生命の保護に直接かかわるもので
あり、住民に最も身近な基礎自治体の長期計画へ位置付けた上で、課題解
決に取り組む必要があると考えている。二次医療圏に関する内容について、
指定都市が自ら医療計画に反映させた場合には、庁内や関係団体との調整
及び市の附属機関での審議などに２箇月程度を要すると見込んでいるが、県
と調整する場合には、上記期間に加え、県への説明や県の事務手続き（庁内
調整、審議会等）が必要となることから、指定都市が自ら医療計画に反映させ
た方が、大幅に時間を短縮することができる。なお、医療計画の実現に向け
ては、補助金を活用した誘導策が有効であると考えている。医療計画の策定
と国からの補助金が直接市に入ることは、一体的なものであると考えている。
【懸案の解消策】
懸案として精神病床、結核病床及び感染症病床の整備や特殊な診断や医療
などについては、引き続き、都道府県域又は新たな地域との協力体制を構築
することで解消すると考えている。

医療法第30条の
４、第30条の５、第
30条の６、第30条
の９、第30条の11

厚生労働省 川崎市 C　対応不可 　医療計画の策定については下記の理由から都道府県にて行うべき
である。
①二次医療圏が指定都市の区域内で完結する場合であっても、医療
計画は、一都道府県の区域が設定される三次医療圏での医療提供
体制と、また他の二次医療圏と、一体として広域的な観点で策定し、
都道府県域全体として整合した医療提供体制を整備する必要がある
こと。
②二次医療圏は地域の実情に合わせて都道府県が必要に応じて見
直すことになっており、常に指定都市の区域内で完結し続けるとは限
らないこと。

　また、都道府県は医療計画の策定にあたり、医療法の規定に基づ
き、市町村の意見を聴くこととされており、地域の実情に応じた、医療
提供体制の確保を図るための計画を作成しているところである。

【制度改正の必要性】
　医療計画の策定は、住民の健康の保持、生命の保護に直接かかわるもの
であり、住民に最も身近な基礎自治体の長期計画へ位置付けた上で、課題
解決に取り組む必要があると考えている。また、本市では、災害時救急医療
体制の整備や福祉行政との連携といった、地域の課題が益々増大しているこ
とから、今まで以上に連携を密にして対応することが求められている。した
がって、事務の移譲を希望する指定都市においては、当該指定都市の手に
よって、医療計画を作成することが、より地域の実情に応じた計画になるもの
と考える。

医療計画は市域を超えた広域的な計画であるため、
その策定は引き続き都道府県の事務・権限とするべ
きである。

794 休眠病床を有する医
療機関に対する許可
病床数削減勧告制度
の範囲の拡大

公的医療機関に対しての
み都道府県に認められて
いる病床削減命令（休眠病
床の範囲内に限る）の対象
を、公的医療機関以外の
医療機関にまで拡大するこ
と。

【現行】
現状では、病床削減命令は、公的医療機関のみに対して認められている。
【改正による効果】
しばしば病床過剰地域から病床設置したい旨の要望を受けるが、病床過剰地域であ
るため、不可能との回答をしている。一方、当該地域での民間病院における休眠病
床が一定程度存在しており、矛盾が存在する。休眠病床の削減を命ずることが出来
れば、新たな需要に応じた病床を整備することが出来る。
県内の休眠病床は2300床程度存在しており、仮に休眠病床の全てを削減した上で新
たな病床を整備できれば、地域医療の更なる充実に寄与出来る。
《本県の提案内容》
新法では、「構想区域の病床数が基準病床数を超えている」場合に、休眠病床に対し
て「許可病床数削減の要請」が出来るとされており、一定条件下で「要請」が可能と
なった。一方本提案では条件を設けず、休眠病床に対する「削減命令」を可能とした。
【条件を設けない事の理由】
県内１０圏域の内、過剰病床圏域は１カ所のみであり、新法下では当該圏域に所在
する医療機関のみに対して病床削減の要請が出来る。一方「構想区域の病床数と基
準病床数との差」が100床未満の圏域は7圏域にのぼり、これら圏域についても病床
削減が成されない限り、新規事業者による病院開設といった新たな医療の提供を期
待することは難しい。
【要請ではなく命令とした理由】
「要請」では病床削減の効果を得づらいと考えており、「命令」まで踏み込んだ。
【公的医療機関に対する削減命令では足りない旨の理由】
公的病院に対しての病床削減のみでは削減出来る数が限られてしまい、医療機能の
提供（病院開設）に結びつきづらい。公的医療機関は救急医療などの必要な医療を
提供する責務があり、地域中核病院として一定の機能を担っていることが多く、削減
の余地が限られる。
民間病院が保有する病床数の割合が大きい（78.8%：兵庫県内医療機関 H25兵庫県
調べ）

医療法第７条の２
第３項

厚生労働省 兵庫県

【共同提案】
京都府、大阪
府

C　対応不可 公的医療機関については、地域において必要な医療を提供すること
が求められており、税制等の優遇措置もあることから、比較的強い行
政の関与を受けることとなっている。
　そのため、医療法第７条の２第３項においては、開業の自由を認め
ている医療法の例外措置として、都道府県知事が公的医療機関に対
して非稼働病床の削減を命ずることができることとなっている。
　このように、都道府県知事による非稼働病床の削減命令は、公的医
療機関の性格を踏まえた例外措置として、公的医療機関にのみ設け
られているものであり、民間医療機関にまでこれを拡大することはで
きない。

　なお、　病床の機能の分化及び連携の促進については、地域におけ
る必要な医療の確保という観点から行う必要があり、公的医療機関等
に限らず民間医療機関も、協議の場を構成し、地域医療構想の実現
のための協力主体として位置付けるなど、地域において必要とされる
医療の確保について積極的な役割を担うことが期待されているところ
である。このような目的を実現する場合においても、民間の医療機関
に対する非稼働病床の削減の措置は、要請・勧告としてあくまで任意
に行うこととしている。

・休眠病床の活用を目的とするもので、官民の経営主体により区分する合理
性は認められない。

病床数削減命令の対象について、地方分権改革推進
委員会第２次勧告の趣旨を踏まえ、条例に委任する、
又は条例による補正を許容するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。
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管理番号

189

660

794

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

D　現行規定
により対応
可能

　医療法人の設立、解散、合併等の認可に関しては、地域の医療提供体制に
与える影響や法人運営における非営利性の徹底等の観点から、地域の医療
関係者等で構成される医療審議会の意見を聴いた上で都道府県知事が判断
する仕組みとなっており、いわゆる一人医師医療法人は地域医療への影響
が少ないとの意見や、過去の審議で議論になったことがないことをもって、意
見聴取が不要と判断することは適当ではないと考えている。
　また、ご提案は、「手続きの簡素化」の観点であることから、都道府県医療
審議会については、医療法施行令第5条の22において、「議事の手続その他
審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が定める」とされており、例えば、
医療法人部会の一定の審議事項については、持ち回りで意見を聴くこととす
るなどができるものと思料する。

【全国市長会】
本提案の取扱いについては、慎重であるべきである。

C　対応不可 　医療計画の策定は、住民に最も身近な基礎自治体の長期計画へ位置づけ
た上で、課題の解決に取り組む必要があるとのことであるが、前述の通り、
①　二次医療圏が指定都市の区域内で完結する場合であっても、医療計画
は、一都道府県の区域が設定される三次医療圏での医療提供体制と、また
他の二次医療圏と、一体として広域的な観点で策定し、都道府県域全体とし
て整合した医療提供体制を整備する必要があること。
②　二次医療圏は地域の実情に合わせて都道府県が必要に応じて見直すこ
とになっており、常に指定都市の区域内で完結し続けるとは限らないこと。
等の理由から、医療計画の策定主体は都道府県となる。
　なお、指定都市に移譲する場合には、都道府県や市町村との合意が不可
欠であるが、全国知事会や全国市長会・全国町村会の合意が得られていな
い中では、権限を移譲することはできない。

C　対応不可 　公的医療機関等に対して、非稼働病床の削減を命ずることができると規定
しているのは、公的医療機関等については、医療法上、地域において必要な
医療を提供することが求められており、また、税制等の優遇措置もあることか
ら、比較的強い行政の関与を受けることとなっているためである。一方、民間
医療機関については、医療法上、公的医療機関等と同様の役割までは求め
られておらず、開業の自由が認められている。
　たとえ休眠病床の活用を目的とするものであっても、当該例外措置を民間
医療機関にまでこれを拡大することはできない。
　したがって、民間の医療機関に対する非稼働病床の削減の措置は、地域医
療構想を実現するための仕組みの中で、要請・勧告という形で行っていくこと
とする。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

568 ①病床機能報告制度
の運用、②地域医療
ビジョンの策定、③新
たな財政支援制度の
創設

①②ガイドラインの策定は
これからであるが、国によ
る細かな制度設計等は必
要最低限に止めるべきで
ある。
③方針や要綱の策定はこ
れからであるが、国への計
画提出などの手続や使途
の制約などは必要最低限
に止めるべきである。

病床機能報告制度の運用や地域医療ビジョンの策定、新たな財政支援制度
により、都道府県が主体的に医療提供体制の改革を進めるにあたっては、地
域の実情に応じて柔軟に取り組めるようにすることが不可欠である。
そのため、報告制度の運用やビジョンの策定については、国による細かな制
度設計等は必要最低限に止めるべきである。
また、財政支援制度については、国への計画提出などの手続や使途の制約
などは必要最低限に止めるべきである。

①医療法第30条の
12
②医療法第30条の
4
③地域における医
療及び介護の総合
的な確保の促進に
関する法律第4条、
第6条及び第7条

③は平成26年10月
から順次施行。制
度の詳細は今後ガ
イドラインや方針・
要綱等で示される
予定。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 ① 病床機能報告制度に係る具体的な報告事項や報告の方法・時期
等については、「病床機能・情報の報告・提供の具体的なあり方に関
する検討会」の議論の整理（平成26年7月24日）に基づき定めることと
している。今後、報告事項・運用等の見直しについては、今年度の報
告結果を踏まえ、必要に応じて対応していくこととしている。

②地域医療構想は、医療計画の一部であり、また、将来の機能別の
病床数を算定するものであることから、一定の算出方法を基準とし
て、都道府県が地域の事情等に基づき、一定の範囲で補正を行うこと
を考えているが、具体的な方法については、検討会を設置して、議論
をしてまいりたいと考えている。

③新たな財政支援制度については、その財源に充てるために国は消
費税財源を活用して必要な資金の３分の２を負担することとなってい
る。国による基金の都道府県への配分については、予算の範囲内で
行う必要があることから、国はその都道府県の基金造成に関する基
本的な考え方を示す必要があり、一定の関与をする必要がある。

　①②については、今後の検討にあたり、国による細かな制度設計等は必要
最低限に止めるよう考慮されたい。

　③については、一定の関与をすることを否定しているわけではなく、国への
計画提出などの手続や使途の制約などは必要最低限に止めるべきという意
見であるので、考慮されたい。

地域医療ビジョンの策定に係る基準については、地方
分権改革推進委員会第３次勧告の趣旨を踏まえ、廃
止、例示化又は目的程度の内容への大枠化をすべき
である。
それ以外についても、提案団体の提案の実現に向け
て、積極的な検討を求める。

126 医薬品製造販売等の
地方承認権限の範囲
拡大

①承認基準の範囲内であ
るが地方委任の対象外とさ
れている一般用医薬品
②承認基準が制定されて
いる一般用漢方製剤
③新範囲医薬部外品(平成
16年4月に医薬品から医薬
部外品に移行された整腸
剤、殺菌消毒薬等)の承認
権限を、順次都道府県知
事に移譲すること

【経緯】国は、かぜ薬等１５薬効群の一般用医薬品の製造販売に係る承認審
査について、配合可能な成分やその配合量を定めた承認基準を策定してい
る。医薬品の承認は薬事法第14条第１項の規定により厚生労働大臣が行う
が、画一的な審査ができる範囲の医薬品については、同法第81条、同施行令
第80条第2項第5号の規定により、その権限が都道府県知事に移譲されてい
る。この知事承認の範囲(厚生省告示第366号)の大部分は承認基準の範囲と
一致しているが、生薬のみからなる製剤など一部が除外されている。
このような状況から、本県が平成20年の構造改革特区(第14次)の中で、知事
承認範囲の拡大を提案した結果、一部について地方に権限が移譲されたが、
未だ知事承認の対象外のものが存在する。
また、一般用漢方製剤についても承認基準が制定されているが、国が承認審
査を行っているほか、新範囲医薬部外品についても国承認とされている。
【必要性】地方委任の対象から除外されている部分を順次見直し、知事の権
限で承認する範囲を拡大することで、地方による迅速な審査、新製品の早期
上市による経済の活性化が期待できる。(大臣承認の標準的事務処理期間が
10カ月のところ、富山県知事承認の事務処理期間は4カ月)
【具体的支障事例】現在、大臣権限の一般用医薬品の承認には長期の事務
処理期間を要しており、業界からは地方承認の範囲拡大による審査の迅速
化を求める声も聞こえている。
【懸念とその解消法】新たに地方に移譲される部分の審査事務については、
県ごとの事情により円滑な審査が難しい懸念も考えられるが、審査要領の整
備や審査担当者の研修の実施などにより解消できると考える。

薬事法第14条第1
項、同条第9項、同
法第81条、薬事法
施行令第80条第2
項第5号
（承認基準）「かぜ
薬の製造(輸入)承
認基準」S45.9.30薬
発第842号ほか14
通知
（地方承認の範囲）
「薬事法施行令第
八十条第二項第五
号に基づき厚生労
働大臣が指定する
医薬品の種類等」
S45.10.19厚生省告
示第366号
（一般用漢方製剤）
H24.8.30薬食審査
発0830第1号
（新範囲医薬部外
品）H21.2.6厚労省
告示第25号、
H16.7.16薬食発第
0716002号、
H20.11.14薬食発第
1114001号

厚生労働省 富山県 A　実施 　一般用医薬品については、「薬事法施行令第80条第2項第5号の規
定に基づき厚生労働大臣が指定する医薬品の種類等（昭和45年厚
生省告示第366号）」に規定されているかぜ薬等４薬効群について、ま
た医薬部外品については、「都道府県知事の承認に係る医薬部外品
（平成6年厚生省告示第194号）」に規定されている生理処理用品等５
種類について、それぞれ、地方委任の範囲拡大も含め個別に改正を
検討中であり、今後も必要に応じて個別に改正する予定である。

地方委任の範囲拡大について検討中とのことで、取り組みに対して評価する
とともに、当該検討のスケジュールを早期に提示いただき、地方側の準備に
も配慮した対応をお願いしたい。
また、今後も提案のとおり地方承認権限の範囲を順次拡大することは、審査
の迅速化が図られるものであり、積極的に対応いただきたい。

所管省の方針に沿って適切に対応するべきである。

162 地域子ども・子育て支
援事業における要件
緩和

子ども・子育て支援新制度
のなかで「森のようちえん」
といった地域の特性を活か
した子育て支援事業が実
施できるように、子ども・子
育て支援法第５９条に定め
る「地域子ども・子育て支
援事業」において、市町村
の裁量で必要と考える事
業を組み込むことが出来る
よう、対象要件を緩和す
る。

森のようちえんとは、自然体験活動を基軸にした子育て・保育や乳幼児期教
育の総称で、国内でも広がりを見せているが、既存の保育所・幼稚園、さらに
は子ども・子育て支援新制度の枠組にない。
このため、市町村の子ども・子育て支援事業計画（法第６１条）において、広が
りつつある森のようちえんに入所する児童が計上されず、保護者のニーズ等
現状を踏まえた総合的な子ども・子育て支援のための計画にならないという
支障が生じる。
1950年代にデンマークで始まったもので、以後自然環境を活用した保育(幼児
教育)として世界に広がっており、北欧等では制度化も進み、公的補助や専門
指導者の養成プログラムも確立されている。
鳥取県と長野県の実施団体を実例対象に、「森のようちえん」における幼児の
発達について調査・分析したところ（鳥取大学へ委託）、身体性、精神性、知
性、社会性ともに好ましい発達が得られたとの結果が出ている。
これらを受けて、本県では、全国に先駆けて「森のようちえん」の運営費補助
等の支援を行うとともに、平成25年度から、官民協働で「森のようちえん認証
制度」について検討し、Ｈ27年4月からの創設を目指しているところ。
この「森のようちえん」を地域子ども・子育て支援事業のひとつとして確立する
ことになれば、都市部にはない、自然豊かな地域の特色を活かした子育て支
援として、移住定住の促進や地域の活性化につながる。

子ども子育て支援
法５９条、６１条（児
童福祉法第６条）

内閣府、文部
科学省、厚生
労働省

鳥取県、徳島
県

C　対応不可 　「森のようちえん」といった地域の特性を活かした子育て支援事業に
ついても、現行の対象事業の要件を満たせば国庫補助の対象とな
る。

　また、地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法第59条
に基づいて対象事業が限定されており、新たな事業の追加や要件緩
和には法改正等が必要であり、国庫が投入される地域子ども・子育て
支援事業には、法令上位置づけられた全国的に普及している事業が
対象となっている。

　現在活動中の「森のようちえん」は、施設基準などによって、現行の対象要
件を満たすことができないところが大部分である。全国的にも「森のようちえ
ん」は年々増加しており、現在、４０都道府県で１３０近くの団体が活動してい
る。
　当県では今後、認証制度を創設して、「森のようちえん」制度の普及・確立に
努めているところであるが、一方で基準を満たさない保育施設は少なからず
存在し、認可施設等とともに、様々な子育てニーズに対応し、地域の子育て
の一役を担っており、これらの施設に対する支援があってしかるべきである。
　森の活用など地域資源を活かした特色ある子育て・教育活動は、子どもた
ちの伸びやかな成長を支えるだけでなく、森のようちえんを主たる目的に都市
部から移住して来られる世帯が増えているなど、地方の活力再生にも繋がる
ものである。このように地方創生に資する特色ある取組みについて、子ども・
子育て支援法第５９条に定める「地域子ども・子育て支援事業」において、新
たな事業として追加又は要件緩和することにより、各地域が必要と考える事
業を行うことができる仕組とすべき。
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管理番号

568

126

162

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　①②については、地域医療構想ガイドラインについては検討会を設置し、9
月18日に第1回会議を開催したところであり、今後の議論を通じて、年度内に
提示していきたいと考えている。
　③については、地域医療介護総合確保基金については、9月12日に総合確
保方針や交付要綱等を示したところである。国は消費税財源を活用して必要
な資金の３分の２を負担することから、一定の関与をする必要がある。

A　実施 　一般用医薬品については、「薬事法施行令第80条第2項第5号の規定に基
づき厚生労働大臣が指定する医薬品の種類等（昭和45年厚生省告示第366
号）」に規定されているかぜ薬等４薬効群について、また医薬部外品について
は、「都道府県知事の承認に係る医薬部外品（平成6年厚生省告示第194
号）」に規定されている生理処理用品等５種類について、それぞれ、地方委任
の範囲拡大も含め個別に改正を検討中であり、今後も必要に応じて個別に改
正する予定である。

４【厚生労働省】
（８）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
（昭35法145）
　　医薬品及び医薬部外品の承認（14条１項）については、以下の承認基準を
見直し、都道府県知事の事務・権限とする品目等を拡大する。
（ⅰ）一般用医薬品のうち、かぜ薬等４薬効群の承認基準
（ⅱ）医薬部外品のうち、薬用歯みがき類等５種類の承認基準

告示
通知

平成27年４
月１日

左記に対応して、以下の告示を発出（平成
27年3月25日薬食発0325第14号）。
・「医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律施行令第
80条第2項第5号の規定に基づき厚生労働
大臣が指定する医薬品の種類等の一部を
改正する件（平成27年厚生労働省告示第
118号）」
・「都道府県知事の承認に係る医薬部外品
の一部を改正する件（平成27年厚生労働
省告示第119号）」

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

【全国町村会】
「魅力あふれる『まちづくり、ひとづくり、しごとづくり』を
進めることにより、人口減少を克服し、元気で豊かな
地方の創生に全力を挙げる」ことが、今内閣の基本方
針となっている。よって、基本方針の主旨を踏まえ、地
方の先進的な取り組みについても、法令上位置づけ
ることも含め、積極的に検討願いたい。

C　対応不可 　地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法第59条に基づいて
対象事業が限定されており、新たな事業の追加や要件緩和には法改正等が
必要となるとともに、地域子ども・子育て支援事業は、全国的に普及しており、
法令上位置づけられた事業が対象となっている。
（参考　地域子育て支援拠点事業：1,448市区町村）

　また、「森の幼稚園」の取組みを国庫補助の対象とするためには、所要の追
加財源が必要となる。

　ただし、子ども・子育て支援法の附則において、施行後５年を目途として、こ
の法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、検討を加え、そ
の結果に基づいて所要の措置を講ずることとしており、「森の幼稚園」の取組
み状況等を踏まえ、検討することになると考えている。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

184 がん診療連携拠点病
院等の指定権限の都
道府県への移譲

がん診療連携拠点病院等
の指定権限を厚生労働省
から都道府県に移譲する。

【制度改正の経緯】
「がん診療連携拠点病院」については、指定要件が厳格化されたことに伴い、
全ての指定病院（山梨県内４病院）が平成27年3月までに、厚生労働省の指
定を受け直さなければならない。また、新たに設けられた「地域がん診療病
院」については、県内で２病院が指定を目指している。更に、これらの指定
は、4年ごとに更新をしなければ、指定の効力を失ってしまう。
【支障事例】
指定に当たっては、各病院が「指定更新推薦書」を都道府県に提出し、都道
府県がその内容を審査するとともに、推薦意見書等を添付したうえで厚生労
働省に推薦する。また、厚生労働省が開催する「がん診療連携拠点病院の指
定に関する検討会」において、都道府県のプレゼンテーションが求められてい
る。
【制度改正の必要性】
厚生労働省が定める「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針」によ
れば、指定に必要となる要件は明示され、公表されていることから、県が一旦
審査をするのであれば、厚生労働省が都道府県からの推薦やプレゼンテー
ションを経て指定しなければならない必要性は低いものと思われ、県において
も指定は可能であることから、処理の迅速化及び事務処理の効率化を図るた
め、権限移譲が必要と考える。

がん診療連携拠点
病院等の整備に関
する指針

厚生労働省 山梨県 E　提案の実
現に向けて
対応を検討

   ご指摘を踏まえ、がん診療連携拠点病院等の指定における効率的
な審議及び手続きのあり方について検討していきたい。

　本年度指定を受ける病院のなかで、指定要件の一部（人的要件等）を満た
すことができず、平成２６年度の指定事務に加え、平成２７年度に再度審査を
要する事案が発生する可能性が高いことから、遅くとも平成２７年度の手続き
までには、何らかの結論をお願いしたい。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。

779 がん診療連携拠点病
院の指定権限の都道
府県への移譲

がん診療連携拠点病院の
指定権限を都道府県へ移
譲すること。

【現行】
都道府県が、専門的ながん医療の提供等を行う医療機関の整備、がん患者
に対する相談及び情報提供を行うため設置しているがん診療連携拠点病院
の設置については、その設置基準を厚生労働省が「がん診療連携拠点病院
等の整備に関する指針」において定め、適当と認める場合には指定すること
とされている。
【移譲による効果】
厚生労働省の指定にはかなりの時間を要し、都道府県の施策展開に支障を
生じている。指定基準との適合は都道府県でも判断可能であることから、より
素早い対応が可能である都道府県に指定権限を移譲すべきである。
また、指定権限の移譲を受ければ、都道府県は地域医療の実情を国よりも把
握していることから、より適切ながん医療の提供が可能となる。
なお、権限移譲により、国への推薦に関する事務の省略や、国における検討
会の廃止等により、３ヶ月程度の事務の迅速化を図ることができる。

がん診療連携拠点
病院等の整備に関
する指針

厚生労働省 兵庫県

【共同提案】
京都府、大阪
府、和歌山
県、徳島県

E　提案の実
現に向けて
対応を検討

   ご指摘を踏まえ、がん診療連携拠点病院等の指定における効率的
な審議及び手続きのあり方について検討していきたい。

・がん診療連携拠点病院等の指定における効率的な審議及び手続きのあり
方の検討のみでなく、権限移譲も含めた検討を行うこと。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。

226 品質保証責任者の資
格要件の緩和

医療機器分野への新規参
入を促進する観点から、品
質保証責任者の資格要件
を緩和する。

【支障事例等】他業種のメーカーが医療機器分野へ新規参入するにあたり、
製造販売（設計・流通・販売）を行うためには、省令の規定により、品質保証責
任者の設置が義務付けられている。その資格要件として、品質管理業務その
他これに類する業務に３年以上の従事経験が求められているため、製造や品
質等の管理能力があるにも関わらず、製造販売業許可を取得できない状況
にある。
【制度改正の必要性等】こういった参入障壁を無くし、同分野への新規参入を
促進する観点から、品質保証責任者の資格要件のうち、品質管理業務その
他これに類する業務に、医療機器だけではなく、他業種での実務経験
（ISO9001の取得等）も適用できるよう、または安全管理責任者の資格要件と
同様に、第２種・第３種製造販売業の実務経験を緩和するなど、要件を緩和
する。

医薬品、医薬部外
品、化粧品及び医
療機器の品質管理
の基準に関する省
令第4条第3項第2
号、第25条

厚生労働省 三重県 C　対応不可 　医療機器は、品質不良等により人の健康に重大な影響を及ぼす恐
れがあり、品質管理上の問題が発生した場合に必要な対応は、一般
製品とは異なる。

　法令に則った迅速かつ適切な対応を行うためには、医薬品、医療機
器等の品質管理に係る十分な業務経験が必須であると考えている。

○品質管理上の問題が発生した場合に必要な対応が一般製品と異なること
は理解するが、それが品質保証責任者に「医療機器分野における品質管理
業務での３年以上の従事経験」を課す理由にはならないと考える。
　品質管理の能力は他業種での従事経験で担保でき、問題発生時には、総
括製造販売責任者、安全管理責任者との連携体制により、法に則った迅速
かつ適切な対応が可能である。
　提案の内容で具体的にどのような支障が生じることが想定されるのか、お
示しいただきたい。
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管理番号

184

779

226

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　平成26年１月に新指針を定め指定基準の見直しを行ったばかりであり、当
該新指針の運用状況を把握する必要があるため、Ｈ27年度の手続きまでに
結論を出すことは困難である。

C　対応不可 　平成26年１月に新指針を定め指定基準の見直しを行ったばかりであり、当
該新指針の運用状況を把握する必要があるため、Ｈ27年度の手続きまでに
結論を出すことは困難である。

C　対応不可 一般製品と異なり、医療機器は「人の疾病の診断・治療・予防」、「人の身体
の構造・機能に影響を及ぼすこと」を目的としている。そのため、医療機器に
おける品質管理業務は、製品実現において一般製品より慎重な確認が必要
なことはもちろん、人体に対するリスク等を踏まえた判断が必要になる。また、
医療機器の品質管理業務は、製品に対する技術的な判断だけでなく、薬事
関係法令において規定されている文書作成、情報連絡等を把握・実施する必
要がある。

以上から、医療機器の品質管理業務を適切に実施するためには、一般製品
の製造・品質管理の経験では不十分であり、医療機器の品質管理業務を経
験することが必要であると考えている。また、品質保証責任者はこれら品質管
理業務の総括・適切性確認などを行う必要があることから、その概要を把握
するだけににとどまらず、品質管理業務に関する経験を十分に有し、関係業
務を熟知することが不可欠であるため、その要件として３年以上の従事経験
を求めているもの。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

231 医療機関の耐震化に
対する国庫補助事業
の補助対象の拡大

医療提供体制施設整備交
付金の交付対象事業の一
つである医療施設耐震整
備事業について、「耐震構
造耐震指標であるＩｓ値が
0.3未満の建物を有する病
院」を対象とした補助基準
額を未耐震とされるＩｓ値が
0.6未満の全ての病院が活
用できるようにするととも
に、補助対象を有床診療
所まで拡大すること。

【制度改正の経緯】
南海トラフ地震等の大規模地震が発生した場合、地域の医療機関において
は、入院患者や医療従事者等の安全確保が必要であるとともに、被災した負
傷者の受入れなど、地域の医療救護活動に重要な役割を担うことになる。特
に負傷者が多く、また道路等の寸断により、孤立する地域も多く想定される本
県のような地域においては、災害拠点病院や二次救急医療機関に止まらず、
一般病院や有床診療所においても、医療救護活動への参画が求められる。
【支障事例】
災害時の医療救護体制を強化するうえで、医療施設の耐震化は不可欠であ
るが、資金の問題などで事業化に至っていないところも多く、耐震化が思うよ
うに進んでいない状況である。（病院の耐震化率 62%、有床診療所の耐震化
率 51%）
【制度改正の必要性】
医療施設の耐震化の促進については、国土強靭化政策大綱にも掲げられて
いるが、地域の医療機関が必要とする内容での施策の具体化が求められる。
【懸念の解消策】
既存の医療提供体制施設整備交付金をより一般病院が活用しやすく、更に
有床診療所も対象に加えるなど、医療機関にとってできるだけ負担の少ない
形で活用できるように制度を拡充することが必要である。

医療提供体制施設
整備交付金要綱

参考資料（災害時
の医療救護体制の
強化に向けた取組
状況、医療機関の
耐震化の状況、南
海トラフ地震の市町
村別負傷者数の想
定と医療機関及び
医師数等の状況、
災害拠点病院等の
状況）

厚生労働省 高知県 C　対応不可 　医療施設の耐震化については、医療提供体制施設整備交付金の交
付対象事業の中で、
①災害時に患者受入の拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を２４
時間体制で受入をおこなう救命救急センター、地域の救急患者の受
入を行う二次救急医療機関
②震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性の高いとされ
ている、IS値０．３未満の建物を有する病院
を補助対象としている。

　平成２５年８月１日時点で、上記①又は②に該当する、約８５０施設
が未耐震の状況にあることから、現在の補助対象としている、災害医
療の中心となる施設及び耐震性が低く地震によって倒壊の危険性の
高い施設への補助を優先してまいりたいと考えている。

　南海トラフ地震における震度７以上が想定される高知県のような地域におい
ては、未耐震（Is値0.6以下）の医療機関は機能停止し、入院患者の安全の確
保も厳しくなり、また、治療する側が治療を受ける側にもなると思われるが、医
療機関における機能の確保と甚大な負傷者の受け入れについて、どのように
お考えになるか。また、現在、優先されている医療機関からの要望が一定終
息した後は、対象範囲を拡大させるお考えはあるのか、ご教示願いたい。

338 地方改善事業費（隣
保館運営費等）補助
金交付要綱及び地方
改善施設整備費(隣保
館等施設整備費)補助
金交付要綱における
補助要件の緩和

隣保館に指定管理者制度
を導入した場合、現行では
国の「地方改善事業費（隣
保館運営費等）補助金」及
び「地方改善施設整備費
(隣保館等施設整備費)補
助金」の交付対象外になる
とされているが、施設の役
割や事業等は直営時と変
わりないため、指定管理者
制度の導入後も引き続き
補助金の交付対象となるよ
う、特段のご配慮をお願い
したい。

　現在、本市の隣保館(総合センター)においては、これまで実施してきた隣保
事業や、同和問題をはじめとするあらゆる人権問題啓発への取り組みをさら
に発展させ、隣保事業も実施する全市的、総合的な人権尊重意識の普及高
揚を図るための開かれたコミュニティ施設として、より効果的・効率的に運営
するため、民間活力の導入(指定管理者制度の導入)に向けた取り組みを進
めている。
　しかしながら、「隣保館に指定管理者制度を導入した場合の補助金の取扱
いについて(厚生労働省課長補佐通知)」によると、指定管理者制度を導入し
た場合、現行制度では、施設の役割や事業等が同じでも当該補助金の交付
対象外となる。
　指定管理者制度を導入したとしても、当該施設の役割が直営時と変わるわ
けではない。更なるサービスの向上と効率的な運営と管理運営経費の節減を
両立させる取り組みである指定管理者制度導入を促進するため、「地方改善
事業費（隣保館運営費等）補助金」及び「地方改善施設整備費(隣保館等施
設整備費)補助金」の補助要件の緩和をお願いする。

・地方改善事業費
（隣保館運営費等）
補助金交付要綱
・地方改善施設整
備費(隣保館等施
設整備費)補助金
交付要綱
・隣保館に指定管
理者制度を導入し
た場合の補助金の
取扱いについて(厚
生労働省課長補佐
通知)

厚生労働省 尼崎市 C　対応不可 　平成８年に地域改善対策協議会によりまとめられた意見具申では、
「国及び地方公共団体は一致協力して、残された課題の解決に向け
て積極的に取り組んでいく必要がある」とされているところである。こ
れを踏まえ、隣保館の基幹的な事業である相談事業については、今
後も行政が主体となって取り組んで行く必要がある。
　
　政府として、これまで同和問題の早期解決を図るため、平成１４年３
月までは三度にわたり制定された特別措置法に基づく特別対策を中
心に、その後は一般対策として工夫（既存の一般対策の改善又は新
規の一般対策の創設）を加えながら継続的に取り組んで来たところで
ある。このような経過の中、隣保館は昭和２８年度にその設置に係る
補助金が予算計上され、その後、地域住民の身近な相談機関、人権
啓発の住民交流の拠点としてその役割を果たして来たところである。
このため、隣保館は地域住民に対し一生涯（生活）を通じた継続的な
支援を行うことが求められており、委託先の変更が生じうる民間事業
者への委託はなじみにくいと考えられる。
　
　したがって、隣保館の運営は市町村の直営により実施すべきである
と考えており、当該補助金については原則として直営のみに交付して
いるものである。

　指定管理者制度の導入は、単に運営経費の軽減を図るのではなく、多様化
する住民ニーズに対して、民間事業者が有するノウハウを活用するなど、柔
軟な対応を取り入れることにより、地方自治体が自ら管理するよりも一層向上
したサービスを住民が享受することとなり、ひいては住民の福祉がさらに増進
されることとなることを目的としている。
　また、指定管理者は条例に基づき、行政が委託先を選定し、議会の議決を
経て決定されるものであり、条例で掲げる隣保館の設置目的を逸脱したサー
ビスの提供を行う民間事業者が選定されることはありえないことである。
　このことから、地域住民に対する一生涯を通じた支援は、指定管理者が変
更されたとしても継続されるものであり、指定管理者制度の導入によって行政
の主体性が損なわれるものでもないため、補助要件の緩和をお願いしたい。

尼崎市
立総合セ
ンター指
定管理
者募集
要項

353 病児・病後児保育の
補助要件の設定

現状における病児・病後児
保育の補助要件を、地域
の実情に応じて事業実施
できるよう、保育士の配置
要件を緩和。

人口減少社会において、特に中山間地域など過疎地域における子育て環境
の充実を図るため、保育士の配置が難しい地域には、「子育て支援員（仮
称）」を、地域の判断で、保育士に代えて配置できることとすべきである。
本県において、本県では、病児病後児保育の全県展開を推進しているが、高
齢化の進む地域において、保育士の確保が困難であるとの状況を、地域の
声として承っており、残されたエリアは、山間部であって、高齢者ばかりの地
域に、子育て世代が少数存在するようなエリアである。
ここで保育士の設置を義務付けてしまうと、病児病後児保育自体が成立しえ
ず、そこで、保育士ではなく、「子育て支援員」に要件緩和することを提案した
もの。

保育対策等促進事
業費補助金交付要
綱

厚生労働省 徳島県・大阪
府・鳥取県・
兵庫県

C　対応不可 　病児・病後児を安心して預けられる環境を整備するためには、保育
に関する専門的な知識と技能を有する保育士資格を持った保育士を
配置することが必要であることから、保育士以外の者を保育士とみな
すことは適当でない。

　なお、保育士確保については、「待機児童解消加速化プラン」による
保育士資格取得支援等の対策を講じているところであるが、年内に
策定予定の「保育士確保プラン」等に基づき更なる対策を講じていく。

（※）現行の病児対応型・病後児対応型の保育士の配置基準につい
ては、利用児童おおむね３人につき１名以上。

　ファミリー・サポート・センター事業の「病児・緊急対応強化事業」では、保育
士資格を持たない者についても、病児・病後児の預かりに必要な講習を受け
れば提供会員として業務に従事することが認められている。
　「子育て支援員（仮称）」について、ファミリー・サポート・センター事業の提供
会員となることが想定されているのであれば、同様の業務に従事する病児・
病後児保育事業にも活躍の場を広げることは十分可能ではないかと考えて
いるところ。
　現在、ファミリー・サポート・センター事業での対応も検討しているものの、中
山間などの過疎地域では、十分な提供会員数を確保することが難しい状況に
ある。
　また、病児・病後児保育事業のように、看護師等がサポートする中で保育を
行う保育士よりも提供会員１人で病児・病後児に対応しなければならない状
況は、厳しいものがあると考えている。
　本県としては、医師、看護師を含む手厚い体制で対応する病児・病後児保
育事業を中心に展開したいと考えており、保育士の確保が難しい過疎地域に
おける事業実施を可能とするためは、「子育て支援員（仮称）」の活用が必要
であると考えるものであり、上記の実情を踏まえた対応を検討いただきたい。
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管理番号

231

338

353

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な実現を求
める。

C　対応不可 　医療施設の耐震化については、限られた予算の中で、災害医療の中心とな
る施設及び耐震性が低く地震によって倒壊の危険性の高い施設への補助を
優先する必要があると考えており、少なくとも現時点において、御提案の補助
対象を拡大することについては考えていない。
　なお、南海トラフ地震への対応としては、平成26年度より「南海トラフ地震に
係る津波避難対策緊急事業」を「医療提供体制施設整備交付金」の対象事業
に追加しており、「医療施設耐震整備事業」では対象外となっている、休日夜
間救急センター、在宅当番医制診療所等の医療施設について、補助対象と
する措置を講じているところである。
　お尋ねの今後の医療施設の耐震整備に係る事業のあり方については、現
行の補助対象施設の整備後の検討事項としたい。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可 隣保館は、平成8年の地域改善対策協議会意見具申の趣旨を踏まえ、行政
が主体となって取り組んでいるものであり、各地域における地域住民の身近
な相談機関として、地域住民の理解と信頼関係を踏まえた支援を行うことが
求められている。

このため、隣保館設置運営要綱において、運営方針として「地域住民の理解
と信頼関係を得つつ地域社会に密着」することとしており、これまでの地域に
おける継続した活動を通じて、地域住民の理解を得て信頼関係も構築してい
る市町村が、今後も直接責任をもって対応すべきであると考えているところで
あり、今後も現行の国庫補助の方針の下で、施策の推進を図ることが適切で
あると考えている。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、児童に対する保育・養育の平等・的確性が失わ
れることのないよう、配慮されたい。

C　対応不可 　病児・病後児を安心して預けられる環境を整備するためには、保育に関する
専門的な知識と技能を有する保育士資格を持った保育士を配置することが必
要であることから、保育士以外の者を保育士とみなすことは適当でない。

　また、子ども・子育て会議の場でも、職員配置基準は現行どおりとすることで
取りまとめられている。

　なお、保育士確保が困難な過疎地域については、訪問型その他の事業の
活用も考えられるため、それらの周知を検討してまいりたい。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

365 特別児童扶養手当事
務取扱交付金の交付
対象の拡大

事務委託による方法を，条
例移譲による方法に変更
できるよう，国からの財源
（交付金）を県のみでなく条
例移譲した場合の市町へ
も交付するように変更する
こと。

【制度改正要望の経緯・必要性】
現在広島県では，全国に先駆けて市町に特別児童扶養手当の受給資格の認
定等の事務を委託しているが，本来は特例条例による移譲を検討していた。
しかし，国からの財源が交付税ではなく交付金（特別児童扶養手当事務取扱
交付金）であり，交付対象が都道府県に限定されているため，特例条例によ
る移譲では財源が失われるため，やむを得ず事務委託の手法を採用してい
る。
類似の特別障害者手当等については，福祉事務所を設置している市町に法
律で権限移譲されている。
また第４次一括法により政令指定都市に２７年度から特別児童扶養手当の認
定等の事務の移譲が予定されている。
このため，政令市以外の基礎自治体に対しても，現在の事務委託ではなく，
条例移譲として位置付けを明確化できるよう提案しているものである。
【課題の解消策】
具体的な変更要望は「特別児童扶養手当事務取扱交付金交付要綱第２　２
市町村に交付する事務費の額」に「都道府県から特例条例で移譲を受けた都
道府県の事務に係る経費」の追加を求める。

特別児童扶養手当
等の支給に関する
法律第14条
特別児童扶養手当
等の支給に関する
法律に基づき都道
府県及び市町村に
交付する事務費に
関する政令第１条、
第２条
特別児童扶養手当
事務取扱交付金交
付要綱第２の２

厚生労働省 広島県 C　対応不可 　　特別児童扶養手当の認定事務等について、貴県が現在実施して
いる「事務委託」と「特例条例による移譲」で実施した場合の事務処理
について、財政面を除いた実質的な事務処理にどのような違いがあ
るのか不明である。

　また、現行制度において「事務委託」によって運用が可能であり、委
託自治体への財源も確保されていることを鑑みれば、要望について
直ちに対応することは考えていない。

　「特例条例による移譲」は，地方分権の観点から，都道府県の事務を地域
の実情に応じて柔軟に市町村に再配分するものであり，事務の合理化・簡便
化・能率化の観点から実施される「事務委託」とは異なる。

　本県では，地域福祉分野など住民の日常生活に最も密接に関係する分野
について，「特例条例による移譲」を積極的に進めており，特別児童扶養手当
の認定事務についても，市町の事情に応じて，委託の方法でなく，特例条例
による移譲の方法により，市町の自らの権限とすることを可能とすることが，
地方分権の推進上重要と考えており，その障害となっている交付金の交付対
象の拡大を求める。

　なお，特別児童扶養手当の類似の手当である特別障害者手当等について
は，福祉事務所を設置している市町に既に法定移譲されており，特別児童扶
養手当の認定事務についても，市町の事務配分としていくことが望ましい。

955 特別児童扶養手当事
務取扱交付金の交付
対象の拡大

事務委託による方法を，条
例移譲による方法に変更
できるよう，国からの財源
（交付金）を県のみでなく条
例移譲した場合の市町へ
も交付するように変更する
こと。

【制度改正要望の経緯・必要性】
現在広島県では，全国に先駆けて市町に特別児童扶養手当の受給資格の認
定等の事務を委託しているが，本来は特例条例による移譲を検討していた。
しかし，国からの財源が交付税ではなく交付金（特別児童扶養手当事務取扱
交付金）であり，交付対象が都道府県に限定されているため，特例条例によ
る移譲では財源が失われるため，やむを得ず事務委託の手法を採用してい
る。
類似の特別障害者手当等については，福祉事務所を設置している市町に法
律で権限移譲されている。
また第４次一括法により政令指定都市に２７年度から特別児童扶養手当の認
定等の事務の移譲が予定されている。
このため，政令市以外の基礎自治体に対しても，現在の事務委託ではなく，
条例移譲として位置付けを明確化できるよう提案しているものである。
【課題の解消策】
具体的な変更要望は「特別児童扶養手当事務取扱交付金交付要綱第２　２
市町村に交付する事務費の額」に「都道府県から特例条例で移譲を受けた都
道府県の事務に係る経費」の追加を求める。

特別児童扶養手当
等の支給に関する
法律第14条
特別児童扶養手当
等の支給に関する
法律に基づき都道
府県及び市町村に
交付する事務費に
関する政令第１条、
第２条
特別児童扶養手当
事務取扱交付金交
付要綱第２の２

厚生労働省 中国地方知
事会

C　対応不可 　特別児童扶養手当の認定事務等について、貴県が現在実施してい
る「事務委託」と「特例条例による移譲」で実施した場合の事務処理に
ついて、財政面を除いた実質的な事務処理にどのような違いがある
のか不明である。

　また、現行制度において「事務委託」によって運用が可能であり、委
託自治体への財源も確保されていることを鑑みれば、要望について
直ちに対応することは考えていない。

　「特例条例による移譲」は，地方分権の観点から，都道府県の事務を地域
の実情に応じて柔軟に市町村に再配分するものであり，事務の合理化・簡便
化・能率化の観点から実施される「事務委託」とは異なる。

　本県では，地域福祉分野など住民の日常生活に最も密接に関係する分野
について，「特例条例による移譲」を積極的に進めており，特別児童扶養手当
の認定事務についても，市町の事情に応じて，委託の方法でなく，特例条例
による移譲の方法により，市町の自らの権限とすることを可能とすることが，
地方分権の推進上重要と考えており，その障害となっている交付金の交付対
象の拡大を求める。

　なお，特別児童扶養手当の類似の手当である特別障害者手当等について
は，福祉事務所を設置している市町に既に法定移譲されており，特別児童扶
養手当の認定事務についても，市町の事務配分としていくことが望ましい。

412 生活保護医療扶助給
付における外来診療
時等窓口一時負担金
制度の導入

医療扶助適正化の一環と
して、被保護者が指定医療
機関等で外来診療等を受
けた場合や指定調剤薬局
で処方を受けた場合、一定
額または一定割合額を一
時的に負担する仕組みを
導入する。

　医療扶助の適用においては、医療要否意見書により主治医の意見を求め、
審査の上給付を決定しているが、同一疾病についての頻回受診や重複受診
につては、レセプトの返還を待った数か月後の事後チェックとならざるを得な
い。また、後発医薬品の利用促進にあたっても窓口での支払いを要しない現
行の医療扶助の給付方法では、後発医薬品に対する積極的な選択行動が得
られにくい。そのため、被保護者自身に医療機関等窓口で医療費の一部を一
時負担させ、内容審査の上、負担額を還付する仕組みを導入する。
　これにより、頻回受診や重複受診等については、早ければ受診月の内に適
切な指導を行うことで解消が図られる。

生活保護法３４条
（医療扶助の方法）

厚生労働省 特別区長会 C　対応不可 　医療扶助に一部自己負担を導入することについては、金銭的な理
由により、生活保護受給者の医療機関への受診が抑制される可能性
は否定できず、場合によっては必要な受診までも抑制してしまうおそ
れがある等の理由から、慎重な検討が必要。

　事後に還付される一部自己負担は、適正な額にすれば必要な受診の抑制
には結び付かないと考える。また、実現に向け、以下の課題を検討していきた
い。
１　福祉事務所で内容審査するうえで、医療機関において負担した額の領収
書を交付するだけでなく、診療報酬明細書と同様の内容が記載された証明書
を受給者に交付されることが必要となる。
２　上記１が受給者に交付される場合に、病名や医療内容が記載されている
ことから、本人に知られずに治療行為を進めている場合の対策を講ずる必要
がある。
３　受診日に医療機関が計算した総額の医療費の何割かを受給者は支払う
ことになるが、後日何らかの理由により訂正した場合は、数か月後に請求さ
れる診療報酬額と受給者が負担した一定額または一定割合額の根拠が異な
ることになる。こうした場合は、医療機関が再度受給者に追加請求または払
い戻しをすることになるため、医療機関の負担を軽減する措置を講じる必要
がある。

提案趣旨は理解するが、受診抑制を招くなど、被保護
者に過度の負担とならないような仕組み等も併せて検
討すべき。
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管理番号

365

955

412

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
受け入れ態勢が整わないうちに県から市への特別児
童扶養手当認定事務等の事務委託が進むことのない
よう求める。

C　対応不可 　事務委託で実施した場合と特例条例による移譲で実施した場合の自治体
が実施すべき認定事務等に係る実質的な事務処理については、特段の違い
がなく、また、現行制度において事務委託による運用が可能であり、委託自
治体への財源も確保されていることから、要望についての対応は考えていな
い。

　また、提案団体の意見の、交付金の交付対象の拡大は、今回の提案募集
の対象とはならないと考える。

【全国市長会】
受け入れ態勢が整わないうちに県から市への特別児
童扶養手当認定事務等の事務委託が進むことのない
よう求める。

C　対応不可 　事務委託で実施した場合と特例条例による移譲で実施した場合の自治体
が実施すべき認定事務等に係る実質的な事務処理については、特段の違い
がなく、また、現行制度において事務委託による運用が可能であり、委託自
治体への財源も確保されていることから、要望についての対応は考えていな
い。

　また、提案団体の意見の、交付金の交付対象の拡大は、今回の提案募集
の対象とはならないと考える。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、必要な受診の抑制にならぬよう①医療受診費
用分を生活扶助に一律で上乗せ
②一部負担が困難な場合は、福祉事務所へ連絡、一
部負担なしでの受診を認める
③一般的な福祉医療助成対象者に該当する者は、一
部負担対象者から除外する等の方法が考えられる。
また、通院の際の交通費など、ひとまず被保護者が自
己負担した費用について、後日福祉事務所が被保護
者に対して支払うしくみはすでにある。交通費を自己
負担しているからといって必要な受診が抑制されてい
ることはないため、負担額の設定次第で必要な受診
が抑制されるという支障は改善されると考える。

C　対応不可 仮に後日償還払いとする窓口一部自己負担制度を導入した場合、生活保護
受給者が一定額を立て替えるだけの資力を有することを前提とした制度は難
しく、また、必要な受診の抑制とならない「適正な額」の設定も困難である。

なお、地方自治体の首長も含めて参加した「社会保障審議会生活困窮者の
生活支援の在り方に関する特別部会」報告書（平成25年1月25日）において
も、「医療扶助の適正化に関し、医療費の一部負担を導入することについて
は、行うべきではない」とされている。



57／204

根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

413 被保護世帯に対する
訪問調査活動の一部
業務委託

高齢世帯への訪問調査活
動のうち、安否確認や生活
状況を踏まえた認知症の
早期発見、その他の身体
状態の把握、介護予防事
業及び介護保険等の生活
支援サービスの適正利用
支援等を目的とした訪問調
査について民間活力を利
用できる制度構築とする。

　全国的に被保護世帯数と被保護人員は、ともに過去最高値を更新し続けて
いる。また、高齢者人口の推移予測からは、今後もその増加は避けられない
見込みであるが、国が示す福祉事務所現業員配置基準に従った職員の増強
は困難である。
　当区においては、居宅における安定した自立生活が維持されている高齢者
世帯については、現業員が行うこととされている訪問調査活動の一部につい
て、外部委託を導入することで業務の効率化を図っているが、生活保護法の
施行事務監査においては訪問調査活動実績として評価されていない。
　保護の開・廃、変更等に係る業務は区の職員が実施しており、現在まで適
正な保護の実施が確保されており業務委託による問題は生じていない。

生活保護 実施要
領 局長通知12 1訪
問調査 (2)訪問計
画に基づく訪問 ア
家庭訪問を少なくと
も1年に2回以上す
ること

厚生労働省 特別区長会 C　対応不可 　生活保護制度は、一定額を定期的に給付すれば足りる他の公的年
金制度等とは異なり、要保護世帯に対しその時々において最低生活
維持に必要な扶助の種類、程度を決定しなければならない。

　このため、生活保護の訪問調査は、要保護世帯の生活状況の実態
を的確に把握しておかなければならず、また自立助長のための助言
指導を行うことも必要とされることから行うものであり、法に基づく適切
な保護の決定実施を行う上で必要不可欠なものであるため、保護の
適否の判断を担う現業員が自ら行う必要がある。

　なお、訪問調査の頻度を少なくとも年に２回以上行うこととしている
一方で、地方自治体等からの意見を踏まえ、平成18年度から、自立
支援プログラムを実施する関係機関等からの連絡により、必要な状況
確認ができる場合には、当該連絡を３回目以上の訪問調査とみなす
ことを可能としているところである。

　社会福祉士等、専門性の高い外部委託先の支援員との連携を密にはかる
ことで、要保護世帯の生活状況の実態を的確に把握することは可能であると
考える。
　また、委託事業者や訪問のために採用した非常勤職員などによる家庭訪問
においても、地区担当員から事前に対象の被保護者の状況や注意すべき点
の情報を得ていれば、訪問時に地区担当員が気付く変化や異常にも気がつく
ことができる。また、被保護者ごとに状況に応じた対応、指導助言の指示を受
けていれば、地区担当員が訪問した場合と同様の対応も取ることができる。さ
らにそれでは不十分と思われる場合には、地区担当員や査察指導員と連絡
を取りながら対応することもできるので、委託事業者や訪問専門の非常勤職
員などによる家庭訪問によっても自立助長のための助言指導、及び法に基づ
く適切な保護の決定実施は可能であると考える。

444 定期予防接種の対象
拡大

平成２年４月１日以前の生
まれの者（定期接種の機会
が２回なかった世代）に対
する風しんワクチンの接種
を定期化できるようにする
こと。

【現状】
風しんの定期接種は、現在、１歳と小学校就学前１年間の２回接種となってい
るが、平成２年４月1日以前に生まれた者は、未接種又は１回接種のみである
ため、風しんへの免疫が十分でない可能性がある。
【支障事例】
平成２４、２５年に、風しんの全国的な流行があり、先天性風しん症候群が増
加した。このうち、風しん患者の７割以上が男性、うち２０代～４０代が８割を占
め、風しんワクチン接種が十分に行われなかった世代と一致する。今後も免
疫が十分でない者が風しんにかかった場合、風しんが流行し、先天性風しん
症候群が発生する恐れがある。
【支障事例の解消策】
風しんの定期接種の対象者を拡大し、、平成２年４月１日以前の生まれの者
（風しんの免疫が不十分な者）が定期接種として予防接種を受けられるように
する。
【効果】
風しんの感染リスクが低下するとともに、免疫の不十分な女性が妊娠した際
の先天性風しん症候群の発生が抑制されることで、安心して妊娠・子育てが
できる。また、定期接種の費用負担は地方交付税措置されるため、任意の予
防接種よりも自己負担が軽減され、ワクチンを接種しやすくなる。その他に万
が一、予防接種の副反応による健康被害が生じた場合、定期接種であれば、
接種に係る過失の有無にかかわらず、予防接種健康被害救済制度により救
済される。

予防接種法施行令
第１条の２

厚生労働省 岐阜県 C　対応不可
  現在でも、各市町村が自らの判断で実施することは可能である。な
お、新たに地方交付税措置を要望するものであれば、財源の確保が
不確実であることから検討することはできない。

  本提案は、現在、各市町村が独自に行っている、風しんワクチンの定期接
種について、予防接種健康被害救済制度などを勘案し、国に定期接種化を
求める提案である。

448 指定医療機関等の指
定等
特定感染症医療機関
からの報告聴取等の
移譲

特定感染症指定医療機関
からの報告聴取等
感染性指定医療機関の管
理者に対して必要な報告を
求め、当該職員に管理者
の同意を得て検査をさせる
規定。

感染症患者に対する医療が公費負担とされていることから、必要時に行うこと
ができる規定になっていて、特定感染症指定医療機関にあっては、その権限
を厚生労働大臣または都道府県知事で持っている。
特定感染症指定医療機関の指定は、国が行うものの、医療費公費負担の実
務は他の感染症指定医療機関と同様に県又は保健所設置市で担っているた
め、当該権限についても、他の感染症指定医療機関と同様に県単独の権限と
して支障がない。

感染症の予防及び
感染症患者に対す
る医療に関する法
律第４３条第１項

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 本提案は、既に昨年度「事務・権限の移譲等に関する見直し方針につ
いて」（平成２５年１２月２０日閣議決定）において結論が出ており、そ
の後の事情変更や新たな論点が生じているとは認められないため対
応することはできない。

本県が求めるのは、都道府県へ権限を移譲することであり、「見直し方針」に
基づく「都道府県が主体的に行う方向」での運用見直しに止まらない。
なお、見直し方針において結論が出ているとしているが、見直し方針における
事務については、提案募集方式の対象外とはされておらず、新たに検討すべ
きである。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。
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管理番号

413

444

448

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可 前回回答のとおり、生活保護における訪問調査は、生活保護受給世帯の安
否確認や生活の支援を行うだけではなく、訪問調査結果を踏まえた保護の程
度決定や指導指示など、国民の権利・義務に深く関係する業務であり、公権
力の行使に深く関係するとともに、その実効性を担保する必要がある。

そのため、保護の実施機関及びその職員（現業員）には、生活保護法第28条
により立入調査の権限が付与されており、実施機関の指揮命令下にあり、地
方公務員法第34条により守秘義務が課されている現業員が行うべきである。
提案団体からの意見中の「専門性の高い外部委託先の支援員」は指揮命令
下にあるものではなく、また守秘義務も課せられていない。そのため、現業員
と同じ位置づけにすることはできない。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可
　本提案は、各市町村が自らの判断で実施できる措置の法定化及びそれに
対する地方交付税措置を要望しているものであるが、財源の確保は不確実で
あることから検討することはできない。

C　対応不可 　昨年度の「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成２５年１２月２０
日閣議決定）に際して、指定権限は国に残し、報告・徴収権限のみ都道府県に移譲
することについて、法的に問題ないか検討したところ、
○　法第４３条第１項において特定感染症指定医療機関について厚生労働大臣に報
告徴収等の権限があるのは、特定感染症指定医療機関の指定権限が国にあり、そ
の指定の取消のため法第４３条の報告徴収を行うためである。
○　健康保険法等の他法令においても同様の構造の条文があるが、健康保険法第７
８条の報告徴収等は費用の請求の不正の有無のみならず保険医療機関としての適
正性も同時に確認するものであるところ、法第４３条についても、健康保険法等がも
とになっており、同様に費用の請求の不正の有無のみならず感染症指定機関として
の適正性も同時に確認するものである。
○　他の法令において、指定権限を有する者と指定に関わる報告・徴収権限を有す
る者が別である前例がなく、また論理的にも整合性がとれない。
ことから、当該権限移譲の方法は、法的に困難であるとの結論に至った。

　その上で、特定感染症指定医療機関の指定権限については、
○　新感染症の所見がある者の入院を担当する医療機関であり、最も高い機能を要
求され、全国で数か所程度、いかなる場合でも万全の感染症医療を講じることができ
る医療機関を整備する必要があるため、厚生労働大臣が広域的見地によりその指
定を行う必要がある。
○　特定感染症指定医療機関としての医療体制が整備されているとの指定要件に適
合する医療機関が少ないため、現在、計３か所のみ指定しているが、指定について
は基本的に都道府県から手が上がることはなく、国から協議をかけた上で同意を得
ることができた場合に指定をしているのが現状であり、都道府県に指定権限を移譲し
た場合、必要な数の指定が担保されない可能性がある。
ことから、都道府県に移譲することは困難である。

　そのため、上記の法的整理も踏まえ、指定権限及び報告徴収の権限の両方につい
て移譲が困難であるものである。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

780 特定感染症指定医療
機関の指定権限の都
道府県への移譲

新感染症患者の入院を担
当する特定感染症指定医
療機関の指定権限を、必
要となる人員、財源ととも
に都道府県へ移譲するこ
と。
なお、都道府県への指定
権限の移譲ができない場
合でも、当該施設に対し、
都道府県が必要に応じて、
報告の徴収及び検査を行
えるようこれらの権限を都
道府県に移譲すること。

【現行】
特定感染症指定医療機関は、重篤で未知の感染症であり、そのまん延により
国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある新感染症の患者を
受け入れる機関であることから、現在、国が指定を行っている（指定状況：３病
院）
【制度改正の必要性・効果】
特定感染症のまん延防止を図るためには、より迅速な指定と指定後の医療
機関の適正な運営管理が不可欠であることから、第一種、第二種感染症指定
医療機関と同様に、国が特定感染症指定医療機関に係る指定基準を示し、こ
れに基づき、地域医療の実情を把握した都道府県が指定等を行うことにより、
法第38条に基づく指定・指導と法第43条に基づく報告徴収・検査が一体的か
つ効果的に実施でき、医療機関のより適正な運営確保が可能となるため、都
道府県知事に指定権限を移譲することが望まれる。
指定権限の移譲ができない場合にも、当該医療機関の適正な運営確保の観
点から、特定感染症指定医療機関に係る指定基準を示すとともに、法第43条
に基づく当該医療機関に対する報告の請求や検査を行う権限だけではなく、
法第38条第4項（指導）の権限を都道府県に移譲することが望まれる。

感染症の予防及び
感染症の患者に対
する医療に関する
法律第38条

厚生労働省 兵庫県

【共同提案】
京都府

C　対応不可 本提案は、既に昨年度「事務・権限の移譲等に関する見直し方針につ
いて」（平成２５年１２月２０日閣議決定）において結論が出ており、そ
の後の事情変更や新たな論点が生じているとは認められないため対
応することはできない。

・国が特定感染症指定医療機関に係る指定基準を示し、これに基づき、地域
医療の実情を把握した都道府県が指定等を行うことにより、適正な運営確保
が可能である。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。

567 厚生労働大臣発行医
療系免許申請書類等
の経由事務の廃止
（医師、歯科医師、保
健師、助産師、看護
師、臨床検査技師、診
療放射線技師、理学
療法士、作業療法士、
視能訓練士、衛生検
査技師、管理栄養士）

標記の医療職種免許は、
厚生労働大臣免許である。
すでに実施済の他の医療
職種免許と同様に、国にお
いて直接実施することと
し、経由事務の廃止を求め
る。

免許の申請において、住所地の保健所及び県を経由して厚生労働省へ進達
することは、国までの日数を要するため、事務的に非効率的である。その上、
国の免許登録日以降でないと申請者が行えない業務があるため（診療報酬
求められている）、交付事務を含めて往復の経由日数がかかるのは適切さを
欠くと言わざるをえない。免許の早期発行は、申請者等から強く求められてい
るところである。
例えば、歯科衛生士等の免許は、国の指定した指定登録機関(H3.7.1～)が、
直接免許事務を行っており、郵送等での申請も認められている。申請者の利
便性の観点からも直接、厚生労働省（あるいは指定登録機関）が扱うこととし
て、経由事務の廃止を求める。
（臨床工学技師免許：国直接実施。）
（歯科技工士免許：H27.4.1～国の指定した指定登録機関実施。H26.6医療介
護法　法案成立）
なお、経由事務としながらも、国からは審査業務まで求められているのが現状
である。このため、県等が申請業務等における過失責任を求められ、訴訟に
発展する可能性が存在する。
国の免許であるから、国の責任において免許申請等の対応を行っていただき
たい。

医師法施行令第3
条、②歯科医師法
施行令第3条、③保
健師助産師看護師
法施行令第１条の
３第１項、④臨床検
査技師等に関する
法律施行令第1条
及び附則第2条2
項、⑤診療放射線
技師法施行令第1
条の２、⑥理学療
法士及び作業療法
士法施行令第1条、
⑦視能訓練士法施
行令第1条、⑧栄養
士法施行令第１条
２項　等

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可  医療関係職種（免許を付与する際の名簿への登録事務を指定登録
機関が行っている職種等を除く。）の免許申請に当たっては、都道府
県が法定受託事務として経由事務を行うこととされており、申請書類
の不備等の確認をしていただいているところ。

　申請書類の不備等の確認については、受付時に確認する等、住民
に身近な地方公共団体において実施していただくことが効率的であ
り、仮に、都道府県の経由事務を廃止し、厚生労働省において全ての
登録事務を処理することとした場合には、名簿への登録及び免許証
の交付が現状よりも大幅に遅れ、申請者の利便性が低下することが
想定される。
 
　以上のことから、都道府県の経由事務を廃止することは困難であ
る。

　なお、名簿への登録及び免許証の交付については、都道府県の経
由事務の有無にかかわらず、国の責任において実施している。また、
名簿への登録日及び登録番号については、申請者の利便性の向上
を目的として、申請者の希望に応じ、「登録済証明書」を発行してお
り、一定期間、免許証に代わる証明書として利用することを認める措
置を講じている。

免許の申請において、住所地の保健所及び県を経由して厚生労働省へ進達
することは、国までの日数を要し事務的に非効率的である。直接国へ申請出
来るようになることで、より速やかに交付を受けることが可能となり、申請者の
利便性にも資する。

申請書類の不備等の確認については、むしろ免許者自身が書類の不備等の
形式審査も併せて行う方が効率的であると考える。
また、都道府県の経由事務を廃止し、国において全ての登録事務を処理する
こととした場合であっても、例えば臨床工学技師免許については現に国が免
許事務を直接実施していることから、他の免許についても同様の事務処理体
制をとることができないか。

住民へのサービス低下につながらないよう留意した上
で検討を行う必要がある。

569 新型インフルエンザ等
対策特別措置法に基
づく特定接種の登録
事業者の登録事務の
役割明確化

特定接種の登録事務につ
いて県や市町村に必要な
協力を求めることができる
という規定を使い、登録事
業者との調整をすべて県
及び保健所設置市に任せ
てしまっているので、協力
の範囲を明確化し、適切な
運用とする。

県や市町村に協力を求めることができるという規定を利用し、特定接種にか
かる登録事務について登録事業者との調整を全て県や保健所設置市に任せ
てしまっている状況であり、膨大な業務であることから、非常に混乱が生じて
いるため、役割の明確化を図る必要がある。
例えば、特定接種の疑義照会は、約３､７００事業所のうち、４４０件で、県・保
健所設置市が照会する中で、事業所から制度に対する意見、要望等があり調
整が発生し業務が増えている。特定接種の登録の可否といった質問が多い
ので、今後の登録者の調整は、国において行っていただきたい。

新型インフルエンザ
等対策特別措置法
第28条第4項

内閣官房、厚
生労働省

神奈川県 C　対応不可 　本提案は、現在、地方公共団体が行っている事務を国において行う
よう求めるものであり、対応することはできない。

国の協力依頼に基づいて地方公共団体が実施している事務であるにもかか
わらず、法第28条第４項の規定により「正当な理由」がない限り国からの依頼
を拒むことができず、実質的に国から丸投げされている状況であることから、
役割分担・協力範囲の明確化は必要と考える。

特定接種の登録事務に係る国からの協力依頼は、真に必要な場合に限定さ
れるべきである。登録の円滑な実施のためとはいえ、国が事実上事務を県や
市町村に丸投げしている状況にあることから、「正当な理由」の範囲等を予め
明確に示した上で協力を求めるべきである。
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管理番号

780

567

569

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　昨年度の「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成２５年１２月２０
日閣議決定）に際して、指定権限は国に残し、報告・徴収権限のみ都道府県に移譲
することについて、法的に問題ないか検討したところ、
○　法第４３条第１項において特定感染症指定医療機関について厚生労働大臣に報
告徴収等の権限があるのは、特定感染症指定医療機関の指定権限が国にあり、そ
の指定の取消のため法第４３条の報告徴収を行うためである。
○　健康保険法等の他法令においても同様の構造の条文があるが、健康保険法第７
８条の報告徴収等は費用の請求の不正の有無のみならず保険医療機関としての適
正性も同時に確認するものであるところ、法第４３条についても、健康保険法等がも
とになっており、同様に費用の請求の不正の有無のみならず感染症指定機関として
の適正性も同時に確認するものである。
○　他の法令において、指定権限を有する者と指定に関わる報告・徴収権限を有す
る者が別である前例がなく、また論理的にも整合性がとれない。
ことから、当該権限移譲の方法は、法的に困難であるとの結論に至った。

　その上で、特定感染症指定医療機関の指定権限については、
○　新感染症の所見がある者の入院を担当する医療機関であり、最も高い機能を要
求され、全国で数か所程度、いかなる場合でも万全の感染症医療を講じることができ
る医療機関を整備する必要があるため、厚生労働大臣が広域的見地によりその指
定を行う必要がある。
○　特定感染症指定医療機関としての医療体制が整備されているとの指定要件に適
合する医療機関が少ないため、現在、計３か所のみ指定しているが、指定について
は基本的に都道府県から手が上がることはなく、国から協議をかけた上で同意を得
ることができた場合に指定をしているのが現状であり、都道府県に指定権限を移譲し
た場合、必要な数の指定が担保されない可能性がある。
ことから、都道府県に移譲することは困難である。

　そのため、上記の法的整理も踏まえ、指定権限及び報告徴収の権限の両方につい
て移譲が困難であるものである。

C　対応不可 　ご提案の内容は、申請者の利便性向上のため、免許の早期交付を目的と
するものであると理解している。
　この点について、現在は、臨床工学技士及び義肢装具士の２職種のみ、免
許申請に当たり、都道府県を経由せず、国が直接申請を受け付けた上で、登
録事務を行っているが、平成25年における免許登録件数の実績として、臨床
工学技士が1,776件、義肢装具士が204件であるのに対し、その他の職種に
ついては、例えば、医師は7,694件、看護師は50,240件、理学療法士は10,113
件となっている。
　したがって、免許申請に当たり、都道府県が法定受託事務として経由事務
を行い、申請書類の不備等の確認をしていただいている職種について、仮
に、国が直接申請を受け付け、一括して申請書類の不備等の確認を行うこと
とした場合、一定の時期に国が大量の事務を処理しなければならないことと
なり、免許証の交付等の登録事務が現状よりも大幅に遅れ、むしろ申請者の
利便性が低下することになるため、都道府県の経由事務を廃止することは適
当ではないと考える。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

C　対応不可 　新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第28条第４
項に規定する「必要な協力」とは、具体的には、管轄内における登録基準を
満たす事業者等への登録制度の周知や申請内容の確認等とされており、厚
生労働省においても、全国の都道府県から提出された申請内容を、責任を
もって確認をしていることから、役割分担・協力範囲の明確化は図られている
ものと考えている。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

603 セーフティネット支援
対策等補助金の早期
交付決定

セーフティネット支援対策
等補助金の早期交付決定

【支障事例】
セーフティネット支援対策等補助金は、自治体が地域の実情に応じ、生活保
護受給者や低所得者、ホームレスといった地域社会の支えを必要とする要援
護者全般に一貫した施策を推進し、地域社会のセーフティネット機能の強化
を図る目的の補助金である。しかし、別添資料①にあるように、交付決定が遅
い。
セーフテイネット補助金は、多くは、運営費や、人件費等に対して補助を行っ
ているため、事前着手を行っているのが、現状である。
しかし、社協などへの交付決定は、国からの交付決定を待って県の補助金交
付を行っており、その間は、社協などに補助金を支払えておらず、過大の負担
になっている。（社協へ交付決定後、支払った額は、８９，４６８千円）
また、事前協議を年度当初に行っていることも、交付決定の遅延につながって
いると思われる。
この補助金に関しては、他の補助金にある前年度のヒアリング等がないた
め、別添資料②にあるように、前年度から事前協議をしていただき、年度当初
の早期交付決定をお願いしたい。

セーフティネット支
援対策等事業費補
助金交付要綱８、
10等

別紙あり
・交付金スケジュー
ル

厚生労働省 長崎県・福岡
県・熊本県・
大分県・宮崎
県・沖縄県

C　対応不可 　セーフティネット支援対策等事業費補助金は、限られた予算の範囲
内で交付する予算補助事業であり、補助すべき事業の精査にあたっ
ては、他施策による事業の交付決定を踏まえた調整や効果等の検証
が必要であり、お示しの時期での交付決定は困難であるが、地方自
治体からの協力を得ながら、今後とも現行の仕組みの中で可能な限
り早期の交付決定に努めていきたい。

　現状では事業の実施に支障が生じている状況であり、事業実施に支障が生
じないよう、早期の内示・交付決定をお願いしたい。
　また、今後現行の仕組みの中で可能な交付決定スケジュールについて、具
体的に示していただきたい。

604 買い物弱者支援制度
の充実

買い物弱者支援等を実施
するための補助制度の条
件緩和

【支障事例】
買い物支援にかかる補助制度として、セーフティネット補助金の安心生活創
造推進事業の活用も考えられるが、モデル的な事業であることに加え、①抜
け漏れのない実態把握事業、②生活課題検討・調整事業、③抜け漏れのな
い支援実施事業、④地域支援活性化事業、⑤自主財源確保事業、⑥住民参
加型まちづくり普及啓発事業の基本事業を全て行う必要があるため、過疎化
が進行し、財政的、体制的に脆弱な市町においては、ハードルが高く、活用で
きる状況にない。
そこで、必須６事業の減数又は選択事業にする等、市町が取り組みやすい補
助制度にしていただくよう要望するもの。

セーフティーネット
支援対策等事業実
施要綱３の(3)のエ
安心生活基盤構築
事業実施要領３

厚生労働省 長崎県 C　対応不可 　本事業は、高齢者、障害者のみならず、地域から孤立するおそれが
ある者など、一定の支援が必要な者の日常生活を支援するため、地
域住民の参画の下、地域における解決力を高める観点から、一部の
事業だけでなく、①から⑥までの事業を総合的に実施する必要があ
る。本事業は、これらの総合的かつ先進的な取組に対して支援を行う
とともに、これらの取組を全国に普及することを目的とするものであ
り、本事業の趣旨・目的についてご理解を頂きたい。

　本事業がモデル的な事業であり、全国に普及させることを目的としている点
につきましては理解しております。
　過疎化が進んでいる集落や国境離島などを抱えている本県にとりまして
は、買い物弱者問題は喫緊の課題となっております。
　今後、全国に普及させていく上で、ニーズが高い小規模な市町だからこそ取
り組みやすいように、最小限の要件に限定すべきだと考えますが、その点に
ついてご見解を示していただきたい。

865 精神医療審査会委員
の任期を定める規定
の緩和

精神医療審査会委員任期
について、現在は精神保健
及び精神障害者福祉に関
する法律により2年とされて
いるが、地域の実情に応じ
て柔軟に対応できるよう、
規定を緩和する。

【支障事例】
　精神医療審査会委員の任期については、精神保健福祉法第１３条第２項に
より、２年と定められている。しかしながら、委員には専門的な知識や経験が
必要であるため、再委嘱しているのが現状である。
　委員の委嘱にあたっては、医師会等の協議が必要であり、手続き等を含め
相当の労力と準備期間を要している。（平成２６年４月現在、審査会委員１４
名、うち再任された委員９人）
【制度改正の必要性】
　このことから、委員の任期については全国一律に２年とするのではなく、地
域の実情に応じて柔軟に対応できることが必要と考える。

精神保健福祉法第
１３条

厚生労働省 さいたま市 E　提案の実
現に向けて
対応を検討

　精神科病院に入院中の患者の処遇等の人権に関わる事項につい
ての審査体制は、全国一律の基準に基づき、公平、公正に運用され
る必要があり、精神医療審査会の委員は、専門職としての経験に基
づき、審査資料から、精神科病院に入院中の患者の状況を加味し
て、客観的に入院の必要性やその処遇等が適当であるかについて意
見を付することを求められる。このため、精神医療審査会の委員の任
期に関しては、審査の客観性を確保するという観点から、現在、任期
を全国一律２年と設定している。

 　一方、精神医療審査会の委員の任命等の手続きについては、事務
負担軽減を図っていくことも重要であると認識していることから、要望
に対して、上記事項を総合的に勘案しながら検討し、精神保健福祉法
の適切な運用の確保に努めていきたい。

提案の実現に向けた検討について、現時点でのスケジュールや検討手法な
どを提示していただきたい。

精神医療審査会委員の任期については、地方分権改
革推進委員会第２次勧告の趣旨を踏まえ、条例に委
任する、又条例による補正を許容するべきである。
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管理番号

603

604

865

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

C　対応不可 平成26年度に関しては、先般正式内示を行ったところであり、11月から12月
にかけて交付決定を行う予定である。なお、本補助金の交付は予算補助事業
であるため、予算額が未定である現時点で平成27年度以降の交付決定スケ
ジュールをお示しすることは困難である。

６【厚生労働省】
（17）セーフティネット支援対策等事業
セーフティネット支援対策等事業費補助金について、平成27年度からの新制
度の詳細が固まり次第速やかに、年間協議スケジュールを、地方公共団体に
周知する。

事務連絡 平成27年３
月26日

平成27年度生活困窮者自立相談支援事
業費等負担金等に係る国庫負担協議等に
ついて（平成27年３月26日事務連絡）

C　対応不可 先に回答したとおり、本事業は、買い物弱者支援に特化したものではなく、高
齢者や障害者等が地域において安心して生活を維持できるよう、先進的かつ
総合的に地域福祉を推進するための取組に対して、国が一定の範囲内で全
額を補助するものであるため、必須6事業の要件を外すことはできない。

ただし、必須6事業の具体的な取組内容については、各自治体からの提案に
柔軟に対応しているところであり、現に平成26年度の実績では、本事業を実
施する104自治体のうち50自治体は町村となっている。
なお、いわゆる買い物弱者対策については、本事業のみならず、以下のとお
り様々な事業の活用が可能であり、貴県が行おうとする取組内容に応じて、
他の事業の活用も含め、ご検討いただければありがたい。（別添資料あり）
http://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/kaimonoshien26.html

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

A　実施 　精神医療審査会の委員の任期に関しては、審査判定の客観性を確保し、ま
た、定期的に自治体が委員の任命が適切であるかを判断するため、現在、任
期を全国一律２年と設定している。
　精神医療審査会の委員は、専門職としての経験に基づき、審査資料から、
精神科病院に入院中の患者の状況を加味して、客観的に入院の必要性やそ
の処遇等が適当であるかについて意見を付することを求められており、再任
の場合であっても委員の任命が適正であるかを判断し直すことは必要であ
る。
一方、地域によっては精神医療審査会委員として任命できる専門家が限られ
るなど、委員の確保に難渋している自治体があることも承知しており、実質的
に同じ委員が連続して再任されている場合もあると認識している。
　このような地域の実情も踏まえながら、一定年数の範囲内で柔軟に設定で
きるよう、必要な見直しを行う。
　なお、現在のところスケジュールは未定。

６【厚生労働省】
（４）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）
精神医療審査会の委員の任期（13条２項）については、３年を上限として条例
（制定主体は都道府県及び指定都市）で定める期間とすることを可能とする。

法律 平成28年4月
1日

地域の自主性及び自立性を高めるための
改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律（平成27年法律第50号）
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

783 医師臨床修練制度
（外国人医師、看護師
など）に関する事務・
権限の都道府県への
移譲

臨床修練を実施する病院
の指定権限を都道府県に
移譲すること。

【現行】
現在、臨床修練は厚生労働大臣が指定する病院において実施することとされ
ている。
【制度改正の必要性】
国よりも都道府県の方が、地域医療の実情に精通しているため、都道府県知
事が臨床修練を実施する病院の指定を行うべきである（国においては、下記
基準の③の病院についての判断が書面等でしか判断できない）。
　《受入病院の基準》
　　①大学病院
　　②臨床研修病院
　　③臨床研修病院と同等の教育体制を有する病院
【支障事例・改正による効果】
現状における国による指定には、①制度の申請窓口が厚生労働省のみと
なっていること、②申請には多くの添付書類が要求されていること、③近年、
修練制度の許可件数が大幅に増えていること等から、申請から概ね半年程
度の期間を要するため、機動的な対応ができていない。病院の指定権限を都
道府県に移譲し、申請窓口を増やすこと等で分散化され、迅速な対応が可能
となる。
　《参考》
　　臨床修練制度許可件数
　　　H23実績　１８０（６７）
　　　H24実績　１６９（３１）
　　　※　（　）内は当初見込件数
以上より、臨床修練を実施する病院の指定権限を都道府県に移譲することに
より、地方の実情にあった機動的、弾力的な運用が可能となる。

外国医師等が行う
臨床修練に係る医
師法第17条等の特
例等に関する法律
第２条第４号、第３
条

厚生労働省 兵庫県

【兵庫県】
京都府、大阪
府、徳島県

C　対応不可 　　医療の提供は、患者の生命・身体に直接影響を及ぼすものである
ことから日本において医療行為を行うためには、原則、医療を提供す
るために必要な専門的な知識及び能力を確認するための国家試験に
合格し、日本の医療関係の国家資格を取得することが必要である。

　臨床修練制度は、この例外として、外国医師等が医療に関する知識
及び技能の修得を目的として来日した際に、その目的を十分に達成
することができるよう、一定の期間、厚生労働大臣が指定する病院に
おいて、特例的に医療行為を行うことを認める仕組みである。

　臨床修練を行う外国医師等の受入病院については、日本の医療関
係の国家資格を取得していない外国医師等が、特例的に医療行為を
行う場所として、臨床修練における医療安全を十分に確保する観点
から、国が、全国一律の基準で受入病院の受入体制等を評価し、指
定する必要があると考えている。

　以上のことから、受入病院の指定権限を都道府県に移譲することは
困難である。

・国が参酌すべき基準を示すこと等により、都道府県による指定は可能であ
る。
・むしろ、地域医療の実情を把握した都道府県が指定等を行う方が適正な対
応が可能となる。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。

801 医師臨床修練制度
（外国人医師、看護師
など）に関する規制緩
和等

「医学物理士」の臨床修練
制度対象者への追加や、
外国人医師の臨床修練期
間の弾力的運用を可能に
すること。

【現行】
外国医師等が行う臨床修練は、医師、歯科医師、助産師等が対象とされてい
るが、粒子線治療を行うために必要不可欠である「医学物理士」は対象となっ
ていない。
【制度改正の必要性】
粒子線治療を行うためには、個々人の人材育成ではなく、治療を担うスタッフ
全員を対象としたチームとしての人材育成が不可欠である。
その中で粒子線治療には大学院で物理を履修した「医学物理士」の存在が重
要となるが現在の臨床修練制度ではこのような人材は対象となっていないこ
とから、粒子線治療の普及・発展の観点からも制度の対象とすることは必要
である。
また、現状の２年という臨床修練期間では、一連の技術習得には十分な期間
が担保できない（日本人（大学院博士課程で物理を履修）の場合であってもそ
の教育に２年はかかる）ことから、臨床修練期間の弾力的運用は必要であ
る。
【別案】
粒子線医療は、医学物理士も含めたチーム医療で成立することから、臨床修
練制度への位置付けが必要と考えるが、国家資格ではないという理由で
「医学物理士」の臨床修練制度への位置付けが困難な場合は、出入国管理
法及び難民認定法の別表第一の二に規定される在留資格「研修」の在留期
間として「２年」を追加し、「外国人医師等臨床修練制度」と同期間の在留期間
とすることで対応可能。

外国医師等が行う
臨床修練に係る医
師法第17条等の特
例等に関する法律
第２条第４号、第３
条
（出入国管理法及
び難民認定法）

厚生労働省、
法務省

兵庫県

【共同提案】
徳島県

D　現行規定
により対応
可能

　臨床修練制度においては、外国において、日本の医療関係の国家
資格（医師、歯科医師、助産師、看護師、等）に相当する資格を取得し
ている方々を臨床修練の許可の対象とするとともに、許可を受けるこ
とにより、日本の医療関係の国家資格と同様の業務を日本において
行うことが認められている。

　外国において「医学物理士」の資格を取得している方々が、日本に
おいて、医療行為の１つである人体への放射線の照射を行うことを想
定しているのであれば、日本の診療放射線技師に相当する資格を取
得している者として臨床修練を許可を受けていただくことにより、対応
可能である。

　また、臨床修練制度は、日本において特例的に医療行為を行うこと
を認める仕組みであり、「医学物理士」が医療行為以外の行為を行う
ことを想定しているのであれば、臨床修練の許可を受けなくても、実
施していただくことができる。

　なお、日本には、「医学物理士」という国家資格はないので、臨床修
練制度に係る法令に「医学物理士」を規定することは困難である。

　臨床修練の許可の有効期間については、「地域における医療及び
介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する
法律」（平成26年法律第83号）により、臨床修練制度の見直しを行い、
１回に限り、許可の有効期間を更新することができる仕組みを導入す
ることとしており、本年10月１日から施行される。

・粒子線治療においては、「医学物理士」を含めた治療スタッフ全員（医師、看
護師等）を対象としたチームとしての研修が不可欠である。
・粒子線治療において、治療計画における照射線分量の最適化等の特定業
務を医師の指示により行う者を「医学物理士」として規定し、資格要件を明確
にした上で法の対象とすること。

所管（府）省からの回答が「現行規定により対応可能」
となっているが、事実関係について提案団体との間で
十分確認を行うべきである。

808 原子爆弾被爆者に対
して必要な医療の給
付を行う場合に必要
な厚労大臣の認定権
限の都道府県への移
譲

原子爆弾被爆者に対して、
必要な医療の給付を行う
場合に必要な厚生労働大
臣による認定権限を都道
府県へ移譲すること

【現行】
被爆者が、原子爆弾の傷害作用に起因した負傷等により、必要な医療の給
付（医療特別手当）を受けるには、厚生労働大臣による認定が必要である。
【支障事例】
認定に際して、都道府県を経由して国に申請を行うこととなっているが、当県
申請件数は過去５年間で２００件にも及び、また国審査にも半年程度の時間
を要している。
【制度改正の必要性】
高齢化が進んでいる被爆者の状況を考慮すると、速やかな審査が必要であ
ると考えられることから、都道府県へ移譲することにより審査事務の迅速化を
図ることが必要である。

原子爆弾被爆者に
対する援護に関す
る法律第10条、第
11条、第24条、第
25条

厚生労働省 兵庫県

【共同提案】
和歌山県

C　対応不可 　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１０条に基づく医療
の給付、同法第２４条に基づく医療特別手当を受けるには、被爆者の
疾病が原爆放射線に起因し、現に医療を要する状態にあることが要
件とされている。

　これらの要件該当性の判断には、高度な専門性が必要とされ、全国
的に統一をとる意味から、国において原子爆弾被爆者医療分科会に
て専門的な観点から客観的に審査し、厚生労働大臣が行うことが適
切である。

　以上のことから、都道府県に当該認定権限を移譲することは困難で
ある。

・厚生労働省において、各都道府県で統一的に要件該当性の判断ができる
基準を作成すれば、都道府県で認定を行うことは可能である。

手挙げ方式や社会実権による検討を求める。
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管理番号

783

801

808

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　ご提案の内容は、受入病院の指定権限を都道府県に移譲し、申請窓口を増やすこ
とにより、指定に関して迅速な対応を実現することを目的とするものであると理解して
いる。
　この点について、平成12年以前は、受入病院の指定に当たり、審議会の意見を聴く
こととされており、指定に当たって一定の時間を要していたが、平成13年以降は、こ
の手続が廃止されたため、申請から概ね１か月以内で指定の手続を完了していると
ころであり、指定に関する迅速な対応は既に実現されている。
　また、受入病院としての指定を受けようとする病院は、実態として、実際に外国医師
等の受入れの目処がたっている病院が申請を行うことが多く、また、外国医師等の
臨床修練に係る許可申請は、その手続を受入病院が仲介して行うことが多い。
　このため、仮に、受入病院の指定権限を都道府県に移譲した場合、指定申請の手
続を都道府県に対して行い、臨床修練に係る許可申請の手続を国に対して行うこと
となるため、申請者にとっては利便性の低下につながることが懸念される。
　さらに、第１次回答でもお示ししたとおり、受入病院の指定については、臨床修練に
おける医療安全を十分に確保する観点から、全国一律の基準で受入体制等を評価
し、指定を行う必要があると考えており、地域の実情に応じて指定を行うという考え方
は馴染みにくい分野であると考えている。
　以上のことから、受入病院の指定権限を都道府県に移譲することは困難である。
　なお、臨床修練に係る許可を行うに当たっては、臨床修練計画書において、指定を
受けた受入病院において臨床修練が実施されることを確認する必要があるため、国
は常に直近の受入病院に係る情報を把握している必要があるところ、仮に、受入病
院の指定権限を都道府県に移譲した場合、都道府県が受入病院を指定する度に、
逐次、国に報告していただく必要が生じ、都道府県のご負担が増加するおそれがあ
る。また、受入病院の指定申請に当たって、多くの添付書類の提出を求めているとい
う事実はない。

４【厚生労働省】
（11）外国医師等が行う臨床修練等に係る医師法第十七条等の特例等に関
する法律（昭62法29）
厚生労働大臣が行う臨床修練病院等の指定（２条５号）については、当該指
定の迅速化を図るため、事前調整を含めた標準的な処理期間を設定する。

通知 平成27年2月
26日

事前調整を含めた標準的な処理期間を45
日と設定し、「臨床修練病院等及び臨床教
授等病院の指定に係る標準的な処理期間
の設定について」（平成27年2月26日医政
発0226第９号）により周知を行った。

D　現行規定に　日本の医療関係の国家資格制度においては、医師による医業など、免許保
有者のみが行うことのできる業務独占領域を設けているものがある。
　臨床修練制度は、この例外として、外国医師等が医療に関する知識及び技
能の修得を目的として来日した際に、その目的を十分に達成することができ
るよう、一定の期間、厚生労働大臣が指定する病院において、特例的に、業
務独占領域に係る行為を行うことを認める仕組みである。
　このため、臨床修練制度に係る法令においては、業務独占領域が設けられ
ている日本の医療関係の国家資格が規定されているものであり、日本におい
て国家資格とされていない「医学物理士」を臨床修練制度に係る法令に規定
することはできない。
　なお、外国において「医学物理士」の資格を取得した方々が日本で研修を受
けることを否定するものではなく、「医学物理士」が研修中に医療行為を行わ
ないのであれば、臨床修練に係る許可を受けることなく研修を行うことが可能
であり、また、「医学物理士」が研修中に人体に対する放射線の照射といった
医療行為を行うのであれば、日本の診療放射線技師に相当する資格を取得
している者として臨床修練を許可を受けていただくことで、当該医療行為を行
うことが可能となる。

【全国市長会】
高齢化が進んでいる被爆者の状況に鑑み速やかな審
査を行うようにするために審査権限を都道府県に委譲
することは、有効な方策ということができるが、そのた
めには、①全国的に統一した取り扱いを行うために必
要となる詳細かつ明確な取扱基準の設定②高度な専
門性に対応するために必要な人的体制の確保③必要
な経費を十分に確保するための財源の委譲、が満た
されることが前提である。
なお、当該事務については、原子爆弾被爆者に対す
る援護に関する法律第４９条あるいは第５１条の規定
を適用し、広島市長及び長崎市長も行うこととなる場
合が想定される。

C　対応不可 　原爆症の認定申請を行う際に申請される疾病の多くは、がん、白内障等の
被爆者以外の方も発症・罹患する疾病であり、特に被爆者の高齢化が進んで
いる現在では、生活習慣や加齢による発症であるのか、数十年以上前に浴
びた原子爆弾による放射線の起因性の発症であるのか、要医療性があるか
否か等について、被爆距離、被爆線量、既往歴、生活歴等の様々な要素を踏
まえて、申請者一人一人について審査を行う必要がある。このため、審査に
当たっての一律の基準を設けることは困難である。

　また、月に１度の審査に当たっては、実際に広島、長崎において被爆者医
療に従事している医師、がん・白内障等の各疾病の専門家、放射線医学の専
門家及び法律家等計31名の合議制の審査会の意見を聴いて、個別具体的
な審査を行っている。これだけの組織・人員体制を各自治体において準備・設
置できるかどうか疑問である。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

160 中小企業労働力確保
法に基づく改善計画
の都道府県の認定の
廃止

中小企業労働力確保法に
基づき事業主が策定する
改善計画について、都道府
県の認定を廃止する。

【制度改正の必要性】
企業が当該計画の認定申請を行うのは国の助成金受給申請の条件になっているこ
とによるもの。
現在、中小企業等に対する従業員の処遇や環境改善促進のための助成制度の中で
当該認定を条件としている助成金は、事業主団体を対象としたもの１件しかなく、従
業員の処遇改善等に関する国の政策において、認定そのものの必要性が薄れてい
ると思われる。
改善計画の認定を条件とする助成制度が減ったことに伴い、本県に改善計画を提出
する企業等もほとんどなくなっている。
【支障事例】
当該計画の認定が助成金申請要件となっている場合の手順は次のとおりで煩雑。
①企業等は、予定している改善計画が助成金の対象となるか、労働局に相談する。
②企業等は、都道府県への認定申請書を作成し提出する。
③都道府県は、国が定める認定審査基準等に照らして認定するか否かを判断する
（場合によっては、あらかじめ国に協議し同意を得る必要がある）。
④都道府県から認定通知を受領した後、企業等は、国の定める日までに、労働局に
助成金の受給資格認定申請を行う。
【効果】
改善計画に係る都道府県の認定事務を廃止し、改善計画の項目のうち必要なものを
助成金受給資格認定申請書に追加することで、企業は、上記の②の手続が不要とな
り、企業等の負担が軽減され、助成金を活用して雇用環境の改善を図る企業等が増
加する可能性がある。
②、③がなくなることで、事務の簡素化が図られるとともに、企業等は、労働局への申
請までの時間短縮を図ることができ、事業実施期間開始予定までのスケジュールを
立てやすくなる。

中小企業における
労働力の確保及び
良好な雇用の機会
の創出のための雇
用管理の改善の促
進に関する法律第4
条第3項

＜認定実績＞
H23年度：２件、H24
年度：　３件、H25年
度：０件、H26年度
（5月末現在）：０件
（資料）
法律に基づく雇用
管理等の改善計画
の都道府県の認定
事務

厚生労働省、
経済産業省

鳥取県、京都
府、大阪府、
徳島県

C　対応不可 　ご指摘の助成金である中小企業労働環境向上助成金は、労働環境向上のための
措置を講じた中小企業事業主や事業協同組合等に対して助成するものであり、雇用
管理の改善を推進し、魅力ある雇用創出を図ることを目的としたものであるが、この
うち、個々の企業が申請主体となる「個別中小企業助成コース」については、中小企
業労働力確保法に基づく改善計画について都道府県知事の認定を受けることを既
にその支給要件から外しており、助成金の申請手続にかかる中小企業事業主の負
担軽減を図っているところである。

　他方、「団体助成コース」については、①申請の主体が事業協同組合等の団体で
あり、個々の中小企業事業主ではないこと、②改善事業の実施については、同業種
ぐるみ、同地域ぐるみでの取組みが有効であるところ、限られた財源をより効果的に
活用するためには、目標を達成するために適切なものかどうかといった観点から、極
力有効かつ効果的な改善計画について事前に認定を行い、助成措置を講じる必要
があること、③改善計画の認定は、中小企業等協同組合法において、事業協同組合
等団体の設立の認可等を行う主たる所管行政庁とされている都道府県において行う
ことが望ましいこと、④人材不足分野における雇用管理改善の推進が重要な政策課
題となっており、中小労確法第15条により、国及び都道府県が認定組合等に対して、
認定計画に係る改善事業の的確な実施のため行うとされている必要な指導及び助
言をより効率的なものとする必要があることから、引き続き「団体助成コース」に係る
改善計画について都道府県知事の認定を受けることをその支給要件とし、改善計画
の認定事務について各都道府県にご協力をいただきたい。

　なお、改善計画については、上記助成金のほか、中小企業信用保険法等の特例
の要件にもなっているところであり、中小企業向け金融政策の観点からも、従来から
中小企業に対する経営等に関する指導・施策を行っている都道府県においてその認
定を行うこととしているところである。

　本提案の主旨は、労働局への申請までの時間短縮を図り、事業実施期間
開始予定までのスケジュールを立てやすくすることにある。
　財源の有効活用、認定計画に係る改善事業の的確な実施のための指導・
助言の必要性については、個々の事業者と何ら変わらないことから、個々の
事業者同様、都道府県認可の団体も労働力確保という目標に向けた計画を
立案する点は同じであり、団体のみに負担を課すことはバランス上不均衡で
ある。
　事業協同組合等についても、中小企業事業主と同様に、都道府県知事の認
定を支給要件から外し、負担軽減すべき。
　また、中小企業信用保険法等の特例についても、同様に、事業主等の負担
軽減を図ることを検討すべき。

・提案団体の提案に沿って都道府県の認定を廃止す
るべきである。
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管理番号

160

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可 　今年度の日本再興戦略改訂版（平成26年6月24日）において、医療・福祉、
建設業、製造業、交通関連産業等の人材不足分野における雇用管理改善を
促進し、人材確保・育成対策を総合的に推進するとされたことを踏まえ、厚生
労働省としては、本年7月から、全国の都道府県労働局が各都道府県の担当
部局と連携して事業主団体を訪問し、雇用管理改善に関する啓発運動（「魅
力ある職場づくりキャンペーン」）を実施しているところであり、その中で中小
企業労働環境向上助成金についても周知・広報に努め、活用促進を図ってい
るところである。

　この中小企業労働環境向上助成金の「団体助成コース」に係る改善計画に
ついて、都道府県知事の認定を受けることをその支給要件とすることの必要
性については、先般ご回答申し上げたとおりであり、引き続き、各都道府県に
ご協力いただきたい。

　他方、「団体助成コース」について申請負担の軽減を図るべきではないか、
といったご指摘に対しては、現行の施策の活用促進を図る上でどのような改
善が必要かといった観点から、今後、検討してまいりたい。

６【厚生労働省】
（９）中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための
雇用管理の改善の促進に関する法律（平３法57）（経済産業省と共管）
事業協同組合等が作成する改善計画の認定（４条１項）については、これを要
件とする現行の助成金の活用促進を図る観点から検討し、手続の簡素化を
図る。

通知
平成28年４
月１日

平成28年４月１日付け職雇企発0401第１
号「「中小企業における労働力の確保及び
良好な雇用の機会の創出のための雇用管
理の改善の促進に関する法律の運用に当
たっての留意事項及び改善計画に係る認
定審査基準について」の一部改正につい
て（通知）」
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

241 中小企業労働力確保
法に基づく改善計画
の都道府県の認定の
廃止

中小企業労働力確保法に
基づき事業主が雇用管理
を改善するために策定する
改善計画について，都道府
県の認定を廃止する。

【制度改正の必要性】
法における支援措置（助成金）を国（労働局・ハローワーク）へ申請する要件と
して，知事の改善計画の認定が義務付けられているが，助成金受給の際に
は，別途国へ申請が必要であり，申請者に大きな負担となっている。具体的
には，計画認定の申請書類7種類のうち4種類が助成金受給の申請書類と重
複している。
【懸念の解消策】
改善計画の認定は，助成金受給の要件のほか，中小企業信用保険法等の特
例の要件にもなっているが，現実には，改善計画の認定後に助成金受給以
外の支援を活用した事例はなく，支障はないと考える。

中小企業における
労働力の確保及び
良好な雇用の機会
の創出のための雇
用管理の改善の促
進に関する法律第4
条第3項

厚生労働省、
経済産業省

広島県 C　対応不可 　ご指摘の助成金である中小企業労働環境向上助成金は、労働環境向上のための
措置を講じた中小企業事業主や事業協同組合等に対して助成するものであり、雇用
管理の改善を推進し、魅力ある雇用創出を図ることを目的としたものであるが、この
うち、個々の企業が申請主体となる「個別中小企業助成コース」については、中小企
業労働力確保法に基づく改善計画について都道府県知事の認定を受けることを既
にその支給要件から外しており、助成金の申請手続にかかる中小企業事業主の負
担軽減を図っているところである。

　他方、「団体助成コース」については、①申請の主体が事業協同組合等の団体で
あり、個々の中小企業事業主ではないこと、②改善事業の実施については、同業種
ぐるみ、同地域ぐるみでの取組みが有効であるところ、限られた財源をより効果的に
活用するためには、目標を達成するために適切なものかどうかといった観点から、極
力有効かつ効果的な改善計画について事前に認定を行い、助成措置を講じる必要
があること、③改善計画の認定は、中小企業等協同組合法において、事業協同組合
等団体の設立の認可等を行う主たる所管行政庁とされている都道府県において行う
ことが望ましいこと、④人材不足分野における雇用管理改善の推進が重要な政策課
題となっており、中小労確法第15条により、国及び都道府県が認定組合等に対して、
認定計画に係る改善事業の的確な実施のため行うとされている必要な指導及び助
言をより効率的なものとする必要があることから、引き続き「団体助成コース」に係る
改善計画について都道府県知事の認定を受けることをその支給要件とし、改善計画
の認定事務について各都道府県にご協力をいただきたい。

　なお、改善計画については、上記助成金のほか、中小企業信用保険法等の特例
の要件にもなっているところであり、中小企業向け金融政策の観点からも、従来から
中小企業に対する経営等に関する指導・施策を行っている都道府県においてその認
定を行うこととしているところである。

　「個別中小企業助成コース」については，改善計画の認定が助成金の支給
要件でなくなることで，認定申請がほぼ見込めないため，制度が形骸化する
ものと思われる（242の本県意見を参照いただきたい）。また，認定制度が残
ることで，改めて助成制度の支給要件となる可能性が残り，申請者にとって負
担となる恐れがある。
　「団体助成コース」については，二重の手続をなくすために，改善計画の認
定を廃止し，助成金の申請手続として改善策を立案させ，指導・助言すること
が適当と考える。なお，助成案件に対して県が連携して指導・助言を行うこと
は，当然，可能である。
　中小企業信用保険法等の特例の要件であり，中小企業への経営等の指導
を行う県が認定することが適当とされているが，特例を活用するためのみで
認定申請する案件がほとんど考えられず，助成金支給の審査結果を特例適
用に活用すること等により，改善計画の認定を廃止したとしても事実上の影
響はないと考える。

・提案団体の提案に沿って都道府県の認定を廃止す
るべきである。

961 中小企業労働力確保
法に基づく改善計画
の都道府県の認定の
廃止

中小企業労働力確保法に
基づき事業主が策定する
改善計画について，都道府
県の認定を廃止する。

企業が当該計画の認定申請を行うのは国の助成金受給申請の条件になっているこ
とによるもの。
当該計画の認定が助成金申請要件となっている場合の手順は次のとおりで煩雑。
①企業等は、予定している改善計画が助成金の対象となるか、労働局に相談する。
②企業等は、都道府県への認定申請書を作成し提出する。
③都道府県は、国が定める認定審査基準等に照らして認定するか否かを判断する
（場合によっては、あらかじめ国に協議し同意を得る必要がある）。
④都道府県から認定通知を受領した後、企業等は、国の定める日までに、労働局に
助成金の受給資格認定申請を行う。
改善計画に係る都道府県の認定事務を廃止し、改善計画の項目のうち必要なものを
助成金受給資格認定申請書に追加することで、企業は、上記の②の手続が不要とな
り、企業等の負担が軽減され、助成金を活用して雇用環境の改善を図る企業等が増
加する可能性がある。
②、③がなくなることで、事務の簡素化が図られるとともに、企業等は、労働局への申
請までの時間短縮を図ることができ、事業実施期間開始予定までのスケジュールを
たてやすくなる。
現在、中小企業等に対する従業員の処遇や環境改善促進のための助成制度の中で
当該認定を条件としている助成金は、事業主団体を対象としたもの１件しかなく、従
業員の処遇改善等に関する国の政策において、認定そのものの必要性が薄れてい
ると思われる。
改善計画の認定を条件とする助成制度が減ったことに伴い、本県に改善計画を提出
する企業等もほとんどなくなっている。

中小企業における
労働力の確保及び
良好な雇用の機会
の創出のための雇
用管理の改善の促
進に関する法律第4
条第3項

厚生労働省、
経済産業省

中国地方知
事会

C　対応不可 　ご指摘の助成金である中小企業労働環境向上助成金は、労働環境向上のための
措置を講じた中小企業事業主や事業協同組合等に対して助成するものであり、雇用
管理の改善を推進し、魅力ある雇用創出を図ることを目的としたものであるが、この
うち、個々の企業が申請主体となる「個別中小企業助成コース」については、中小企
業労働力確保法に基づく改善計画について都道府県知事の認定を受けることを既
にその支給要件から外しており、助成金の申請手続にかかる中小企業事業主の負
担軽減を図っているところである。

　他方、「団体助成コース」については、①申請の主体が事業協同組合等の団体で
あり、個々の中小企業事業主ではないこと、②改善事業の実施については、同業種
ぐるみ、同地域ぐるみでの取組みが有効であるところ、限られた財源をより効果的に
活用するためには、目標を達成するために適切なものかどうかといった観点から、極
力有効かつ効果的な改善計画について事前に認定を行い、助成措置を講じる必要
があること、③改善計画の認定は、中小企業等協同組合法において、事業協同組合
等団体の設立の認可等を行う主たる所管行政庁とされている都道府県において行う
ことが望ましいこと、④人材不足分野における雇用管理改善の推進が重要な政策課
題となっており、中小労確法第15条により、国及び都道府県が認定組合等に対して、
認定計画に係る改善事業の的確な実施のため行うとされている必要な指導及び助
言をより効率的なものとする必要があることから、引き続き「団体助成コース」に係る
改善計画について都道府県知事の認定を受けることをその支給要件とし、改善計画
の認定事務について各都道府県にご協力をいただきたい。

　なお、改善計画については、上記助成金のほか、中小企業信用保険法等の特例
の要件にもなっているところであり、中小企業向け金融政策の観点からも、従来から
中小企業に対する経営等に関する指導・施策を行っている都道府県においてその認
定を行うこととしているところである。

　本提案の主旨は、労働局への申請までの時間短縮を図り、事業実施期間
開始予定までのスケジュールを立てやすくすることにある。
　財源の有効活用、認定計画に係る改善事業の的確な実施のための指導・
助言の必要性については、個々の事業者と何ら変わらないことから、個々の
事業者同様、都道府県認可の団体も労働力確保という目標に向けた計画を
立案する点は同じであり、団体のみに負担を課すことはバランス上不均衡で
ある。
　事業協同組合等についても、中小企業事業主と同様に、都道府県知事の認
定を支給要件から外し、負担軽減すべき。
　また、中小企業信用保険法等の特例についても、同様に、事業主等の負担
軽減を図ることを検討すべき。

・提案団体の提案に沿って都道府県の認定を廃止す
るべきである。

163 介護労働者の雇用管
理の改善等に関する
法律に基づく改善計
画の都道府県の認定
の廃止

介護労働者の雇用管理の
改善等に関する法律に基
づき事業主が策定する改
善計画について，都道府県
の認定を廃止する。

【制度改正の必要性】
企業が当該計画の認定申請を行うのは国の助成金受給申請の条件になって
いたためであるが、現在、当法律に基づく支援策のうち当該認定を条件として
いるものはなく、認定そのものの必要性が薄れていると思われる。
当該計画の認定を条件とする国の助成金がなくなったことに伴い、本県への
当該改善計画の認定申請は、平成２３年度以降実績がない(全国的にも同様
と推測)。
【効果】
当該認定を条件とした支援策が新たに創設された場合においても、助成金の
受給資格認定申請を行う前に、下記②及び③の手続が必要となることから、
既存の助成制度と同様、当該改善計画の認定を条件としないことが、企業等
にとって負担軽減になる。
①企業等は、改善計画が助成金の対象となるか、労働局に確認
②企業等は、都道府県に対して、改善計画の認定申請を行う
③都道府県は、申請内容を確認し、認定手続等を行う。
④企業等は、定められた期日までに、労働局に助成金の受給資格認定申請
を行う。

介護労働者の雇用
管理の改善等に関
する法律第8条第3
項

改善計画の認定が
各助成金の申請条
件から外れた平成
23年度以降、認定
申請及び認定実績
は無し。
（資料）
法律に基づく雇用
管理等の改善計画
の都道府県の認定
事務

厚生労働省 鳥取県、大阪
府、徳島県

C　対応不可 　現在、認定を受けた改善措置に対する国の助成援助措置は設けて
いないが、介護労働者の雇用管理改善の推進が重要な政策課題で
あり、個々の事業主が行う改善措置の実施を促進するため、事業主
が改善計画を策定した場合にこれを認定する仕組みは必要である。

　なお、認定については、直接人の生命・身体を扱うという介護業務
の性質上、介護分野の雇用管理の改善措置の内容の判断に福祉行
政上の知識が必要となる場合があること、介護業務は福祉行政の一
環として都道府県が中心となって行っていることから、個々の介護事
業主が行う改善措置に対する指導助言における都道府県の役割、社
会福祉行政との連携を勘案すると、都道府県知事が行うことが適当
である。

　介護労働者の雇用管理改善が重要な政策課題であることは当然であり、国
による助成制度のの活用が積極的に進めるべきである。現在、国による助成
制度はないが、仮に制度が創設された場合には、事務負担の最大限の軽減
が必要であり、労働局への申請までの時間短縮を図り、事業実施期間開始
予定までのスケジュールを立てやすくすべきである。
　一方で、本県においては、近年当該改善計画に対する申請実績がないこと
た、介護労働者の雇用管理改善について、当法律に基づく改善計画の認定
を受けることを要件としない国の施策もあること（例：介護報酬で介護職員処
遇改善加算を受ける場合、事前に介護職員処遇改善計画書を県に提出する
こととなっている　等）を踏まえ、このような諸施策を整理した上で、当法律に
基づく認定制度の存続について再検討すべき。

・提案団体の提案に沿って都道府県の認定を廃止す
るべきである。
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管理番号

241

961

163

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可 　今年度の日本再興戦略改訂版（平成26年6月24日）において、医療・福祉、
建設業、製造業、交通関連産業等の人材不足分野における雇用管理改善を
促進し、人材確保・育成対策を総合的に推進するとされたことを踏まえ、厚生
労働省としては、本年7月から、全国の都道府県労働局が各都道府県の担当
部局と連携して事業主団体を訪問し、雇用管理改善に関する啓発運動（「魅
力ある職場づくりキャンペーン」）を実施しているところであり、その中で中小
企業労働環境向上助成金についても周知・広報に努め、活用促進を図ってい
るところである。

　この中小企業労働環境向上助成金の「団体助成コース」に係る改善計画に
ついて、都道府県知事の認定を受けることをその支給要件とすることの必要
性については、先般ご回答申し上げたとおりであり、引き続き、各都道府県に
ご協力いただきたい。

　他方、「団体助成コース」について申請負担の軽減を図るべきではないか、
といったご指摘に対しては、現行の施策の活用促進を図る上でどのような改
善が必要かといった観点から、今後、検討してまいりたい。

［再掲］
６【厚生労働省】
（９）中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための
雇用管理の改善の促進に関する法律（平３法57）（経済産業省と共管）
事業協同組合等が作成する改善計画の認定（４条１項）については、これを要
件とする現行の助成金の活用促進を図る観点から検討し、手続の簡素化を
図る。

通知
平成28年４
月１日

平成28年４月１日付け職雇企発0401第１
号「「中小企業における労働力の確保及び
良好な雇用の機会の創出のための雇用管
理の改善の促進に関する法律の運用に当
たっての留意事項及び改善計画に係る認
定審査基準について」の一部改正につい
て（通知）」

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可 　今年度の日本再興戦略改訂版（平成26年6月24日）において、医療・福祉、
建設業、製造業、交通関連産業等の人材不足分野における雇用管理改善を
促進し、人材確保・育成対策を総合的に推進するとされたことを踏まえ、厚生
労働省としては、本年7月から、全国の都道府県労働局が各都道府県の担当
部局と連携して事業主団体を訪問し、雇用管理改善に関する啓発運動（「魅
力ある職場づくりキャンペーン」）を実施しているところであり、その中で中小
企業労働環境向上助成金についても周知・広報に努め、活用促進を図ってい
るところである。

　この中小企業労働環境向上助成金の「団体助成コース」に係る改善計画に
ついて、都道府県知事の認定を受けることをその支給要件とすることの必要
性については、先般ご回答申し上げたとおりであり、引き続き、各都道府県に
ご協力いただきたい。

　他方、「団体助成コース」について申請負担の軽減を図るべきではないか、
といったご指摘に対しては、現行の施策の活用促進を図る上でどのような改
善が必要かといった観点から、今後、検討してまいりたい。

［再掲］
６【厚生労働省】
（９）中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための
雇用管理の改善の促進に関する法律（平３法57）（経済産業省と共管）
事業協同組合等が作成する改善計画の認定（４条１項）については、これを要
件とする現行の助成金の活用促進を図る観点から検討し、手続の簡素化を
図る。

通知
平成28年４
月１日

平成28年４月１日付け職雇企発0401第１
号「「中小企業における労働力の確保及び
良好な雇用の機会の創出のための雇用管
理の改善の促進に関する法律の運用に当
たっての留意事項及び改善計画に係る認
定審査基準について」の一部改正につい
て（通知）」

C　対応不可 　第１次回答のとおり。
　加えて、事業主が雇用管理に関する措置について有効かつ適切な計画を
作成する「改善計画」の認定制度は、以下の理由から、存続するべきと考え
る。

①介護保険法第１１６条第１項の基本方針改正（案）において、都道府県が策
定する「介護保険事業支援計画」に、介護人材の確保等に関する事業を位置
づけるにあたっては、介護労働者の雇用管理の改善等に関し重要な事項を
定めた「介護雇用管理改善等計画（厚生労働大臣が策定）」等を踏まえること
とされている。
そのため、今後都道府県は、「介護保険事業支援計画」に盛り込まれた雇用
管理の改善に係る保険者指導・事業指導を実施していくことになるが、その際
「改善計画」を踏まえ指導を実施することが効果的であること。

②国においても人材不足分野（介護分野等）における人材確保・育成対策を
進める中で、既に「雇用管理改善キャンペーン」を実施し、事業主の主体的な
雇用管理改善について啓発・周知しているが、これに加え、事業主が自主的
に進める取組を実行あるものにするために、「改善計画」を作成することが効
果的であること。

　なお、地域における介護関係機関等が連携し、相互に支援するために平成
２５年度に創設した介護労働懇談会を通じて、参加している介護団体に対し
「改善計画」の認定について積極的に周知することを検討しているところ。

６【厚生労働省】
（10）介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平４法63）
介護事業主が策定する改善計画の認定（８条）の廃止を含め、介護労働者の
労働環境の改善による魅力ある職場づくりに向けた実効性のある仕組みにつ
いて、地方の意見も踏まえつつ検討し、平成27年中に結論を得る。

周知 平成28年度 地方の意見を聴取したところ、意見が分か
れた。
このため、平成28年度より国と都道府県の
連携強化を図る事業により事業者にコンサ
ルティングを実施する中で、介護労働者の
労働環境の改善による魅力ある職場づくり
に向け、効果的な取組方法を提示するな
ど、改善計画の普及啓発を図る。

左記の事業による事業者へのコンサルティン
グを通じ、改善計画の普及啓発を着実に実施
するとともに、全国の認定申請状況等の把握を
行う。

【平成28年３月末時点】
申請件数・認定申請の状況を把握するため、
各都道府県担当課に対して、事務連絡を発出
することを検討中。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

242 介護労働者の雇用管
理の改善等に関する
法律に基づく改善計
画の都道府県の認定
の廃止

介護労働者の雇用管理の
改善等に関する法律に基
づき事業主が雇用管理を
改善するために策定する
改善計画について，都道府
県の認定を廃止する。

【制度改正の必要性】
介護労働者の雇用管理の改善を促進するために設けられた助成金制度が平
成22年度末に廃止されており，認定制度が形骸化している。（助成金制度廃
止後に改善計画の認定申請が行われた例はない。）
助成金制度廃止前は，法における支援措置（助成金）を国（労働局・ハロー
ワーク）へ申請する要件として，知事の改善計画の認定が義務付けられてい
たが，助成金受給の際には別途国へ申請が必要であり，二重に手続きするこ
ととなり，申請者に大きな負担となっていた。当該認定を要件とした支援策が
新たに創設された場合においても，都道府県が計画認定を行い国（各地方労
働局）が助成金等窓口になるのは企業の負担となるため，避けるべきであ
る。

介護労働者の雇用
管理の改善等に関
する法律第8条第3
項

厚生労働省 広島県 C　対応不可 　現在、認定を受けた改善措置に対する国の助成援助措置は設けて
いないが、介護労働者の雇用管理改善の推進が重要な政策課題で
あり、個々の事業主が行う改善措置の実施を促進するため、事業主
が改善計画を策定した場合にこれを認定する仕組みは必要である。

　なお、認定については、直接人の生命・身体を扱うという介護業務
の性質上、介護分野の雇用管理の改善措置の内容の判断に福祉行
政上の知識が必要となる場合があること、介護業務は福祉行政の一
環として都道府県が中心となって行っていることから、個々の介護事
業主が行う改善措置に対する指導助言における都道府県の役割、社
会福祉行政との連携を勘案すると、都道府県知事が行うことが適当
である。　163の回答を参照されたい。

　改善計画認定が助成制度の支給要件でなくなってから認定申請が行われ
ていない現状を踏まえれば，介護事業主が行う改善措置に対する指導助言
の機会もなくなっており，社会福祉行政との連携を行う場面が乏しくなってい
る。

・提案団体の提案に沿って都道府県の認定を廃止す
るべきである。

960 介護労働者の雇用管
理の改善等に関する
法律に基づく改善計
画の都道府県の認定
の廃止

介護労働者の雇用管理の
改善等に関する法律に基
づき事業主が策定する改
善計画について，都道府県
の認定を廃止する。

企業が当該計画の認定申請を行うのは国の助成金受給申請の条件になって
いたためであるが、現在、当法律に基づく支援策のうち当該認定を条件として
いるものはなく、認定そのものの必要性が薄れていると思われる。
当該計画の認定を条件とする国の助成金がなくなったことに伴い、本県への
当該改善計画の認定申請は、平成２３年度以降実績がない(全国的にも同様
と推測)。
当該認定を条件とした支援策が新たに創設された場合においても、助成金の
受給資格認定申請を行う前に、下記②及び③の手続が必要となることから、
既存の助成制度と同様、当該改善計画の認定を条件としないことが、企業等
にとって負担軽減になる。
①企業等は、改善計画が助成金の対象となるか、労働局に確認
②企業等は、都道府県に対して、改善計画の認定申請を行う
③都道府県は、申請内容を確認し、認定手続等を行う。
④企業等は、定められた期日までに、労働局に助成金の受給資格認定申請
を行う。

介護労働者の雇用
管理の改善等に関
する法律第8条第3
項

厚生労働省 中国地方知
事会

C　対応不可 　現在、認定を受けた改善措置に対する国の助成援助措置は設けて
いないが、介護労働者の雇用管理改善の推進が重要な政策課題で
あり、個々の事業主が行う改善措置の実施を促進するため、事業主
が改善計画を策定した場合にこれを認定する仕組みは必要である。

　なお、認定については、直接人の生命・身体を扱うという介護業務
の性質上、介護分野の雇用管理の改善措置の内容の判断に福祉行
政上の知識が必要となる場合があること、介護業務は福祉行政の一
環として都道府県が中心となって行っていることから、個々の介護事
業主が行う改善措置に対する指導助言における都道府県の役割、社
会福祉行政との連携を勘案すると、都道府県知事が行うことが適当
である。

　介護労働者の雇用管理改善が重要な政策課題であることは当然であり、国
による助成制度のの活用が積極的に進めるべきである。現在、国による助成
制度はないが、仮に制度が創設された場合には、事務負担の最大限の軽減
が必要であり、労働局への申請までの時間短縮を図り、事業実施期間開始
予定までのスケジュールを立てやすくすべきである。
　一方で、本県においては、近年当該改善計画に対する申請実績がないこと
た、介護労働者の雇用管理改善について、当法律に基づく改善計画の認定
を受けることを要件としない国の施策もあること（例：介護報酬で介護職員処
遇改善加算を受ける場合、事前に介護職員処遇改善計画書を県に提出する
こととなっている　等）を踏まえ、このような諸施策を整理した上で、当法律に
基づく認定制度の存続について再検討すべき。

・提案団体の提案に沿って都道府県の認定を廃止す
るべきである。

484 労働条件、労働者の
保護などに関する監
督等の移譲

労働条件、労働者の保護
などに関する監督等の業
務を都道府県に移譲する。

一般的に労働基準行政は産業行政ときわめて密接な関係にあることから、そ
の地域の特性を踏まえたうえで、都道府県が一体的な行政事務として担うこ
とで、効果的かつ効率的な行政事務の執行が可能となることから、労働行政
全般の事務権限移譲を求める。
現状において、都道府県では権限はないものの、労働センター、労政事務所
等において同様な事務を行っており、国と都道府県の二重行政により行政コ
ストが余分にかかっている。
国から都道府県への権限移譲により、都道府県の一体的な業務とすることで
行政コストの削減が可能である。

労働基準法第99
条、第101条、第
102条
労働安全衛生法第
90条、第91条、第
92条

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　労働者の生命身体の安全の確保、賃金の支払いなど経済的基礎の確保は、法
令・通達など基準の定立のみならず、基準の履行確保も国が行う必要があるため、
主に以下の点により、都道府県への移譲は不可能である。
① 基準の履行確保のために、専門知識を有する職員による実施体制を確保する必
要がある。
　例えば、労働基準監督官は、労働基準法、労働安全衛生法等に基づく最低労働条
件を確保するため、法違反に対する是正指導、使用停止等の行政処分、刑事訴訟
法に基づく司法警察業務等の遂行を任務としている。また、労働基準監督官の採用
試験は、他の公務員試験に比べて労働関係科目の割合が高く、採用後は、全国統
一の定期的な研修を受講するとともに、全国異動しつつ労働基準関係業務に一貫し
て従事することにより、専門性の確保・向上が図られており、労働基準監督官のキャ
リア形成の全段階において他の公務員とは異なる状況に置かれている。
　現在労働基準監督官がもつのと同程度の専門性を、地方公務員に取得させるに
は、試験制度、採用後の人事制度、研修制度を再度整備する必要が生じる。
② 仮に、労働条件、労働者の保護などに関する監督等の業務を地方公共団体に移
譲した場合には、迅速・機動的な監督指導及び法令違反の取締りが必要なときに、
全国一律・一斉の対応をすることができない。
　例えば、全国に共通する労働衛生上の緊急事態への対処が求められる場合や、
全国展開する企業の労務管理の全社的な是正が求められる場合などが挙げられ
る。
③ 企業活動の公正な競争を確保するためには、労働基準関係法令に基づく立入権
限等の行政権限及び刑罰法規違反に関する司法警察権限の行使の全国統一的運
用が必要であり、地域の実情に応じた施行は不適当である。
　例えば、行政権限の発動や司法処分の取扱い等について、地域の実情に応じて地
方公共団体の判断に委ねることとなれば、取扱いに緩厳の差が生じ、企業の公正な
競争が確保されなくなる場合がある。
④ 労働基準行政に係る事務は、事務処理基準を事前に具体的かつ網羅的に定め
れば処理できるという性質のものではなく、労働基準監督署に対し、国の通達等によ
る定期・随時の指示と、その実施状況の統一的な監察による水準の調整が必要であ
る。

最低労働条件の履行の確保や労働者保護等は、関係法令により厳しく規定
されるべきであり、法令を運用、実行する機関・公務員（例えば、労働基準監
督署並びに労働基準監督官）の立場（国か地方か）に依存されるものではな
い。確かに専門的業務ではあるが、都道府県も専門的知識を持った職員を有
しており、関係法令等に基づき、都道府県がその運用の全国斉一性や公正
な競争の確保について、監督官庁としての役割を果たすことができれば、国
でも地方でも問題はない上に、現行の地方自治体の行政体制からも、地方に
おいても実現可能であると考える。

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方
式や社会実験による検討を求める。
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管理番号

242

960

484

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　第１次回答のとおり。
　加えて、事業主が雇用管理に関する措置について有効かつ適切な計画を
作成する「改善計画」の認定制度は、以下の理由から、存続するべきと考え
る。

①介護保険法第１１６条第１項の基本方針改正（案）において、都道府県が策
定する「介護保険事業支援計画」に、介護人材の確保等に関する事業を位置
づけるにあたっては、介護労働者の雇用管理の改善等に関し重要な事項を
定めた「介護雇用管理改善等計画（厚生労働大臣が策定）」等を踏まえること
とされている。
そのため、今後都道府県は、「介護保険事業支援計画」に盛り込まれた雇用
管理の改善に係る保険者指導・事業指導を実施していくことになるが、その際
「改善計画」を踏まえ指導を実施することが効果的であること。

②国においても人材不足分野（介護分野等）における人材確保・育成対策を
進める中で、既に「雇用管理改善キャンペーン」を実施し、事業主の主体的な
雇用管理改善について啓発・周知しているが、これに加え、事業主が自主的
に進める取組を実行あるものにするために、「改善計画」を作成することが効
果的であること。

　なお、地域における介護関係機関等が連携し、相互に支援するために平成
２５年度に創設した介護労働懇談会を通じて、参加している介護団体に対し
「改善計画」の認定について積極的に周知することを検討しているところ。

［再掲］
６【厚生労働省】
（10）介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平４法63）
介護事業主が策定する改善計画の認定（８条）の廃止を含め、介護労働者の
労働環境の改善による魅力ある職場づくりに向けた実効性のある仕組みにつ
いて、地方の意見も踏まえつつ検討し、平成27年中に結論を得る。

周知 平成28年度 地方の意見を聴取したところ、意見が分か
れた。
このため、平成28年度より国と都道府県の
連携強化を図る事業により事業者にコンサ
ルティングを実施する中で、介護労働者の
労働環境の改善による魅力ある職場づくり
に向け、効果的な取組方法を提示するな
ど、改善計画の普及啓発を図る。

左記の事業による事業者へのコンサルティン
グを通じ、改善計画の普及啓発を着実に実施
するとともに、全国の認定申請状況等の把握を
行う。

【平成28年３月末時点】
申請件数・認定申請の状況を把握するため、
各都道府県担当課に対して、事務連絡を発出
することを検討中。

C　対応不可 　第１次回答のとおり。
　加えて、事業主が雇用管理に関する措置について有効かつ適切な計画を
作成する「改善計画」の認定制度は、以下の理由から、存続するべきと考え
る。

①介護保険法第１１６条第１項の基本方針改正（案）において、都道府県が策
定する「介護保険事業支援計画」に、介護人材の確保等に関する事業を位置
づけるにあたっては、介護労働者の雇用管理の改善等に関し重要な事項を
定めた「介護雇用管理改善等計画（厚生労働大臣が策定）」等を踏まえること
とされている。
そのため、今後都道府県は、「介護保険事業支援計画」に盛り込まれた雇用
管理の改善に係る保険者指導・事業指導を実施していくことになるが、その際
「改善計画」を踏まえ指導を実施することが効果的であること。

②国においても人材不足分野（介護分野等）における人材確保・育成対策を
進める中で、既に「雇用管理改善キャンペーン」を実施し、事業主の主体的な
雇用管理改善について啓発・周知しているが、これに加え、事業主が自主的
に進める取組を実行あるものにするために、「改善計画」を作成することが効
果的であること。

　なお、地域における介護関係機関等が連携し、相互に支援するために平成
２５年度に創設した介護労働懇談会を通じて、参加している介護団体に対し
「改善計画」の認定について積極的に周知することを検討しているところ。

［再掲］
６【厚生労働省】
（10）介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平４法63）
介護事業主が策定する改善計画の認定（８条）の廃止を含め、介護労働者の
労働環境の改善による魅力ある職場づくりに向けた実効性のある仕組みにつ
いて、地方の意見も踏まえつつ検討し、平成27年中に結論を得る。

周知 平成28年度 地方の意見を聴取したところ、意見が分か
れた。
このため、平成28年度より国と都道府県の
連携強化を図る事業により事業者にコンサ
ルティングを実施する中で、介護労働者の
労働環境の改善による魅力ある職場づくり
に向け、効果的な取組方法を提示するな
ど、改善計画の普及啓発を図る。

左記の事業による事業者へのコンサルティン
グを通じ、改善計画の普及啓発を着実に実施
するとともに、全国の認定申請状況等の把握を
行う。

【平成28年３月末時点】
申請件数・認定申請の状況を把握するため、
各都道府県担当課に対して、事務連絡を発出
することを検討中。

C　対応不可 　第１次回答で述べたとおり、労働者の生命身体の安全の確保、賃金の支払
いなど経済的基礎の確保は、法令・通達など基準の定立のみならず、基準の
履行確保も国が行う必要があるため、主に以下の点により、都道府県への委
譲は不可能である。

①　仮に都道府県へ委譲した場合、迅速・機動的な監督指導及び法令違反
の取締りが必要なときに、全国一律・斉一の対応をとることができないこと（例
えば、全国に共通する労働衛生上の緊急事態への対処が求められる場合や
全国展開する企業の労務管理の全社的な是正が求められる場合。）

②　企業活動の公正な競争を確保するため、労働基準関係法令に基づく行
政権限及び刑罰法規違反に関する司法警察権限の行使の全国統一的運用
が必要であり、地域の実情に応じた施行は不適当であること。

③　労働基準行政に係る事務は、事務処理基準を事前に具体的かつ網羅的
に定めれば処理できるという性質のものではなく、国の通達等による定期・随
時の指示と、その実施状況の統一的な監察による水準の調整が必要である
こと。

④　専門知識を有する職員による実施体制を確保する必要性から、現在の労
働基準監督官がもつものと同程度の専門性を、地方公務員に取得させるた
め、試験制度、採用後の人事制度、研修制度を再度整備する必要があるこ
と。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

485 労働基準監督官が司
法警察員として行う捜
査等の移譲

労働基準監督官が司法警
察員として行う捜査等の業
務を都道府県に移譲する。

一般的に労働基準行政は産業行政ときわめて密接な関係にあることから、そ
の地域の特性を踏まえたうえで、都道府県が一体的な行政事務として担うこ
とで、効果的かつ効率的な行政事務の執行が可能となることから、労働行政
全般の事務権限移譲を求める。
現状において、都道府県では権限はないものの、労働センター、労政事務所
等において同様な事務を行っており、国と都道府県の二重行政により行政コ
ストが余分にかかっている。権限を踏まえた司法警察官の業務自体は都道府
県にはないが、他の労働基準行政と併せて当業務も国から都道府県に移譲
されることにより、行政コストを削減することができる。

労働基準法第99
条、第101条、第
102条
労働安全衛生法第
90条、第91条、第
92条

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　労働者の生命身体の安全の確保、賃金の支払いなど経済的基礎の確保は、法
令・通達など基準の定立のみならず、基準の履行確保も国が行う必要があるため、
主に以下の点により、都道府県への移譲は不可能である。
① 基準の履行確保のために、専門知識を有する職員による実施体制を確保する必
要がある。
　例えば、労働基準監督官は、労働基準法、労働安全衛生法等に基づく最低労働条
件を確保するため、法違反に対する是正指導、使用停止等の行政処分、刑事訴訟
法に基づく司法警察業務等の遂行を任務としている。また、労働基準監督官の採用
試験は、他の公務員試験に比べて労働関係科目の割合が高く、採用後は、全国統
一の定期的な研修を受講するとともに、全国異動しつつ労働基準関係業務に一貫し
て従事することにより、専門性の確保・向上が図られており、労働基準監督官のキャ
リア形成の全段階において他の公務員とは異なる状況に置かれている。
　現在労働基準監督官がもつのと同程度の専門性を、地方公務員に取得させるに
は、試験制度、採用後の人事制度、研修制度を再度整備する必要が生じる。
② 仮に、労働基準監督官が司法警察員として行う捜査等の業務を地方公共団体に
移譲した場合には、迅速・機動的な監督指導及び法令違反の取締りが必要なとき
に、全国一律・一斉の対応をすることができない。
　例えば、全国に共通する労働衛生上の緊急事態への対処が求められる場合や、
全国展開する企業の労務管理の全社的な是正が求められる場合などが挙げられ
る。
③ 企業活動の公正な競争を確保するためには、労働基準関係法令に基づく立入権
限等の行政権限及び刑罰法規違反に関する司法警察権限の行使の全国統一的運
用が必要であり、地域の実情に応じた施行は不適当である。
　例えば、行政権限の発動や司法処分の取扱い等について、地域の実情に応じて地
方公共団体の判断に委ねることとなれば、取扱いに緩厳の差が生じ、企業の公正な
競争が確保されなくなる場合がある。
④ 労働基準行政に係る事務は、事務処理基準を事前に具体的かつ網羅的に定め
れば処理できるという性質のものではなく、労働基準監督署に対し、国の通達等によ
る定期・随時の指示と、その実施状況の統一的な監察による水準の調整が必要であ
る。

最低労働条件の履行の確保や労働者保護等は、関係法令により厳しく規定
されるべきであり、法令を運用、実行する機関・公務員（例えば、労働基準監
督署並びに労働基準監督官）の立場（国か地方か）に依存されるものではな
い。確かに専門的業務ではあるが、都道府県も専門的知識を持った職員を有
しており、関係法令等に基づき、都道府県がその運用の全国斉一性や公正
な競争の確保について、監督官庁としての役割を果たすことができれば、国
でも地方でも問題はない上に、現行の地方自治体の行政体制からも、地方に
おいても実現可能であると考える。

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方
式や社会実験による検討を求める。

486 社会保険労務士に関
する監督等の移譲

社会保険労務士に関する
監督等の業務を都道府県
に移譲する。

社会保険労務士は、厚生労働省所管の国家資格であり、その目的を「企業の
健全な発達とそこに働く労働者の福祉の向上」とし、労働者及び使用者の両
者に対して、「労働条件」、「労働安全衛生」及び「労働保険・社会保険等の手
続きに係る事務」を行い、さらに「人事労務管理のコンサルティング」や「年金
相談」も行うなど、広く労働基準行政を補完する役割を担っている。
また、今後増加が想定される個別労働紛争等への対応で「裁判外紛争解決
手続（ＡＤＲ）」における「紛争解決手続代理業務」もより幅広く行うべく、現在
法改正も検討されている。
これらを総合的に勘案し、労働基準行政全般の都道府県への権限移譲を求
めることと併せて、社会保険労務士の監督権限も都道府県に権限移譲するこ
とを求める。
現状において、国と都道府県で労働行政全体が二重行政となっており、行政
コストが余分にかかっている。国から都道府県への権限移譲により、都道府
県の一体的な業務とすることで行政コストが削減されるとともに、社会保険労
務士は労働相談をはじめとした事業面でも都道府県の労働センターや労政事
務所等と連携があり、他の労働行政と併せて都道府県が担うことで、効果的
な事業展開にもつながる。

社会保険労務士法
第30条

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　社会保険労務士及び社会保険労務士法人（以下、「社会保険労務
士等」という。）は、社会保険労務士法の規定の範囲内で、労働条件、
安全衛生、労働保険等に係る事務の代行等を行っている。これらの
事務の適正な履行確保は国で実施すべきことから、社会保険労務士
等の監督等に関する事務についても、全国統一的に国が行うべきで
ある。

　仮に、これらの事務を所管していない都道府県において社会保険労
務士等の監督等に係る事務を行うこととした場合、労働社会保険諸法
令の専門知識を有する職員による実施体制が確保できず、全国統一
的な監督等が行えないことから、労働条件、安全衛生、労働保険等に
係る事務の適正な履行が確保できなくなる。

　このため、都道府県への移譲は不可能である。

社会保険労務士に関する事務は関係法令により、厳しく規程されるべきであ
り、法令を運用する、実行する機関・公務員（例えば、労働基準監督署並びに
労働基準監督官）の立場（国か地方か）に依存されるものではない。
国及び都道府県が、関連法令によりそれぞれ監督官庁として位置付けを明
確にすることにより、国による一元的な監督の必要はなく、事務の履行確保
は可能であり地方への権限移譲に問題はないと考える。そのためには、法令
の改正等の措置をとることが必要であり、国と地方公共団体、及び関係機関
（協会）の役割等を明確に位置付けることが不可欠である。
むしろ、都道府県が実施した方が、国と都道府県で労働行政全体が二重行
政となっていることが解消される。また、社会保険労務士は労働相談をはじめ
とした事業面でも都道府県の労働センターや労政事務所等と連携があり、他
の労働行政と併せて都道府県が担うことで、効果的な事業展開にもつなが
る。
なお、都道府県には、専門的知識を持った職員を有している。

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方
式や社会実験による検討を求める。

487 労働者災害補償保険
法に基づく労災保険
の認定・給付等の移
譲

労働者災害補償保険法に
基づく労災保険の認定・給
付等の業務を都道府県に
移譲する。

労災に係る事務権限は、労働基準監督署が担っていることから、労働基準監
督署そのもの及びこれに対する指導監督権限の移管を求めることに併せて、
事務権限移譲を求める。
現状において国と都道府県で労働行政全体が二重行政となっており、行政コ
ストが余分にかかっている。そこで、国から都道府県への権限移譲により、都
道府県の一体的な業務とすることで行政コストが削減されるとともに、都道府
県が担う産業施策や建設土木施策との連携により、労災保険の効果的な認
定・給付が可能となる。

労働者災害補償保
険法第49条の５

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　労災保険制度は、労働基準法に定める使用者の災害補償責任を担
保する制度として、全国統一的に公平・公正かつ迅速に実施されるべ
きであり、また、適用、徴収、認定・給付の各段にわたり適正効率的な
業務運営を行う必要があるため、他の保険制度と同様に、企画責任、
運営責任、財政責任を一貫して同一主体が負うべきである。

　保険者を国以外の主体に委ねることは制度の安定性を損ね、保険
給付に支障が生じるおそれが強い。仮に、労災保険と監督・安全衛生
行政を切り離した場合、適切な保険給付が困難になるとともに、労災
保険の保険事故たる労働災害が増加する等のおそれが強い。

　また、仮に保険者を国としたままで、労災保険の認定・給付に関する
事務についてのみ、地方自治体に権限移譲した場合、濫給のおそれ
が高まり、制度の信用性を損ねるおそれがある。その上、知見の集積
が十分でないこと等から認定基準を設定しきれない疾病も存在する。
典型的な職業性疾病については、最新の医学的知見を踏まえた労災
認定基準が定められているが、個別事例を基準に当てはめるプロセ
スには、高度な医学的判断も含まれ、必ずしも技術的に容易ではな
い。不支給処分に対する説明や行政争訟への対応は、すべて保険者
が個別事案ごとにその責任を負うべきものであり、当該業務を保険者
以外の主体に委ねることは適当ではない。

適正な法制度と全国統一基準を策定することで、保険者としての国と、業務
運営を行う地方自治体の役割を明確化することができれば、制度の信用性を
損ねる濫給等の懸念は解消され、国による一元的な実施の必要はなく、地方
への権限移譲は可能であると考える。
なお、現状において国と都道府県で労働行政全体が二重行政となっており、
行政コストが余分にかかっている。そこで、国から都道府県への権限移譲に
より、都道府県の一体的な業務とすることで行政コストが削減されるとともに、
都道府県が担う産業施策や建設土木施策との連携により、労災保険の効果
的な認定・給付が可能となる。

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方
式や社会実験による検討を求める。
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管理番号

485

486

487

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　第１次回答で述べたとおり、労働者の生命身体の安全の確保、賃金の支払
いなど経済的基礎の確保は、法令・通達など基準の定立のみならず、基準の
履行確保も国が行う必要があるため、主に以下の点により、都道府県への委
譲は不可能である。

①　仮に都道府県へ委譲した場合、迅速・機動的な監督指導及び法令違反
の取締りが必要なときに、全国一律・斉一の対応をとることができないこと（例
えば、全国に共通する労働衛生上の緊急事態への対処が求められる場合や
全国展開する企業の労務管理の全社的な是正が求められる場合。）

②　企業活動の公正な競争を確保するため、労働基準関係法令に基づく行
政権限及び刑罰法規違反に関する司法警察権限の行使の全国統一的運用
が必要であり、地域の実情に応じた施行は不適当であること。

③　労働基準行政に係る事務は、事務処理基準を事前に具体的かつ網羅的
に定めれば処理できるという性質のものではなく、国の通達等による定期・随
時の指示と、その実施状況の統一的な監察による水準の調整が必要である
こと。

④　専門知識を有する職員による実施体制を確保する必要性から、現在の労
働基準監督官がもつものと同程度の専門性を、地方公務員に取得させるた
め、試験制度、採用後の人事制度、研修制度を再度整備する必要があるこ
と。

C　対応不可 　 社会保険労務士及び社会保険労務士法人（以下、「社会保険労務士等」と
いう。）に対する監督等については、労働条件、安全衛生、労働保険等の各
労働社会保険諸法令に係る事務を行っている部署と密接な連携をとることに
より、個々の事案の具体的な内容を的確に把握した上で実施することが不可
欠であることから、労働条件、安全衛生、労働保険等に係る事務を行ってい
ない都道府県に、社会保険労務士等の監督等の部分のみを権限委譲するこ
とは適切ではない。

　また、社会保険労務士による労働相談は、様々な実施主体により行われて
おり、これまで国民の利便性に寄与しているものである。

C　対応不可 　労災保険制度は、労働基準法に定める使用者の災害補償責任を担保する
制度として、全国統一的に公平・公正かつ迅速に実施されるべきであり、ま
た、適用、徴収、認定・給付の各段にわたり適正効率的な業務運営を行う必
要があるため、他の保険制度と同様に、企画責任、運営責任、財政責任を一
貫して同一主体が負うべきである。
 
  労災保険は、適切な認定・給付を行うために、監督・安全衛生行政機関とし
ての調査・指導活動により事業所等から収集した各種の情報を用いることが
不可欠であり、また、労災給付に関して得た災害情報をもとに迅速な監督指
導等を行うことにより、効果的な災害原因の究明、労災かくしの把握、再発防
止、過重労働防止のための指導等が可能となり、労働災害の減少につなげ
ている。このように労災業務と監督・安全衛生業務とは密接不可分な形で運
営されており、これらを分離すれば、適正さや行政効率の著しい低下が生じる
おそれが強い。

　また、職業性疾病には、医学的知見の集積が十分でないこと等から認定基
準を定められないもの（新規化学物質など）が多数存在するほか、労災認定
基準が定められている職業性疾病についても、個別事例を基準に当てはめる
プロセスには、高度な医学的判断が必要とされる場合があり、例えば、認定
要件に係る検査数値等の医学的所見が認定基準を満たしていないときで
あっても直ちに業務との因果関係が否定できない場合には本省に協議させ、
医学専門家の意見等を踏まえて、本省が直接判断することが不可欠である。
このため、全国統一的な認定基準が定められたとしても、認定業務の技術的
な問題や、公正な判断との観点から、国による一元的な判断が必要である。
なお、不支給処分に対する説明や行政争訟への対応は、すべて保険者が個
別事案ごとにその責任を負うべきものであり、当該業務を保険者以外の主体
に委ねることは適当ではない。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

488 労働基準監督署の指
揮監督の移譲

労働基準監督署の指揮監
督権を都道府県に移譲す
る。

労働基準監督署に対する指揮監督権限についても、一般的に労働基準行政
は産業行政と極めて密接な関係にあることから、その地域の特性を踏まえた
うえで、都道府県が一体的な行政事務として担うことで、効果的かつ効率的な
行政事務の執行が可能となることから、労働行政全般の事務権限移譲を求
める。
現状において国と都道府県で労働行政全体が二重行政となっており、行政コ
ストが余分にかかっている。そこで、国から都道府県への権限移譲により、都
道府県の一体的な業務とすることで行政コストが削減されるとともに、都道府
県が担う産業施策との連携により、労働基準行政の効果的な指揮監督が可
能となる。

労働基準法第99条
安全衛生法第90条

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　労働基準法等に基づく事務については、いずれも国で実施すること
が必要であり、ILO第81号条約においても、労働監督は国の監督及び
管理の下に置くものとされており、労働基準監督署の指揮監督につい
ても引き続き国が実施すべきである。

ILO条約における「国の機関の指揮監督の下にある職業安定機関」は国の機
関に限定されない。また、 国が全国統一基準を設計し、法（地方自治法）に基
づき地方に助言・勧告、是正指示をすれば条約の趣旨を満たすことは可能。
なお、現状において国と都道府県で労働行政全体が二重行政となっており、
行政コストが余分にかかっている。そこで、国から都道府県への権限移譲に
より、都道府県の一体的な業務とすることで行政コストが削減されるとともに、
都道府県が担う産業施策との連携により、労働基準行政の効果的な指揮監
督が可能となる。

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方
式や社会実験による検討を求める。

489 各種法令に基づく事
業主への指導権限
（報告・徴収・助言・指
導・命令・勧告）の移
譲
・雇用対策法
・高齢者雇用安定法
・障害者雇用促進法
等

各種法令（雇用対策法、高
齢者雇用安定法、障害者
雇用促進法等）に基づく事
業主への指導権限（報告･
徴収・助言・指導・命令・勧
告）を都道府県に移譲す
る。

各種法令に基づいた事業主への指導権限（報告徴収・助言・指導・命令・勧
告）については、事業主への支援や広報啓発活動を補完する業務であり、地
域の実情を熟知した地方自治体が取り組むべきである。
現状において、都道府県では権限はないものの、労働センター、労政事務所
等において同様な事務を行っており、国と都道府県の二重行政により行政コ
ストが余分にかかっている。そこで、都道府県で業務を担うことで行政コストが
削減されるとともに、都道府県が担う産業施策との連携により、事業主への効
果的な指導が可能となる。

雇用対策法第７
条、第９条、第10条
高年齢者等の雇用
の安定等に関する
法律第９条、第10
条
障害者の雇用の促
進等に関する法律
第38条、第43条

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　職業安定行政に関する各種法令に基づく事業主への指導に係る業
務は、引き続き国が実施する。理由は①及び②のとおり。
①ある企業において、これらの法的義務を達成するためには、人事機
能を持つ本社を指導するとともに、実際の就業場所となる支店等も指
導し、企業全体での取組を進めさせる必要がある。
②御指摘の事業主への指導は、実際に雇用を進めることが目的であ
るため、単に指導するだけではなく、広範囲に活動する企業の実態に
合わせ全国ネットワークによる職業紹介や各種助成金の支給等の対
策と一体的に実施することで効果的なものとなる。（現実に、ハロー
ワークの全国ネットワークを活かした指導、職業紹介及び助成金の支
給等の対策を一体的に実施することで成果が出ている。）
　各種法令の目的を達成するためには、多様な取組が必要であり、国
と地方自治体がそれぞれの強みを発揮し一体となって対策を進める
ことが重要であるため、広報啓発や事業主支援など県の施策をさらに
充実させつつ労働局と連携を一層深めていただきたい。また、雇用対
策協定は平成26年７月末現在13自治体（６道府県）と締結されている
が、このような協定の締結により、労働局及びハローワークの業務に
地方自治体の首長の意向が反映され、これまで以上に連携した取組
が行われているので、参考にしていただきたい。
　なお、ハローワークは全国に544カ所あり(さらに、一体的実施施設を
206カ所設置するなど地域に密着して業務を実施）、年間のべ600万
～700万人の新規求職登録、1日約17万人の利用者がある最も住民
に身近な行政機関の一つである。

事業主への指導権限については、本社の所在する都道府県が担い、企業全
体での取組を推進するために、必要に応じて、支店等の所在する都道府県と
連絡調整することで、権限移譲しても支障はない。
利用者である事業主にとっての身近さからすると、ハローワークに訪れる者と
比べて都道府県など地方公共団体の窓口に訪れる者の方が、労働者・使用
者等によらず多種多様であり、各種法令等の広報・啓発効果が高く見込め
る。
地域の実情を熟知した都道府県が主体となって、住民福祉、産業振興、就労
支援、教育施策等とあいまって総合的な行政サービスの一環として実施する
ほうが、利用者にとってのメリットも多大である。

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方
式や社会実験による検討を求める。

491 各種法令に基づく事
業主への指導権限
（報告・徴収・助言・指
導・命令・勧告）の移
譲
・男女雇用機会均等
法
・育児・介護休業法
・次世代育成支援対
策推進法
・パートタイム労働法

各種法令（雇用対策法、高
齢者雇用安定法、障害者
雇用促進法等）に基づく事
業主への指導権限（報告･
徴収・助言・指導・命令・勧
告）を都道府県に移譲す
る。

都道府県では労働センター、労政事務所等において同様な事務を行ってお
り、国と都道府県の二重行政により行政コストが余分にかかっている。そこ
で、国から都道府県への権限移譲により、都道府県の一体的な業務とするこ
とで行政コストの削減が可能である。各種法令に基づいた事業主への指導権
限（報告徴収・助言・指導・命令・勧告）については、事業主への支援や広報
啓発活動を補完する業務であり、地域の実情を熟知した地方自治体が取り組
むべきである。

男女雇用機会均等
法第29条第2項
育児・介護休業法
第56条
次世代育成支援対
策推進法第12条第
６項
パートタイム労働法
第16条第２項

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　男女雇用機会均等法等については、①憲法の定める「法の下の平
等」から導き出される性別による差別の禁止や②育児休業等子を安
心して産み育てながら働くことのできる環境整備等に関する労働者の
基本的な権利を定めるものである。
　労働者の基本的な権利が保障される程度は、公平性の観点から、
地域ごとに異なってよい性格のものではなく、ナショナル・ミニマムとし
て維持・達成していく必要がある。このため、男女雇用機会均等法等
の履行確保を求めるための事業主への指導においては、地域の状況
等によらず、全国統一的に行われる必要があること、公正競争の確保
の観点からも厳密な全国統一性が求められること、全国的な問題事
案に一律・一斉に対応する必要があることなどから、統一的な基準の
策定のみならず、基準の履行確保についても国が責任を持って実施
する必要がある。
　特に女性労働者数やパートタイム労働者数が増加し、雇用管理の
実態の多様化・複雑化が進む中、必要な施策の企画立案を機動的に
行うに当たっては、第一線機関における行政指導等により得られる情
報・国民のニーズを的確に把握し、これを迅速に施策に反映させるこ
とが必要であり、本省と出先機関の一体的行政運営をもって初めて実
効性及び効率性が確保されるものである。
　また、男女雇用機会均等法等の履行確保の事務は、事務処理基準
を事前に具体的かつ網羅的に定めて処理できる性質のものではない
ことから、仮に、地方自治体に事務を移管することで、通達等による定
期・随時の報告聴取や指示、全国規模の異動や統一的な研修の実
施等による職員の質の維持・向上、さらに統一的な基準の履行確保
のための業務監察ができないこととなれば、各地方自治体の対応の
相違等により労働者の基本的権利及び公正な競争について、侵害・
制約のおそれがある。

生活保護、義務教育や消防など具体的な事務の執行についてナショナル・ミ
ニマムであるにもかかわらず、地方が担っている政策は多々あるため、労働
分野のみ例外扱いする理由はない。
統一的な基準による履行については、都道府県間及び国との連絡調整を行
えば、十分確保できる。
職員の質に関する懸念については、すでに都道府県は同様の事務を行うこと
で専門知識を有しており、加えて、必要に応じた複数都道府県で共同研修・
研究を実施することで人材育成や都道府県をまたがるノウハウを共有化し、
一定程度の研修と経験があれば即戦力として実績をあげることも可能。

・関係する都道府県の意向を踏まえた上で、手挙げ方
式や社会実験による検討を求める。
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管理番号

488

489

491

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　要望484、485、487で述べたとおり、労働基準監督署で行う監督指導、労災
給付等の業務は、国が実施すべきものであり、労働基準監督署への指揮監
督も国が行うべきである。

C　対応不可 　広範囲に活動する企業の実態に合わせ、効果的な事業主指導を行うため
には、ハローワークの持つ全国ネットワークを活用し、人事機能を持つ本社を
指導するとともに、実際の就業場所となる支店等も同一の指導方針により指
導等を行う必要がある。例えば、本社に対して障害者の雇入れを指導し、本
社が求人を提出し、当該求人について、実際の就業地のハローワークで職業
紹介や助成金の支給を組み合わせてマッチングを図るなど、全国のハロー
ワークが連携して事業主指導と、職業紹介や助成金の支給等の対策を一体
的に実施することが最も効果的であり、有効に機能している仕組みをあえて
分断する必要はない。

　ただし、各種法令の目的を達成するためには、多様な取組が必要であり、ご
指摘のように地方公共団体の窓口に訪れる事業主への広報・啓発が有効な
のであれば、積極的に広報・啓発を図っていただきたい。

　なお、地方自治体の福祉施策等を必要な利用者のためには、基礎自治体
を中心に地方自治体と一体的実施事業を既に200カ所以上で実施しており、
ハローワークと学校との連携による就労支援（学校ごとに担当を決めアウト
リーチで支援を行う等）も全国で進めている。

　また、地方自治体は現行制度でも地方自治体が行う施策と無料職業紹介
事業を併せて行うことが可能であり、この際、ハローワークの求人情報が必
要であれば、今般開始した求人情報のオンライン提供を活用することもでき
る。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可 　雇用均等行政に係る事務は、統一的な事務処理基準を事前に具体的かつ
網羅的に定めれば処理できるという性質のものではなく、国の通達等による
定期・随時の指示と、その実施状況の統一的な監察による水準の調整による
統一的な履行確保が必要である。

　また、全国展開する企業の労務管理が男女雇用機会均等法や育児・介護
休業法に違反しており、全社的是正が求められる場合等、迅速かつ全国的に
一律・一斉に対応するためには、本省と出先機関の一体的行政運営こそが実
効性及び効率性の確保に必要である。

　さらに、、国で実施している事務には法に基づく報告徴収や是正指導等、現
在、都道府県で実施していない事務があり、都道府県が国と同様の事務を行
うことですでに専門的知識を有しているとは言い難い 。こうした状況で、一部
の都道府県で研修等を実施したとしても、ナショナル・ミニマムの維持・達成は
困難である。

　なお、手上げ方式による一部都道府県での実施については、一部地域では
都道府県で実施、その他の地域については国で実施ということになり、事業
所の所在する地域によって、実施主体が異なることについて、事業主や労働
者に混乱をもたらす恐れもある。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

492 紛争の解決に関する
こと（男女雇用機会均
等法、パートタイム労
働法に係る相談、助
言・指導・勧告、紛争
調整委員会による調
停の事務）の移譲

紛争の解決に関すること
（男女雇用機会均等法、
パートタイム労働法に係る
相談、助言・指導・勧告、紛
争調整委員会による調停
の事務）を都道府県に移譲
する。

現状において、都道府県では労働センター、労政事務所等において同様な事
務を行っており、国と都道府県の二重行政により行政コストが余分にかかって
いる。そこで、国から都道府県への権限移譲により、都道府県の一体的な業
務とすることで行政コストの削減が可能である。
現行の都道府県の事務（労働相談、雇用平等・仕事と家庭の両立、若者、高
年齢者、障害者等の就業支援、労働委員会における紛争処理等）と関連して
考えることが可能であるため、さまざまな観点から紛争解決に向けて動くこと
が可能であるとともに、地域の実情や特性を踏まえた総合的で柔軟な対応が
可能である。
さらに、県行政の課題として取り上げることで、各種施策に生かすことも可能
であることからも、都道府県に権限を移譲するべきである。

男女雇用機会均等
法第17条、第18条
育児・介護休業法
第52条の４、第52
条の５
パートタイム労働法
第21条、第22条

　都道府県労働局
の全ての業務の地
方への移管が可能
であるとして、提案
事項の全てについ
て一体的に移管を
求めている。

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　紛争解決援助制度は、男女雇用機会均等法等で定められている事
業主が講ずべき措置に関する労働者と事業主との紛争の早期解決
のために設けられた制度である。
　当該業務は関係法の施行業務を担う機関において実施することに
より、単に紛争の解決策を示すにとどまらず、紛争の原因となってい
る雇用管理制度や慣行等について検証し、法の趣旨を踏まえた解決
案を提示することができるため、利用者に対して、質の高いサービス
を迅速かつ円滑に提供できる。
　また、法を施行する機関において実施されることで、法制度に熟知し
専門性を有する職員等が業務に当たることとなるため、利用者への質
の高いサービスの効果的・効率的な提供が可能となっている。
　さらに、紛争解決業務を行う過程で法違反が確認された場合、法の
履行確保の観点からは行政指導を迅速に行う必要があるが、紛争解
決業務と行政指導を一体的に実施することで業務の効果的・効率的
運営が可能となっている。
　仮に紛争解決援助制度のみを都道府県に移管した場合、違法状態
を是正するための行政指導等を求める利用者は、法施行機関に別途
出向くこととなるため、利用者に不便をかけることとなる上、行政指導
による迅速な違法状態の是正等の措置が取り難いこととなる。このた
め、ワンストップのサービスを提供するという利用者の利便性及び法
の効果的・効率的な履行確保の観点からも一体的に業務を実施する
ことが必要である。
　上記のとおり、行政指導業務は、引き続き出先機関の事務・権限と
すべきものであるが、本業務は行政指導と一体的に実施することが
必要であるため、引き続き出先機関の事務・権限とすべき業務であ
る。

都道府県でも同様の業務を行っており、「法制度を熟知し専門性を有する職
員」を有している。
むしろ、労働問題に係る紛争援助制度については、都道府県による総合的な
行政サービスとして運用することで、二重行政を解消できる。また、都道府県
の一体的な業務とすることで、現行の都道府県の事務（労働相談、雇用平
等・仕事と家庭の両立、若者、高年齢者、障害者等の就業支援、労働委員会
における紛争処理等）と関連して考えることが可能であるため、さまざまな観
点から紛争解決に向けて動くことが可能となる。
さらに、県行政の課題として取り上げることで、各種施策に生かすことも可能
であることからも、都道府県に権限を移譲するべきである。
また、将来的には、都道府県労働局の全ての業務を都道府県に移管すること
を求めており、これは国の行政改革に大きく資すると考える。

・国と都道府県がそれぞれ労働相談や紛争解決を行
う二重行政が生じていることから、地域の実情やニー
ズに応じて一元的、総合的な対応が可能な地方に移
譲すべき。

563 地方に条例委任され
ている「普通職業訓練
における職業訓練指
導員の資格」が従うべ
き基準とされているこ
とに対する規制緩和

職業能力開発促進法第28
条第1項により都道府県又
は市町村の条例に委任さ
れた｢普通職業訓練におけ
る職業訓練指導員の資格｣
に関する基準は、法と異な
る内容を条例で定めること
ができない｢従うべき基準｣
とされているが、地域の事
情に応じて異なる内容を定
めることができる｢参酌基
準｣に緩和することを求め
るもの。

【制度改正の必要性】
　普通職業訓練における職業訓練指導員の資格に関する基準については、
職業能力開発促進法施行規則（以下、｢省令｣という。）第36条の15及び省令
第48条の３と省令46条により、一定の幅広い人材が普通職業訓練に関わるこ
とが可能となっているが、職業訓練指導員免許持たない高卒や中卒の実務
経験者は、たとえ優れた実績を残していたとしても、普通職業訓練を担当する
ことはできず、また、職業訓練指導員免許以外の公的資格所有者等が普通
職業訓練を担当することができるものの、その範囲は限定的となっている。
　こうした法の定めについては、職業訓練の質を保つうえでの必要性は認め
られるものの、技術革新の進展速度が加速していることや、それに伴い新た
な技術的資格等が生まれる可能性もあり、今後は法の基準を参酌基準とし、
都道府県や市町村が自ら職業訓練指導員免許資格所有者と同等な者を定め
ていく余地を設けることで、都道府県や市町村が主体的に、地域の事情を踏
まえた効果的な訓練を、幅広い人材を登用しながら速やかに実施していくこと
が可能となる。

職業能力開発促進
法第28条第１項
職業能力開発促進
法施行規則第36条
の15、第46条、第
48条の３

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可   指導員免許は訓練の質を担保するものである。

　優秀な人材を幅広く活用する観点から、一定要件を満たした能力保
有者については、指導員と認める特例規程を定めているが、あくまで
限定的なものであり、これを参酌基準とすることは、指導員免許を形
骸化させ、訓練の質が保たれなくなる恐れがあるため、困難である。

　なお、例示の高卒者、中卒者については、既に一定の実務経験を経
た後、職業訓練指導員試験受験が可能になっていることから、改めて
職業訓練指導員免許資格所有者と同等な者を都道府県や市区町村
が定められるように緩和する必要はないと考える。

提案においても記載したように、技術革新の進展速度が加速している。
職業能力開発促進法第30条の２における職業訓練指導員資格の特例では、
高度職業訓練について指導員免許を所有していない者でも訓練を行うことが
できることに加え参酌基準とされている。
高度職業訓練のみならず、普通職業訓練についても指導員免許の有無を基
準とした現行の要件を緩和することで、今後の技術の変化に速やかに対応し
た訓練の推進につなげることができると考える。

・公共職業能力開発施設の職業訓練指導員の資格に
関する「従うべき」基準については、地方分権改革推
進委員会第３次勧告を踏まえ参酌すべき基準に移行
するべきである。

578 認定職業訓練助成事
業費（運営費）におけ
る補助対象経費の算
定基準の緩和

算定基準第２の２で規定さ
れている、補助金の交付対
象となる訓練生の人数要
件（５人）を撤廃し、１人でも
訓練生がいれば、補助対
象とする。

【現行制度】
職業能力開発校設備整備費等補助金は、事業主等が行う労働者の能力開発のうち
省令で定める基準に適合する職業訓練を県が認定し、運営費等を補助することによ
り民間における職業訓練を振興するものであり、地域の企業が求める人材の育成に
とって重要。この補助要件として、１訓練科当たりの訓練生が５人以上であることが
必要であるが、普通課程では、これを満たさない場合でも概ね３年（特に必要な場合
は５年）を目途に訓練生を確保できる見込があれば、この期間は補助対象とすること
ができる。また、訓練開始時に35歳未満の訓練生が３人以上いる場合も補助対象と
することができる。
【制度改正の必要性】
中小企業の新規雇用の抑制等により訓練生の確保は年々困難になってきており、本
県では平成26年度に１訓練科が補助対象から外れることとなった。今後同様に多く
の訓練科が補助対象外となる可能性があるが、訓練生が少ない訓練科では会費等
の収入による運営は困難であり、補助対象外とされた場合、訓練科が休止又は廃止
されるケースが懸念される。当該訓練は職場のＯＪＴと組み合わせて実施されること
から訓練科が休廃止されると訓練生が職場から通うことができなくなり、地域での職
業訓練の実施は困難となる。
しかし、こうした訓練によりモノづくりの担い手を育成することは、地域における産業
人材の育成ひいては地域産業の発展にとって必要不可欠であり、現在の訓練科を継
続させていくことが訓練生本人及び地域にとって望ましいと考えられる。
よって、訓練生が５人に満たない場合であっても訓練科を安定して運営できるよう、
訓練生５人以上という補助要件の撤廃が必要である。

雇用保険法第63
条、雇用保険法施
行規則第121条及
び第123条、職業能
力開発校設備整備
費等補助金交付要
綱

厚生労働省 長野県 E　提案の実
現に向けて
対応を検討

　当該補助金については、訓練生の確保が困難となっている現状を
踏まえ、若年労働者の人材育成を強化するため、今年度から、１訓練
科において訓練開始時に補助対象訓練生のうち35歳未満の若年労
働者が3人以上いる場合は補助対象とする要件緩和を行ったところ。

　さらなる要件緩和については、この制度改正の施行状況等を踏まえ
ながら検討してまいりたい。

　当県では、来年度以降も、建設分野の訓練科を始め、訓練生の減少により
補助対象外となり、訓練を休廃止をする団体が増えてくることが予想される。
　認定職業訓練は、長年、地域に必要な産業人材の育成を担ってきており、
将来にわたって確実に地域に残していかなくてはならないものである。
　若年労働者の人材育成の強化のための要件緩和がなされたところである
が、訓練生が一人でも補助対象の訓練科とするよう、さらなる要件緩和につ
いて、速やかに実施していただきたい。

なし
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管理番号

492

563

578

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 　国で実施している紛争解決援助制度は、関係法の施行業務を担う機関にお
いて実施することにより、単に紛争の解決策を示すにとどまらず、紛争の原因
となっている雇用管理制度や慣行等について検証し、法の趣旨を踏まえた解
決案を提示することができるため、利用者に対して、質の高いサービスを迅速
かつ円滑に提供できる。

　例えば、セクシュアルハラスメントに係る紛争については、紛争解決援助制
度において個別事案の解決が図られると同時に、事業主が男女雇用機会均
等法に基づくセクシュアルハラスメント防止等の措置を講じていなければ、こ
れを是正することが重要である。このため、紛争解決業務と行政指導を一体
的に実施することが適当である。

　都道府県において、地域の実情に応じた紛争解決援助制度を実施すること
で事業主や労働者にメリットとなるケースもあるものと思われるが、ニーズに
応じた多様な選択肢を提供することが重要であることから、現在の複線型の
仕組みを活かし、引き続き、都道府県等関係機関との連携を図ることが適当
である。

【全国市長会】
市町村への規制緩和は慎重に考えるべきである。

C　対応不可 　職業訓練指導員については、職業訓練の質を担保するため、訓練に係る技
能のみならず、指導法、訓練マネジメントやキャリア形成支援の能力を有して
いる必要があり、全国共通の職業訓練指導員の資格基準（指導員免許）はそ
れらの能力が一定水準以上にあることを全国的に担保するものである。ま
た、普通職業訓練については、高度職業訓練と異なり、訓練受講者のレベル
に差があることから、職業訓練の質を担保するためには、職業訓練指導員に
ついて確実な指導能力が求められる。

　上記に鑑みれば、仮に普通職業訓練の職業訓練指導員の基準を緩和した
場合、都道府県ごとに職業訓練指導員の能力に差が発生するとともに、その
差が生じた職業訓練指導員について、結果として基準を緩和しなかった都道
府県を含む全国において職業訓練の指導を行うことが可能となってしまい、
職業訓練の質が一定水準以上にあることを全国的に担保されないこととな
る。よって、対応は困難である。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

E　提案の実
現に向けて
対応を検討

　認定職業訓練については、建設人材等の人手不足分野の人材育成におい
て果たす役割が大きいなど、職業訓練の柱の１つとしてその重要性は高いと
考えている。

　補助単価の引き上げ等、制度全般の強化や活性化策については、全国の
現状も踏まえながら現在検討を行っており、その中で人数要件の緩和につい
ても検討してまいりたい。

６【厚生労働省】
（16）職業能力開発校設備整備費等補助金
認定職業訓練助成事業については、訓練生の人数要件の緩和を含め、制度
の活性化について検討し、平成27年中に結論を得る。

通知 平成27年4月
10日

「平成27年度職業能力開発校設備整備費
等補助金（認定職業訓練助成事業費）にお
ける補助対象経費の算定基準について
（平成27年４月10日能発0410第５号）」を発
出し、訓練生の人数要件を緩和。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

686 国が都道府県に設置
する緊急雇用創出事
業臨時特例基金の指
定都市への設置

緊急雇用創出事業臨時特
例交付金の基金事業の実
施主体に指定都市を追加

【現状】
緊急雇用創出事業臨時特例基金（厚生労働省所管）を財源としている事業
は、基金の造成主体は県となっている。県に基金があることで、国との調整等
は県がとりまとめて行うものの、県に設置された基金のうち、どの程度本市が
活用できるかが、国から県に交付された時点ではわからず、事業の確実性が
担保されないため、地域の実情に応じた効果的な施策展開を迅速かつ計画
的に行うことができない。また基金の積み増し等が行われた場合、各市町村
ごとの活用額がすぐには判明しないため、結果として市町村の予算計上のタ
イミングを逸することになり、対応が遅れる場合がある（市では25年度は5月
補正、9月補正、26年度は5月補正を行っている）。
【効果】
基金の造成を指定都市にも認めることで、基金事業に関する指定都市の裁
量による主体的かつ弾力的な取組を計画的かつ迅速に行うことが可能とな
る。

緊急雇用創出事業
等実施要領

厚生労働省 横浜市 C　対応不可 　緊急雇用創出事業臨時特例基金については、平成25年度補正予
算で都道府県に造成している基金を積み増して｢地域人づくり事業｣を
創設し、当年度中に事業を開始すれば平成27年度末までの事業実施
を可能としている。

　ご提案の点については、すでに全額、都道府県に交付しており、ま
た、当該基金の平成27年度以降の新規事業開始の取扱いが決まっ
ていないため、現時点で対応することはできない状況。

　なお、当該基金については、地域の実情に応じた取組が可能となる
よう、基金の配分を都道府県毎の雇用失業情勢を基準に決定すると
ともに、各都道府県に交付した基金は、市町村に補助できる仕組みと
しているところであるが、ご要望の点は、平成27年度以降の基金の扱
いとあわせて検討してまいりたい。

　また、市町村レベルでの雇用情勢が厳しい地域については、地域の
関係者の創意工夫による産業振興施策とあいまった人材育成や雇用
創出の取組を支援する｢実践型地域雇用創造事業｣を実施しており、
こうした事業も活用することにより、地域の雇用機会の創出を図って
いただきたい。

　政令市に基金の造成を認めることにより、より主体的かつ弾力的な取組を
計画的に行うことが可能となると考えているため、27年度以降の基金の扱い
と併せて、ぜひご検討いただきたい。

・都道府県が実施する雇用創出事業との連携を図り
効果を最大限に発揮する観点から問題があるため、
引き続き都道府県の事務・権限とするべき。

205 中山間地域における
旅館業法の客室延床
面積要件の緩和

農林漁業者が営む民宿に
ついては、旅館業法施行
令に規定する客室延床面
積要件が緩和されていると
ころであるが、これを中山
間地域に存在する非農林
漁家にも拡大すること。
適用対象としては、過疎地
域自立促進特別措置法第
２条第１項に規定する過疎
地域を想定している。

【改正の必要性】
少子高齢化に伴う急速な人口減少は、大きな問題であり、少子化対策と合わ
せて、他の地域からの移住促進を図ることも合わせて取り組む必要がある。
移住に際しては、気候、風土、その土地に住む人の気質等を知るとともに、地
域に溶けこむ必要がある。
移住への段階の一つとして、中山間地域に存する民家等に滞在して生活体
験を行うことが考えられるが、現行法規制では、農林漁業者が体験を提供す
る民宿を営む場合においてのみ規制緩和されており、非農林漁家については
規制緩和の対象となっていない。
農林漁業体験でなくとも、中山間地域に存する民家等に滞在して行う生活体
験自体に価値があると考えるため、非農林漁家が生活体験を提供する民宿
を営もうとする場合にあっても、農林漁家の場合と同様の規制緩和を提案す
る。
【具体的な支障事例】
非農林漁業者が生活体験を提供する民宿を開業しようとする際、客室延床面
積が33㎡以上なければ開業できず、内容的にも大幅な施設改修を伴うことが
予想される等、非常に難易度の高いものである。
農林漁業体験のみが農山漁村体験ではなく、農地等を持たずとも、地域の伝
統、文化、生活等を伝える体験を提供することは可能である。
【改正による効果】
都市と中山間地域の交流が促進され、移住者確保の一翼を担うと考えられ
る。また、その交流を通して、中山間地域の文化が見直されることで、地域住
民の誇りとなり、人口流出防止にもつながることを想定している。
【想定される課題】
市内に存する旅館業者との競合が懸念材料となるが、今回提案する内容は、
人と人との交流を促進するためのものであり、目的が異なるため、競合はな
いと考える。

旅館業法第３条
旅館業法施行令第
１条、第２条
旅館業法施行規則
第５条

厚生労働省 安芸高田市 C　対応不可 　旅館業法施行令第１条第３項第１号の客室の延床面積の基準は、
宿泊する場所を多人数で共用する施設の適正な運営を確保するた
め、簡易宿所営業の施設に最低基準として求めているものである。

　御提案の、中山間地域に存在する非農林漁家の場合については、
他の施設と営業形態においても衛生の確保の面でも異なるものでは
ないので、簡易宿所営業に適用される客室の延床面積の基準を遵守
して営業していただきたい。

　なお、事前に提案内容を照会したところ、「農林漁業体験でなくとも、
民宿業を営む者と、食事を共にし、地域の話を聞くことが、貴重な体
験になると考える。つまり、中山間地域の人と触れることが、いわば
「農村体験」であると考える。」「よって、非農林漁家がこのような農村
体験を提供する場合においても、農林漁家が農林漁業体験民宿を営
む場合と同様の規制緩和を提案するもの」とのことであったが、農山
漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律第２条
第５項において、農林漁業体験民宿業とは、「施設を設けて人を宿泊
させ、農林水産省令で定める農村滞在型余暇活動又は山村・漁村滞
在型余暇活動に必要な役務を提供する営業」とされていることから、
「民宿業」を営む者と、食事を共にし、地域の話を聞くことをもって、農
林漁業体験民宿業の対象とすることはできない。

農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律第2条第5
項に規定する農林漁業体験民宿には当たらないということは理解する。
しかしながら、本市のような過疎地域の自治体においては、この土地に暮ら
す人の家に宿泊し、食事を共にし、この土地の話を聞くという「農村体験」は、
農林漁業体験に匹敵するものであると考える。また、都市と農村との交流、地
域の活性化という観点からも非常に有益であると考える。
よって、農林漁業体験民宿ではなく、過疎地域において、非農林漁家が営む
「農村体験」民宿というものを新たに盛り込み、農林漁家が農林漁業体験を営
む場合と同等の規制緩和措置をお願いしたい。

施設の構造設備の基準については、地方分権改革推
進委員会第2次勧告の趣旨を踏まえ、条例に委任す
る、又は条例による補正を許容するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。

357 滞在施設の旅館業法
の許可制の見直し

外国人旅客の滞在に適し
た施設を賃貸借契約に基
づき一定期間以上使用さ
せ、外国人旅客の滞在に
必要な役務を提供する事
業は、旅館業法の許可の
対象外とする。

2019年のラグビーワールドカップ、2020年の東京五輪オリンピック・パラリン
ピックに続き、2021年にはワールドマスターズゲームズ（生涯スポーツの国際
大会）が関西一円で開催されることが決定しており、政府も外国人観光客倍
増を打ち出していることから、今後、増加が見込まれる（また、それに向けた各
種施策展開が図られる）外国人誘客に対して、国内における円滑な役務提供
のためには、旅館業法の規制緩和が必要である。

旅館業法第３条 厚生労働省 徳島県 C　対応不可 　御提案は、国家戦略特別区域法第１３条が規定する旅館業法の特
例を同法の国家戦略特別区域以外の区域にも適用することを求める
ものと思われるが、同法は、本年４月に施行され、今後、同法の区域
計画において、特定事業として国家戦略特別区域外国人滞在施設経
営事業が定められ、当該区域計画が内閣総理大臣の認定を受けた
場合に、同条の特例が適用されることになるものである。

　この特例措置については、今後、国家戦略特別区域において、その
効果・弊害を含め、施行状況を評価することとされているものであり、
現時点で、同条の特例を同法の国家戦略特別区域以外の区域にも
拡大することは困難である。

2019年のラグビーワールドカップ、2020年の東京五輪オリンピック・パラリン
ピックに続き、2021年にはワールドマスターズゲームズ（生涯スポーツの国際
大会）が関西一円で開催されることが決定しており、政府も外国人観光客倍
増を打ち出していることから、今後、増加が見込まれる（また、それに向けた
各種施策展開が図られる）外国人誘客に対して、国内における円滑な役務提
供のためには、旅館業法の規制緩和が必要である。

施設の構造設備の基準については、地方分権改革推
進委員会第2次勧告の趣旨を踏まえ、条例に委任す
る、又は条例による補正を許容するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。
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管理番号

686

205

357

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

C　対応不可 　第一次回答のとおり。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分尊重されたい。
なお、適用対象となる地域における伝統・文化・生活
等の範囲の絞り込みや選定などについて熟慮は必
要。

C　対応不可 　農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律第２条第
５項に規定する農林漁業体験民宿業を営む施設について、旅館業法施行規
則第５条第１項第４号により延床面積の基準の特例が認められているが、こ
れは、農林漁業者が、農林漁業体験民宿としてその自宅を用いて宿泊させる
場合は、現に農林漁業者として自らとその家族が暮らす生活の場で宿泊者と
生活をともにする面があり、さらに自宅に改修することは生活への支障が大き
いということなども鑑み、例外的な取扱いが認められているものである。

　他方、御提案の非農林魚家が宿泊施設を経営する場合は、施設が過疎地
域にある場合であっても、農林漁業者が農林漁業体験民宿業を営む場合と
は異なり、営業形態においても衛生確保の面でも他の宿泊施設と異なるもの
ではないため、事業者に共通して求められている延床面積の基準を含む旅館
業法の規律のほか、建築基準法、消防法等の関係法規を遵守して営業して
いただく必要があるものと考える。

C　対応不可 　国家戦略特別区域法第１３条が規定する旅館業法の特例は、各特区の区
域計画において同条の事業が位置付けられ、当該計画が内閣総理大臣の認
定を受けた後に、事業者が都道府県知事等の特定認定を受けることにより、
適用がされるものであり、これらの手続は、今後、行われていくことになる。

　他方、同法に基づく特例措置については、今後、国家戦略特別区域におい
て、その効果・弊害を含め、施行状況を評価した上で当該評価結果に基づき
所要の措置が講じられることになる。

　以上のことからすれば、現時点で、同条の特例を同法の国家戦略特別区域
以外の区域にも拡大することは困難である。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

328 毒物劇物取扱責任者
の資格要件に係る規
制緩和

毒物劇物取扱責任者の資
格要件の認定基準の一つ
である「高等学校において
３０単位以上の化学に関す
る科目を修得していること」
について、指導要録の保存
年限（２０年）を経過した場
合は証明できないため、単
位取得数までの確認を求
めず、「応用化学に関する
学科を修了したこと」の確
認で認定するようにするこ
とを求めるもの。

【支障】毒物劇物取扱責任者の資格については、毒物及び劇物取締法第８条
第１項第２号において、「厚生労働省令で定める学校で、応用化学に関する
学課を修了した者」が資格要件の１つとなっている。資格の確認方法について
は、平成１３年２月７日医薬化発第５号厚生労働省医薬食品局審査管理課化
学物質安全対策室長通知「毒物及び劇物取締法に係る法定受託事務の実施
について」の第１の４及び平成１４年１月１１日医薬化発第０１１１００１号厚生
労働省医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室長通知「毒物劇物取扱
責任者の資格の確認について」において、「高等学校において応用化学に関
する学科を修了した者については、３０単位以上の化学に関する科目を修得
していることを確認すること」となっており、現行は成績証明書等で確認してい
る。
しかし、学校教育法施行規則第２８条第２項の規定により指導要録等の保管
期間２０年が経過している場合は、成績証明書等の発行が受けられず資格要
件を満たしているか確認できない。また、成績証明書等の発行が受けられな
い場合の取扱いについては、厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質安
全対策室から「当時の教育課程が明記された書類と卒業証書の両方が必須
となる。高等学校等に確認のうえ、確実に修得した科目のみをカウントしても
らいたい。」との回答があり、当時の教育課程が明記された書類としては、「学
校要覧」等が該当するが、これについては永年保存との規定がないため、卒
業後２０年以上経過していた場合、当該高等学校に保存されていない可能性
がある。
以上のことから、資格要件を満たしているにもかかわらず個人の責によらず
毒物劇物取扱責任者になれない事例が発生している。

毒物及び劇物取締
法第８条第１項第２
号

厚生労働省 大分県、福岡
県、長崎県、
沖縄県、山口
県

C　対応不可 　毒物劇物取扱責任者は、毒物又は劇物による保健衛生上の危害の
防止に当たらせるため、毒物劇物営業者の店舗等ごとに専任で置くこ
とが義務付けられているものであり、その職務を果たす上で、十分な
知識等を有している必要がある。このため、毒物劇物取扱責任者の
資格の確認については、的確に行われる必要があるものである。

　また、今回の検討要請に係る資格の「（高等学校等で）応用化学に
関する学課を修了した者」であることを確認するためには、30単位以
上の化学に関する科目を修得していることの確認が必要であり、その
確認のためには成績証明書等が必要となる。

　以上のようなことから、成績証明書等の発行が受けられない等の理
由により、毒物劇物取扱責任者の資格の確認手続を省略等すること
は認められない。

回答では、貴省の通知が前提となっているが、当該通知に基づいた運用で、
現実には資格要件を満たしているにもかかわらず、学校側の保存年限経過
により、必須科目以外の確認ができない等により、成績証明書等の発行が受
けられず、毒物劇物取扱責任者になれない事例が発生しているものである。
ついては当該通知において、大学等や高等専門学校では求めていない30単
位以上の修得を専門学校及び高等学校に求めていること及び単位数を30単
位以上としていることについて、その理由をお示しいただきたい。

また、『「（高等学校等で）応用化学に関する学課を修了した者」であることを
確認するためには、30単位以上の化学に関する科目を修得していることの確
認が必要であり、その確認のためには成績証明書等が必要となる。』というこ
とであれば、成績証明書等の発行が受けられないことにより当該問題が生じ
ているため、関係府省（文部科学省）と協議し、問題の解消に向けた取り組み
を行っていただきたい。

342 管理栄養士免許の免
許者を、厚生労働大
臣から各都道府県知
事とする。

管理栄養士の免許は、管
理栄養士国家試験に合格
した者に対して、厚生労働
大臣が与える（栄養士法第
２条第３項）が、都道府県
知事が免許を与えることと
する。
これに伴い、免許事項を登
録する管理栄養士名簿に
ついても、現在厚生労働省
に備えている（同法第３条
の２第２項）が、都道府県
に備えることとするなど、栄
養士免許と同様の規定と
する。

　管理栄養士免許の免許者は厚生労働大臣であるが（栄養士法第２条第３
項）、その名簿の登録、訂正、抹消に係る申請や免許証の交付は、都道府県
知事を経由して行われる（同法施行令第１条第２項等）。
　現在、県で当該免許に係る申請を受けた後、（申請書等を国に進達し、国か
ら免許証の送付を受けて、）当該申請者に免許証を交付するまで、２～３箇月
の期間を要している。
　他方、同じく栄養士法に基づく免許である栄養士免許については、免許者が
都道府県知事であり（栄養士法第２条第１項）、申請から交付まで、大半が１
週間程度で完結している。
　免許者を、厚生労働大臣から都道府県知事に変更することにより、申請から
交付までの期間を短縮することが可能となり、住民サービスの向上を図ること
ができる。
　都道府県で、管理栄養士免許に係る名簿の登録や免許証の交付に係る事
務が増えることになるが、既に行っている栄養士免許のそれと共通する部分
が多く、その実施は可能である。
　また、管理栄養士国家試験に合格した者に対して都道府県知事が免許を与
えるのであれば、地域によって免許取得の難易度が変わるといった弊害は起
こらない。
　（なお、栄養士免許は、厚生労働大臣の指定した養成施設において２年以
上必要な知識及び技能を修得した者に対して交付する。（栄養士法第２条第
１項））

栄養士法第１条第
２項、第２条第３
項、第３条の２第２
項、第４条第３項・
第４項、第５条第２
項・第４項

厚生労働省 香川県 C　対応不可 　管理栄養士制度は、昭和37年に栄養士の資質向上措置として創設
され、栄養士のうち複雑又は困難な栄養の指導に従事する適格性を
有するものは、厚生大臣の登録を受けて管理栄養士となることができ
るとされた。

　現在も、栄養士法第１条第２項において、管理栄養士とは、厚生労
働大臣の免許を受けて、管理栄養士の名称を用いて、傷病者に対す
る療養のために必要な栄養の指導等を行うことを業とする者と定義さ
れている。

　このように高度の専門性を有する管理栄養士として必要な知識及び
技能について、的確に評価するために、厚生労働大臣が管理栄養士
国家試験を行っているところである。

　このことから、管理栄養士国家試験に合格した者に対して与えるこ
ととしている管理栄養士免許について、免許者を厚生労働大臣から
各都道府県知事とすることは困難である。また、名簿への登録日及び
登録番号については、申請者の利便性の向上を目的として、申請者
の希望に応じ、「登録済証明書」を発行しており、一定期間、免許証に
代わる証明書として利用することを認める措置を講じている。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。

394 水道水源開発等施設
整備費国庫補助金に
係る平均単価要件の
廃止

水道水源開発等施設整備
費国庫補助金交付要綱の
別表第１の採択基準の内
の「給水人口５万人以上の
水道事業者における平均
料金」（平成２６年度１，１２
３円）よりも高い料金の事
業体が補助対象となってい
る。「緊急時給水拠点確保
等事業費」の「重要給水施
設配水管」及び「水道管路
耐震化等推進事業費」の
「老朽管更新事業」の採択
基準において、平均単価要
件の撤廃を提案する。

【支障事例】
水道事業者毎に異なる地域性及び経営状況を反映した水道料金によって算
定される平均料金を補助金の採択基準とすることは、水道料金を低く抑える
経営努力によって低廉な料金を維持している事業体が当該補助制度を活用
できないこととなり、重要給水施設配水管及び老朽管更新事業等の財源を確
保する一つの術が断たれることとなっている。
なお、当企業団の当該採択基準における料金は９９７円であり、採択基準を
満たしていない。
【制度改正の必要性】
平均料金を採択基準とする現要綱では、収益的収入と支出のバランスが考
慮されておらず、水道料金が平均料金を上回りさえすれば、給水に係る費用
が賄えているか否かは関係なく、補助金の交付対象となっている。
また、過去の建設改良事業実施に伴う企業債残高が多額に上る事業体に
あっては、その利息の支払いが未だ大きな負担となっており、給水に係る費
用を押し上げている。
しかし、今後経年化を迎える水道施設の更新には膨大な費用を要するため、
新たな企業債の発行は不可避となり、更なる利息負担が生じると見込まれ
る。それにより、安易に水道料金の値上げが行われては、水道利用者の生活
に少なからず影響を及ぼすことから、水道料金の高騰を防ぐため当該補助採
択基準の緩和が求められる。
【懸念の解消策】
料金回収率（算定式：供給単価／給水原価）及び企業債利息の負担割合を
示す指標（算定式：費用構成比・支払利息＝支払利息／収益的費用合計）を
補助採択基準とし、これまでよりもさらに踏み込んだ基準を採用する。

水道水源開発等施
設整備費補助金国
庫補助金交付要綱

※提案１，２につい
ての説明は別紙に
記載

厚生労働省 越谷・松伏水
道企業団

C　対応不可 　水道施設整備は水道料金による整備を基本とした上で、高料金化
対策等のために補助を行っているため、平均料金以上の事業者を補
助対象にするなど一定の採択要件を付しているところである。限られ
た財源を配分していく観点から、補助採択基準の緩和は難しい。

―
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管理番号

328

342

394

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可 ○一次回答を踏まえた提案団体の意見には、「成績証明書等の発行が受け
られず、毒物劇物取扱責任者になれない事例が発生している」とあるが、成
績証明書等の発行が受けられない場合の取扱いも示しており、また、応用化
学に関する科目を履修していることが証明できない場合は、都道府県知事が
行う毒物劇物取扱責任者試験に合格する等により毒物劇物取扱責任者にな
ることができるものである。

○30単位以上の修得を専門学校及び高等学校に求めていること及び単位数
を30単位以上としていることについては、文部科学省が定める高等学校学習
指導要領等に準じた取扱いをしているものである。

C　対応不可 　管理栄養士制度は、昭和37年に栄養士の資質向上措置として創設され、栄
養士のうち複雑又は困難な栄養の指導に従事する適格性を有するものは、
厚生大臣の登録を受けて管理栄養士となることができるとされた。

　現在も、栄養士法第１条第２項において、管理栄養士とは、厚生労働大臣
の免許を受けて、管理栄養士の名称を用いて、傷病者に対する療養のため
に必要な栄養の指導等を行うことを業とする者と定義されている。

　このように高度の専門性を有する管理栄養士として必要な知識及び技能に
ついて、的確に評価するために、厚生労働大臣が管理栄養士国家試験を
行っているところである。

　このことから、管理栄養士国家試験に合格した者に対して与えることとして
いる管理栄養士免許について、免許者を厚生労働大臣から各都道府県知事
とすることは困難である。また、名簿への登録日及び登録番号については、
申請者の利便性の向上を目的として、申請者の希望に応じ、「登録済証明
書」を発行しており、一定期間、免許証に代わる証明書として利用することを
認める措置を講じている。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

C　対応不可 　水道事業は市町村経営が原則とされ、基本的に独立採算で運営されてい
る。水道施設整備に係る補助は、水道が公衆衛生向上と生活環境改善に不
可欠な施設であることに鑑み、特に、水道料金へすべてを転嫁することが難
しいものの、水道事業等を経営する市町村として、水道法上の給水義務を全
うし、安全な水を確実に給水するために必要な施設等に限り、主に高料金化
対策という観点で補助を行っており、水道料金の平均単価要件は高料金化を
図る指標の一つとして用いているものである。したがって、補助要件緩和は困
難である。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

232 上水道の耐震化に対
する国庫補助事業の
採択基準の緩和

南海トラフ地震防災対策推
進地域においては、上水道
の耐震化に対する国庫補
助事業の採択基準の資本
単価要件を撤廃すること。

【制度改正の経緯】
国土強靭化基本法が施行され、水道施設の耐震化は重要な課題として挙げ
られている。とりわけ、南海トラフ地震防災対策推進地域にある本県にとっ
て、水道施設の耐震化は、喫緊に取り組むべき課題となっている。
【支障事例】
中央防災会議が発表した南海トラフ地震の被害想定では、高知県は被災直
後の断水率が99％、被災1ヶ月後でも51％であり、被害が想定されている都
道府県の中でも群を抜いた数値となっている（被害想定（40都道府県の断水
率の平均）：被災直後31％、被災1ヶ月4％）。
しかし、上水道施設の耐震化に係る国庫補助メニューの採択基準には、資本
単価要件（90円／㎥以上）が課せられており、本県全ての上水道事業体は、
基準をクリアできずに国庫補助を受けることができていない（県内上水道事業
体16市町村の平均資本単価は55.1円/㎥）ため、上水道施設の耐震化が進ん
でいない。
【制度改正の必要性】
施設を新設する際に資本単価要件を課すことは理解できるが、耐震化をする
ことに資本単価要件を課すことが合理的でない。また、資本単価要件が90円
/㎥であるが、その設定根拠が明確でない。
このことから、南海トラフ地震防災対策推進地域に指定された地域において、
国土強靭化政策大綱による水道施設の耐震化を促進するには、上水道の耐
震化事業に対して、資本単価要件を課さないことが必要である。

水道水源開発等施
設整備費国庫補助
金交付要綱

参考資料（高知県
の耐震化率と資本
単価、被害想定（中
央防災会議）、日本
水道協会アンケー
ト）

厚生労働省 高知県 C　対応不可 　水道施設整備は水道料金による整備を基本とした上で、高料金化
対策等のために補助を行っているため、資本単価要件など一定の採
択要件を付しているところである。限られた財源を配分していく観点か
ら、補助採択基準の緩和は難しい。

一般的に、水道施設整備は水道料金による整備を基本とした上で、高料金化
対策等のために補助を行うことについては理解できるが、当県のように南海ト
ラフ巨大地震により甚大な被害が想定されている地域においては南海トラフ
地震対策特別措置法及び国土強靭化基本法に基づく水道施設の耐震化事
業のための補助が受けられるよう、資本単価要件を課さない補助制度が必要
である。
高料金の理由としては、土地の取得経費や水質が悪いために浄化設備に高
額な経費がかかること等が想定されるが、耐震化に係る経費（工事単価）は、
どの事業体であっても大きな差異はないと考えられるため、高料金化対策等
の理由で資本単価を耐震化事業の採択基準とすることは不合理と考える。

285 水道水源開発等施設
整備費国庫補助金の
採択基準の緩和

水道水源開発等施設整備
費国庫補助金交付要綱に
基づく「特定広域化施設整
備費」の採択基準を緩和
（「居住人口５０万人以上」
及び「給水量の増大」を削
除）すること。
また、「水道広域化促進事
業費」の採択基準を緩和
（統合協定書における「３年
以内」を延長）すること。

【現状】
水道事業は水需要低迷のため給水収益が減少するなどの厳しい財政状況の
中で、老朽化した施設更新や耐震化のための費用増加、今後の職員の退職
による技術力の低下等、様々な課題に直面している。
水道の広域化は、スケールメリットによる効率化や更新を控えた施設の統廃
合等に有効な手法である。
本県では、平成23年3月「埼玉県水道整備基本構想」を改定し、埼玉県水道ビ
ジョンと位置付け、将来（おおむね半世紀先）の”水源から蛇口までの一元化
した県内水道一本化”を見据え、広域化を段階的に取り組みつつ、水道事業
の運営基盤強化を推進し、県民に利用し続けていただく水道を目指すこととし
ている。
【制度改正の必要性等】
この広域化の推進に関して現行でも国庫補助があるものの、そのうち「特定
広域化施設整備費」の対象には居住人口50万人以上や給水量増大に伴う新
設・増設が、「水道広域化促進事業費」の対象には統合後の水道事業が認可
を受けている又は統合予定日が3年以内の事業者間での協定書の締結等が
条件とされている。
しかし、小規模な市町村の区域では人口や施設更新等に関する要件を満た
すことが困難であり、採択要件を満たすことができない。
また、水道事業者間では方針、経営、施設整備状況に格差があり、事業統合
を目指す段階的な広域化方策を実施するには3年間では短く、困難が予想さ
れる。

厚生労働省発健０
４０１第１２号平成２
６ 年４ 月１ 日厚生
労働事務次官「水
道水源開発等施設
整備費国庫補助金
交付要綱」

厚生労働省 埼玉県 C　対応不可 　水道施設整備は水道料金による整備を基本とした上で、高料金化
対策や政策的に推進する必要があると認められる事業を対象に補助
を行っているため、広域化の規模や事業統合など一定の採択要件を
付しているところである。限られた財源を配分していく観点から、補助
採択基準の緩和は難しい。

　平成27年度予算概算要求において、現行の水道水源開発等施設整備費補
助のうち、水道広域化施設整備費は廃止され、新たに水道事業広域化等推
進費補助が創設される、とある。

　今後、新たに整備される制度の補助金については、各水道事業体の現状を
鑑み、施設整備が将来にわたり継続的かつ確実に進められるために、各水道
事業体が柔軟に対応できるよう、本件提案を反映した交付要綱等を策定して
いただきたい。

478 登録検査機関の登録
等の移譲
・食品衛生法の登録
検査機関

①現在地方厚生局で実施
している登録検査機関の
登録等の事務の移譲を求
める。
②現行の実施主体：地方
厚生局
移譲後の実施主体：都道
府県、保健所設置市及び
特別区

従来から各都道府県が許認可及び監視指導している食品等事業者と併せ、
食品の検査機関の登録等についても、都道府県で一括して監督したほうが、
食品衛生行政を効率的かつ効果的に遂行することができるため、移譲を求め
る。
ただし、登録検査機関に対する指導については、全国統一的な基準に基づき
行う必要があることから、国が登録検査機関の指導に関するガイドライン等の
技術的助言は不可欠である。また、検査機関に問題があった場合には、食品
の輸出入に深刻な影響を与えることも想定されるため、国の権限を残すことも
検討する必要がある。

食品衛生法第33条
～第47条

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可   本提案は、「地域主権大綱（平成22年6月22日閣議決定）」におい
て、本提案と同様の提案がなされており、その後の事情変更や新たな
論点が生じているとは認められないため対応することはできない。

　登録検査機関は、食品の安全性を確保するために厚生労働大臣や
都道府県知事等の委託を受け、食品衛生法上の各種検査を行う機関
であり、厚生労働大臣等は、登録検査機関の検査結果を基に、輸入
禁止や回収命令などの権限を行使することができる。
　
　輸出・輸入食品については、その検査機関の精度管理について、諸
外国においては国による監督等がなされており、我が国においても国
の責任において監督することが求められている。輸入食品に違反が
あった場合、相手国政府からは検査精度の検証を求められ、国の責
任において対応しているかどうかを確認される。検査機関に問題が
あった場合には、輸出の禁止・違反食品に係る改善要求の困難化
等、円滑な輸出入に深刻な影響を及ぼすおそれがあり、国として責任
を問われることから、引き続き国の責任において実施することとなっ
た。
　
　また、当該事務を自治体に移管した場合、問題のある登録検査機関
を直接是正する仕組みがなくなることから、事故発生時の迅速な検査
に支障をきたすおそれがある。

「地域主権大綱（平成22年6月22日閣議決定）」で結論が出ているとしている
が、このことをもって、提案募集要項上では提案募集方式の対象外とはされ
ておらず、新たに検討すべきである。
従来から各都道府県が許認可及び監視指導している食品等事業者と併せ、
食品の検査機関の登録等についても、都道府県で一括して監督することによ
り、二重行政が解消されるとともに、より一体とした対応により、食品等の安全
な提供に資すると考える。
なお、地方で監督等を実施する場合にも国の監督水準と同等の実施は可能
であり、国と地方の役割を明確にすることにより、食品衛生行政をより効率的
かつ効果的に遂行できることから、諸外国の理解は得られると思われる。現
に、国も本省と地方厚生局で役割分担しているところである。
また、事故発生時の迅速な検査や是正に係る懸念については、国と地方で適
切に情報共有することや、国が新たにガイドラインを示すなどして、対応可能
と考える。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。
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管理番号

232

285

478

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

C　対応不可 　水道事業は市町村経営が原則とされ、基本的に独立採算で運営されてい
る。水道施設整備に係る補助は、水道が公衆衛生向上と生活環境改善に不
可欠な施設であることに鑑み、特に、水道料金へすべてを転嫁することが難
しいものの、水道事業等を経営する市町村として、水道法上の給水義務を全
うし、安全な水を確実に給水するために必要な施設等に限り、主に高料金化
対策という観点で補助を行っており、資本単価要件は高料金化を図る指標の
一つとして用いているものである。したがって、補助要件緩和は困難である。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

E　提案の実
現に向けて
対応を検討

　ご指摘の水道事業広域化等推進費補助が今後の予算編成過程を経て創
設に至った場合には、ご意見を踏まえ、検討して参りたい。

【全国市長会】
登録検査機関に関しては輸入食品の検査問題等があ
るため、慎重に検討すること。

C　対応不可
　本提案について、提案募集方式の対象であると認識しており、検討の結果、
対応することができないと回答したものである。
　輸入食品に違反があった場合、相手国政府からは検査精度の検証を求め
られ、国の責任において回答することが必要となる。
　当該事務を自治体に移管した場合、登録検査機関の監督権限とその責任
についても、自治体にあることとなるが、これは、個々の登録検査機関の状況
について、国として責任を持って回答することが困難となる。したがって、引き
続き国の責任において実施する。
　なお、ご指摘の地方厚生局は、厚生労働省の地方支分部局であり、国の責
任において対応することに変わりはない。
　また、当該事務を自治体に移管した場合、ご提案いただいた、国と自治体間
の情報共有体制やガイドラインの整備を行ったとしても、問題のある登録検査
機関を直接是正する仕組みがなくなることに変わりはなく、事故発生時の迅
速な検査に支障をきたすおそれがある。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

633 規格基準が定められ
た添加物からの、粗
製海水塩化マグネシ
ウム(にがり)の除外

都道府県知事が許可する
添加物製造業に関して、平
成１９年３月３０日付け国の
通知により規格基準が定
められた、６３の添加物か
ら、粗製海水塩化マグネシ
ウム(にがり)を除外するこ
と。

【支障・制度改正の必要性】
粗製海水塩化マグネシウム(にがり)を含む６３の添加物については、「食品、
添加物等の規格基準の一部を改正する件について」平成１９年３月３０日付け
厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知により、新たに規格基準(食品衛
生法第11条第１項)が定められた。
これにより、粗製海水塩化マグネシウムの製造については、都道府県知事が
行う添加物製造業の営業許可と食品衛生管理者の設置が義務付けされ、平
成２０年４月１日より施行されることとなったが、粗製海水塩化マグネシウムの
営業許可等に係る経過措置期間が設けられており、現在も従前の例（営業許
可及び専任の食品衛生管理者の設置が不要）によることができるとされてい
る。
しかしながら、その経過期間が終了した場合、添加物製造業の営業許可と食
品衛生管理者の設置義務が発生するが、「食品衛生管理者」は、医師、歯科
医師、薬剤師、獣医師の資格を有する者、畜産学、水産学、農芸化学の過程
を修了したもの、食品衛生管理者養成施設で所定の過程を修了したもの、食
品衛生管理者養成講習会の課程を修了したもの等の要件がある。
県内の粗製海水塩化マグネシウム製造業者は、経営者を含め従業員に要件
を満たしているものは少なく、零細事業者が多数であり、要件を満たすために
は、多額の費用と期間を要するため、廃業せざるを得ない事業者が多数生じ
ることが予想される。
【参考】
粗製海水塩化マグネシウム（にがり）とは、海水から食塩を製造する際に副産
物として発生するもので、事業者はこれまで豆腐凝固剤や調味料として販売
し、広く利活用されている。

食品衛生法第11
条、第48条、第52
条
食品衛生法施行令
第13条、第35条第
34号
平成19年3月30日
食安発第0330001
号「食品、添加物等
の規格基準の一部
を改正する件につ
いて」

厚生労働省 長崎県 C　対応不可  　食品衛生法第48条及び第52条の規定に基づき、同法第11条に基
づき規格基準が定められた添加物については、添加物製造業の許可
及び食品衛生管理者の設置が義務付けられている。
　粗製海水塩化マグネシウム（にがり）については、「食品、添加物等
の規格基準の一部を改正する件」（平成19年厚生労働省告示第73
号）により、食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370
号）を改正し、新たに成分規格を設定し、平成20年3月31日までの経
過措置期間を設けたところであるが、関係業界からの要望等を踏ま
え、この経過措置期間を延長するとともに、にがりの成分規格の見直
しを進めている。ただし、にがりの由来となる海水は、場所等にもよる
が、海洋汚染による不純物の混入のおそれも指摘されているところで
あり、添加物の安全性を確保し、国民の健康の保護を図るため、にが
りについて成分規格を設けないこととすることは困難であると考えて
いる。
　ご指摘の食品衛生管理者の設置義務に関しては、現在進めている
にがりの成分規格の見直しと併せて、食品衛生管理者養成講習会の
受講者の負担軽減について検討を進めているところである。

  にがりは、塩を精製する際の副産物であるため、海域によっては海洋汚染
による不純物の混入のおそれが危惧されるとあるが、塩の原料となる海水の
採取海域を指定するなどにより対応できないか検討願いたい。
  食品衛生管理者養成講習会の受講者の負担軽減については、現在３０日
程度の受講期間を、にがりの製造に限っては、数日間というような大幅な短
縮を行い、受講者の負担軽減を図っていただきたい。

183 被災した子どもの健
康・生活対策等総合
支援事業（子育て支
援対策費補助金）の
実施主体等の拡大

被災した子どもの健康・生
活対策等総合支援事業
（子育て支援対策費補助
金）の中の「子ども健やか
訪問事業」及び「親を亡くし
た子ども等への相談・援助
事業」について、実施主体
及び事業者に被災県以外
の現に避難者を受け入れ
ている都道府県を加えるこ
と

【見直しの必要性】平成２６年度に創設された「被災した子どもの健康・生活対
策等総合支援事業（子育て支援対策費補助金）」における「子ども健やか訪
問事業」は、東日本大震災により被災し仮設住宅で長期間避難生活を余儀な
くされている子どもを持つ家庭等に対し訪問指導を行う事業であり、「親を亡く
した子ども等への相談・援助事業」は、被災した子どもに対する心と体のケア
に関する相談・援助を行う事業である。
両事業はいずれも事業主体は被災県（岩手県、宮城県、福島県）及び被災指
定都市（仙台市ほか）に限定されており、被災児童を受け入れている都道府
県では活用することが出来ない。被災県以外に避難されている家庭等では、
二重生活による生活費の掛かりましや父親の不在による子どもへの影響、親
のストレス等多くの問題を抱えている。避難先がどこであろうと避難している
子どもを持つ家庭等や子どもたちに対する相談・支援を行うことは必要であ
り、被災県以外でもこの事業が活用できるよう見直しを行う必要がある。
【具体的な支障事例】受入都道府県と被災県は様々な面でお互い連携を図り
ながら事業を実施しているが、上記事業の実施要綱に基づき被災県以外に
避難している子どもや子育て家庭等への支援事業を行うためには、実施主体
である被災県等が避難先の都道府県等に事業を委託することで可能となる。
しかしながら、県外避難者は全国に避難しており避難先の都道府県等に対し
個別に事業委託をすることは現実的には困難であると考える。また、本県に
は４県から避難されている方がいるが、仮に事業を実施しない県があった場
合、避難者として同じ県に避難しているにも関わらず、避難元によって支援
サービスが受けられないといった事態が生じる。受入都道府県は避難元がど
こであろうと平等に支援を行っている。
【見直しによる効果】受入都道府県の避難者については受入自治体が一番実
情を把握していることから、受入都道府県が実施主体及び事業者となること
で、避難元がどこであろうと避難している子どもや子育て家庭等に対し等しく
サービスの提供が可能となり避難している方々は安心して生活を送ることが
できる

被災した子どもの
健康・生活対策等
総合支援事業（子
育て支援対策費補
助金）実施要綱

本県には平成２６
年７月１日現在、母
子で避難されてい
る方が１０９世帯、３
１８名、また、１８歳
以下の児童・生徒
等３９５名が避難生
活を送っている。

厚生労働省
復興庁

秋田県 D　現行規定
により対応
可能

　本事業は東日本大震災復興特別会計を財源としているため、その
使途については、被災地域の復旧・復興に直接資するものを基本と
することとされていることから、使途の厳格化を図る観点により、実施
主体を被災県（岩手県、宮城県、福島県）、被災指定都市等（仙台市
等）及び被災県内市町村に設定しているところである。

　しかしながら、運用においては、実施主体の判断により、実施主体
以外の自治体の避難者に対しても支援が可能となるよう
　　・実施主体から避難者のいる自治体への委託
　　・実施主体から避難者のいる自治体の民間団体への委託
　　・実施主体から委託を受けた民間団体から避難者のいる自治体の
民間団体への委託等、
被災自治体が実施主体として事業の委託を可能としているところであ
る。

　実施主体からの委託による事業が実施可能なことは理解しているが、本県
には岩手県、宮城県及び福島県から避難している子ども達がおり、それぞれ
に支援するためには３県と委託する必要がある。また、被災県にあっては事
業を行いたいと考える各自治体と委託契約するとなると、かなりの事務量が
発生すると思われる。事業の必要性が認められるのであれば、各都道府県が
実施できるよう改正した方が効率的ではないか。また、「被災地域の復旧・復
興に直接資するものを基本とすることとされていることから、使途の厳格化を
図る観点」とされているが、受入都道府県が行う事業については厚生労働省
に事業計画書を提出させるなど要綱等を定めることで厳格化は図られると考
える。

所管（府）省からの回答が「現行規定により対応可能」
となっているが、事実関係について提案団体との間で
十分確認を行うべきである。

587-1 人口動態調査事務シ
ステム及び人口動態
調査オンライン報告シ
ステムの導入等に関
する手続の簡素化

①人口動態調査事務シス
テムの導入申請に関する
添付書類の廃止
②人口動態調査事務シス
テムに係るパソコン・プリン
ター変更時の変更申請の
廃止
③人口動態調査事務シス
テム及び人口動態調査オ
ンライン報告システム関連
の申請事務における経由
機関（都道府県・保健所）
の省略

【制度改正の必要性・支障事例】
人口動態調査事務については、手書き紙媒体での報告方法から、システム導
入による事務の簡素化が図られているところであるが、導入を申請するに当
たってシステム仕様書を添付する必要があり、導入ＰＣの仕様や接続プリン
ターに変更があった場合にも、その都度変更申請を提出することとなってい
る。また、経由機関から進達する必要があるため、利用機関だけでなく、経由
機関における事務量も煩雑である。
また、府内市町村からのシステム導入・変更申請において承認に半年程度を
要するなど、厚生労働省においても事務遅滞が見受けられ、事務の簡素化の
ために申請を行った市町村が長期にわたり手書き報告で対応せざるを得ない
などの事象が起こっている。
【効果】
昨今のパソコン・プリンターは人口動態統計死亡票等に使用する字体に対応
しており、導入申請時にチェックする必要性が低いことから、システム導入時
の届出書類を省略するととともに、変更申請や経由機関を省略する等、事務
の簡素化を図ることで、人口動態調査事務システムに係る事務手続きが大幅
に簡素化され、市町村、都道府県、厚生労働省それぞれの事務量軽減につ
ながる。

・平成２４年７月１７
日統人発0717第１
号「人口動態調査
事務システムの導
入等に関する申請
について」厚生労働
省大臣官房統計情
報部人口動態・保
健社会統計課長通
知
・平成２４年７月12
日統発0712第１号
「人口動態調査オ
ンライン報告システ
ム利用要領」の改
正について厚生労
働省大臣官房統計
情報部長通知

添付資料：
・平成２４年７月１７
日統人発0717第１
号「人口動態調査
事務システムの導
入等に関する申請
について」厚生労働
省大臣官房統計情
報部人口動態・保
健社会統計課長通
知
・平成２４年７月12
日統発0712第１号
「人口動態調査オ
ンライン報告システ
ム利用要領」の改
正について厚生労
働省大臣官房統計
情報部長通知

厚生労働省 京都府、大阪
府、兵庫県、
徳島県

A　実施 ○　以下のとおり一部実施
　人口動態調査事務システム（以下「事務システム」という。）の導入
申請に関する添付書類については、提出先機関のオンライン報告シ
ステムにより確実に取り込むことが出来るFDとなっているか、また、厚
生労働省に設置しているOCR調査票読取装置で読み取り可能なOCR
調査票となっているか等、事務システム導入に当たり人口動態調査
の報告に支障がないよう事前に確認が必要である。そのため、添付
書類の全てを廃止することは困難であるが、要求仕様書等の中で最
低限確認が必要な部分を精査、検討した上で、省略可能な書類につ
いては添付不要としたい。
　なお、当該検討については、８月中に範囲の確定、９月上旬にベン
ダーに意見聴取を行い、９月中旬に結論を得る。

　なお、①②③については、各種通達、要領等の改正が必要であり、
数回に分けての改正は混乱を招く恐れがあることから、同一時期とし
たい。

回答のとおり進めていただきたい。 なし
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管理番号

633

183

587-1

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

C　対応不可
　特定の海域が常に一定の環境状態を維持し続けることは考えにくいことか
ら、特定の海域で採取された海水を原料とした粗製海水塩化マグネシウム
（にがり）を規格基準の対象から外すことは困難であると考えている。
　食品衛生管理者養成講習会の受講者の負担軽減については、現在受講期
間の在り方等も含めて、検討を進めているところである。

D　現行規定
により対応
可能

　本事業は東日本大震災復興特別会計を財源としているため、その使途につ
いては、被災地域の復旧・復興に直接資するものを基本とすることとされてい
ることから、使途の厳格化を図る観点により、実施主体を被災県（岩手県、宮
城県、福島県）、被災指定都市等（仙台市等）及び被災県内市町村に設定し
ているところである。
　しかしながら、運用においては、実施主体の判断により、実施主体以外の自
治体の避難者に対しても支援が可能となるよう
　　・実施主体から避難者のいる自治体への委託
　　・実施主体から避難者のいる自治体の民間団体への委託
　　・実施主体から委託を受けた民間団体から避難者のいる自治体の民間団
体への委託等、
被災自治体が実施主体として事業の委託を可能としているところである。
　  なお、厚生労働省においては、9月30日付けで各自治体に対し事務連絡を
発出し、委託による実施形態等についてあらためて周知を図り、事業の積極
的な推進について依頼したところである。

[再掲]
６【厚生労働省】
（22）被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業（復興庁と共管）
「子ども健やか訪問事業」等の実施主体を、被災県・被災県内の市町村として
いる要件について、事業の積極的な活用を図るため、避難者のいる都道府県
又は市町村等への委託により実施することができることを周知する。
[措置済み（平成26年９月30日付け雇用均等・児童家庭局総務課通知）]

通知 平成26年9月
30日

「被災した子どもの健康・生活対策等総合
支援事業」の推進について（平成26年9月
30日付け事務連絡）

【全国市長会】
事務軽減となるよう、提案団体の意見を十分に尊重さ
れたい。

A　実施 ○　以下のとおり一部実施
　人口動態調査事務システム（以下「事務システム」という。）の導入申請に関
する添付書類については、提出先機関のオンライン報告システムにより確実
に取り込むことが出来るFDとなっているか、また、厚生労働省に設置している
OCR調査票読取装置で読み取り可能なOCR調査票となっているか等、事務
システム導入に当たり人口動態調査の報告に支障がないよう事前に確認が
必要である。
　添付不要とする書類について検討を行った結果、「システム要求仕様書」及
び「チェック仕様及び出力ファイル仕様に相当する書類」（以下「仕様書等」と
いう。）は、申請の際に添付不要とする。ただし、申請書に記載された導入予
定のシステムが、厚生労働省において仕様の確認が出来ていないシステム
（新規参入のメーカーの場合も含む。）であった場合は、仕様書等の提出を求
めることとする。

　なお、①③については、各種通達、要領等の改正が必要であり、数回に分
けての改正は混乱を招く恐れがあることから、同一時期としたい。

６【厚生労働省】
（15）人口動態調査事務システムの導入等に関する事務
（ⅰ）人口動態調査事務システムの導入・変更に係る申請については、添付
書類を簡素化する。
（ⅱ）人口動態調査事務システムの導入・変更に係る申請及び人口動態調査
オンライン報告システムの利用・変更・廃止に係る届出の際の関係機関の経
由については、廃止する。

通知 平成27年4月
1日

○「人口動態調査オンライン報告システム
利用要領」の改正について（平成27年3月
19日統発0319第３号）
○人口動態調査事務システムの導入等に
関する届出について（平成27年３月19日統
人発0319第１号）
○人口動態調査票へのＯＡ機器等のプリ
ンタによる印字に関する届出について（平
成27年３月19日統人発0319第２号）
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

587-2 人口動態調査事務シ
ステム及び人口動態
調査オンライン報告シ
ステムの導入等に関
する手続の簡素化

①人口動態調査事務シス
テムの導入申請に関する
添付書類の廃止
②人口動態調査事務シス
テムに係るパソコン・プリン
ター変更時の変更申請の
廃止
③人口動態調査事務シス
テム及び人口動態調査オ
ンライン報告システム関連
の申請事務における経由
機関（都道府県・保健所）
の省略

【制度改正の必要性・支障事例】
人口動態調査事務については、手書き紙媒体での報告方法から、システム導
入による事務の簡素化が図られているところであるが、導入を申請するに当
たってシステム仕様書を添付する必要があり、導入ＰＣの仕様や接続プリン
ターに変更があった場合にも、その都度変更申請を提出することとなってい
る。また、経由機関から進達する必要があるため、利用機関だけでなく、経由
機関における事務量も煩雑である。
また、府内市町村からのシステム導入・変更申請において承認に半年程度を
要するなど、厚生労働省においても事務遅滞が見受けられ、事務の簡素化の
ために申請を行った市町村が長期にわたり手書き報告で対応せざるを得ない
などの事象が起こっている。
【効果】
昨今のパソコン・プリンターは人口動態統計死亡票等に使用する字体に対応
しており、導入申請時にチェックする必要性が低いことから、システム導入時
の届出書類を省略するととともに、変更申請や経由機関を省略する等、事務
の簡素化を図ることで、人口動態調査事務システムに係る事務手続きが大幅
に簡素化され、市町村、都道府県、厚生労働省それぞれの事務量軽減につ
ながる。

・平成２４年７月１７
日統人発0717第１
号「人口動態調査
事務システムの導
入等に関する申請
について」厚生労働
省大臣官房統計情
報部人口動態・保
健社会統計課長通
知
・平成２４年７月12
日統発0712第１号
「人口動態調査オ
ンライン報告システ
ム利用要領」の改
正について厚生労
働省大臣官房統計
情報部長通知

添付資料：
・平成２４年７月１７
日統人発0717第１
号「人口動態調査
事務システムの導
入等に関する申請
について」厚生労働
省大臣官房統計情
報部人口動態・保
健社会統計課長通
知
・平成２４年７月12
日統発0712第１号
「人口動態調査オ
ンライン報告システ
ム利用要領」の改
正について厚生労
働省大臣官房統計
情報部長通知

厚生労働省 京都府、大阪
府、兵庫県、
徳島県

C　対応不可 　事務システム等に係るパソコン・プリンタの変更申請については、厚
生労働省で申請パソコンの変更処理や①のとおりOCR調査票の読み
取りの可否について、人口動態調査の報告に支障がないよう事前に
確認が必要であることから、廃止は困難である。
　なお、添付書類については、①と同様に検討を行い、９月中旬に結
論を得る。

　なお、①②③については、各種通達、要領等の改正が必要であり、
数回に分けての改正は混乱を招く恐れがあることから、同一時期とし
たい。

添付書類については検討いただけるとのことなので、回答のとおり進めてい
ただきたい。

なし

587-3 人口動態調査事務シ
ステム及び人口動態
調査オンライン報告シ
ステムの導入等に関
する手続の簡素化

①人口動態調査事務シス
テムの導入申請に関する
添付書類の廃止
②人口動態調査事務シス
テムに係るパソコン・プリン
ター変更時の変更申請の
廃止
③人口動態調査事務シス
テム及び人口動態調査オ
ンライン報告システム関連
の申請事務における経由
機関（都道府県・保健所）
の省略

【制度改正の必要性・支障事例】
人口動態調査事務については、手書き紙媒体での報告方法から、システム導
入による事務の簡素化が図られているところであるが、導入を申請するに当
たってシステム仕様書を添付する必要があり、導入ＰＣの仕様や接続プリン
ターに変更があった場合にも、その都度変更申請を提出することとなってい
る。また、経由機関から進達する必要があるため、利用機関だけでなく、経由
機関における事務量も煩雑である。
また、府内市町村からのシステム導入・変更申請において承認に半年程度を
要するなど、厚生労働省においても事務遅滞が見受けられ、事務の簡素化の
ために申請を行った市町村が長期にわたり手書き報告で対応せざるを得ない
などの事象が起こっている。
【効果】
昨今のパソコン・プリンターは人口動態統計死亡票等に使用する字体に対応
しており、導入申請時にチェックする必要性が低いことから、システム導入時
の届出書類を省略するととともに、変更申請や経由機関を省略する等、事務
の簡素化を図ることで、人口動態調査事務システムに係る事務手続きが大幅
に簡素化され、市町村、都道府県、厚生労働省それぞれの事務量軽減につ
ながる。

・平成２４年７月１７
日統人発0717第１
号「人口動態調査
事務システムの導
入等に関する申請
について」厚生労働
省大臣官房統計情
報部人口動態・保
健社会統計課長通
知
・平成２４年７月12
日統発0712第１号
「人口動態調査オ
ンライン報告システ
ム利用要領」の改
正について厚生労
働省大臣官房統計
情報部長通知

添付資料：
・平成２４年７月１７
日統人発0717第１
号「人口動態調査
事務システムの導
入等に関する申請
について」厚生労働
省大臣官房統計情
報部人口動態・保
健社会統計課長通
知
・平成２４年７月12
日統発0712第１号
「人口動態調査オ
ンライン報告システ
ム利用要領」の改
正について厚生労
働省大臣官房統計
情報部長通知

厚生労働省 京都府、大阪
府、兵庫県、
徳島県

A　実施 ○　要望府県以外の都道県、保健所、市区町村も本提案を了承する
ことを前提に以下のとおり実施可能

　申請事務における関係機関の経由については、システム導入申請
前にスケジュールについて、市区町村においては保健所の、保健所
においては指定都市、都道府県の了承を得ることに変更し、廃止した
い。

　なお、①②③については、各種通達、要領等の改正が必要であり、
数回に分けての改正は混乱を招く恐れがあることから、同一時期とし
たい。

回答のとおり進めていただきたい。 なし

372 保育所保育士定数へ
の准看護師算入を可
能とする規制緩和

児童福祉施設の設備運営
基準（省令）により、乳児4
人以上を入所させる保育
所においては、看護師と保
健師が保育士定数に算入
することができるとされて
いる（従うべき基準、民間
保育所に対する国庫負担
対象）が、当該既定を参酌
基準化することなどにより、
准看護士も定数算入対象
とすること。

【支障】保育所における乳幼児の受入れが増える中、こどもの体調急変への
適切な対応などのため、看護師など医療・保健の有資格者を保育所に配置
する必要性が高まっている。省令では、乳児４人以上を入所させる保育所に
あって、看護師又は保健師を１人に限って保育士とみなして配置することがで
きることとされ、看護師配置を促進している。
しかしながら、保育所からは、保育士定数に算入できるのが正看護師に限定
されていることに加え、医療機関においても看護師不足が課題となっている
中、保育所における看護師確保が困難となっており、准看護師まで認めてほ
しいという意見が上がっている。
【改正の必要性】当該規定を参酌基準化することや、省令改正により算入対
象を准看護師まで拡大する規制緩和を行うことで、安心な子育て環境の整
備、また女性の就労促進につながる。
【懸念の解消策】１人限って保育所に配置できる対象範囲を拡大することを考
えており、保育士を無限定に看護師などに置き換えることは想定していない。

児童福祉法　第45
条
児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準　附則第2項

厚生労働省 九州地方知
事会

C　対応不可 　保健師助産師看護師法（平成二六年法律第八三号）において、看
護師は療養上の世話又は診療の補助を行うことを業とする者とされて
いるが、准看護師については、療養上の世話を業とするためには、医
師、歯科医師又は看護師の指示が必要とされている。

　また、資格取得に係る要件も異なることから、看護師と准看護師を
同等とみなすことは困難である。加えて、看護師等を保育士にみなす
措置については、従来６人以上の乳児を入所させる保育所には、看
護師等の配置の努力義務があり、看護師等を配置した場合には配置
基準上保育士に含むものとしていたが、平成10年に乳児に対する保
育士の配置基準を６：１から３：１に引き上げ、看護師等の配置努力義
務を廃止した際に、当分の間の経過措置として、乳児６人以上を入所
させる保育所については、看護師等１人に限り、保育士とみなすこと
ができるものとしたものであって、保育の実施については、保育士が
その専門性を活かし実施することが本来の姿であることをご理解願い
たい。

看護師と准看護師の間には、法律上の資格要件、医療現場における業務内
容に違いがあることは承知しているが、佐賀県内の保育所からは、保育所に
おける業務実態を踏まえると、准看護師でも対応できるという意見が寄せられ
ている。
　※県内で、看護師と准看護師の両方を雇用している保育所において、双方
の業務内容に差を設けている保育所はない。
　※看護師や准看護師を雇用している保育所のほぼすべてが、看護師と准
看護師の保育業務における専門性に差はないと回答している。
本提案は、こうした現場の業務内容を踏まえたものであり、過去構造改革特
区においても提案してきた。

しかしながら、厚生労働省は、保育士とみなすためには、保育士に準じると認
められること（保育職としての専門性）が必要としながら、准看護師と看護師
の看護職としての専門性の違いに着目した説明に終始するなど、一貫して、
看護師が保育所において保育従事者として行っている業務を、准看護師が行
うことができない理由を示されていない。
また、より看護職としての専門性が求められる「病児・病後児保育事業」にお
いては、看護職としての専門性や業務内容の差が明確な准看護師の配置を
認める一方で、保育所における保育職の配置について、看護職としての専門
性や業務内容の差を理由に准看護師の配置を認めないとするこれまでの説
明に矛盾を感じる。
制度創設の経緯などから説明するのではなく、看護師そのものの確保が医療
現場でも難しくなっていることや、人口減少の中、地方においては人員配置の
資格要件を厳格化しすぎると、対象者を確保することが今後ますます厳しくな
ることが予想されるという、現状を踏まえた検討と回答をお願いしたい。

保育所の保育士の配置数に関する「従うべき基準」に
ついては、地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏
まえ標準とし、合理的な理由がある範囲内で、地域の
実情に応じた異なる内容を定めることを許容するべき
である。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。
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管理番号

587-2

587-3

372

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
事務軽減となるよう、提案団体の意見を十分に尊重さ
れたい。

C　対応不可 　事務システム等に係るパソコン・プリンタの変更申請については、厚生労働
省で申請パソコンの変更処理や①のとおりOCR調査票の読み取りの可否に
ついて、人口動態調査の報告に支障がないよう事前に確認が必要であること
から、廃止は困難である。
　①と同様に添付不要とする書類について検討を行った結果、パソコンの変
更申請におけるPCの性能等については、動作確認が出来ていないＯＳ等が
搭載されたＰＣが導入された場合、システムの利用が出来なくなる可能性が
あること、また、プリンタの変更申請の際に調査票のテストプリントを削減し、
本稼働時に厚生労働省のOCR機で正常に読み込めなかった場合、調査票の
再提出が必要となり、その場合は、保健所、都道府県における再度の審査
等、申請市区町村以外でも業務の増加が懸念されることから、従前どおりとし
たい。

（参考）
　パソコンの変更申請に必要な書類・・・「人口動態調査オンライン報告システ
ム利用要領」の別添「人口動態調査オンライン報告システムを利用する機器」
　プリンタの変更申請に必要な書類・・・「人口動態調査事務システムの導入
等に関する申請について」の別紙１に基づいてプリント出力した調査票

【全国市長会】
提案により、事務軽減となるかについて、十分な検討
が必要である。

A　実施 第1次回答と同様

なお、①③については、各種通達、要領等の改正が必要であり、数回に分け
ての改正は混乱を招く恐れがあることから、同一時期としたい。

［再掲］
６【厚生労働省】
（15）人口動態調査事務システムの導入等に関する事務
（ⅰ）人口動態調査事務システムの導入・変更に係る申請については、添付
書類を簡素化する。
（ⅱ）人口動態調査事務システムの導入・変更に係る申請及び人口動態調査
オンライン報告システムの利用・変更・廃止に係る届出の際の関係機関の経
由については、廃止する。

通知 平成27年4月
1日

○「人口動態調査オンライン報告システム
利用要領」の改正について（平成27年3月
19日統発0319第３号）
○人口動態調査事務システムの導入等に
関する届出について（平成27年３月19日統
人発0319第１号）
○人口動態調査票へのＯＡ機器等のプリ
ンタによる印字に関する届出について（平
成27年３月19日統人発0319第２号）

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　看護師を保育士の定数に算入できるとする省令の経過措置は、乳児６人
以上の保育所に１人の看護師の配置を認める制度を４人以上の保育所に１
人とする特区制度を全国展開した段階で、性質を変えており、保育士不足に
対応するとの性質を持ったのではないか。本来は保育士で定数を満たすべき
との説明であったが、それであれば何故、元々は経過措置的な位置付けだっ
た規定を特区制度から全国展開したのか、理由を示されたい。
○　その意味では、保育所における看護師の役割は、看護師が本来担う療養
上の世話等ではなく、一定の医療に関する専門的知識を持つ立場で保育に
参加するというものと考えられる。そうであれば、待機児童が解消されない状
況の下で准看護師も認める制度とすべきではないか。
○　本提案は、看護師一人に限って定数への算入が認められているところ、
待機児童の解消という政策目的に適った方法でその職種を追加するだけで
あり、保育士の定数を減じるものではないため、保育の質に影響しないので
はないか。むしろ、働き手の確保に資するのではないか。

C　対応不可 　保育所における保育の質を確保するためには、保育に関する専門的な知識
と技能を有する保育士資格を持った保育士による保育が行われる必要があ
る。

　看護師等を保育士とみなす措置は、当分の間の経過措置であって、看護師
等に代えて他の有資格者を新たに保育士とみなすことは考えていない。

　また、全国展開したのは、特区の枠組みにおいて特段の問題が生じていな
いと判断されたものについては、速やかに全国展開を推進していくことを原則
とされているためであり、保育士不足に対応したものではない。

６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、
保育所に係る基準については、次のとおりとする。
　・乳児４人以上を入所させる保育所に係る保育士の数の算定（同基準33条
２項及び附則）については、当分の間、当該保育所に勤務する保健師又は看
護師に加え、准看護師についても保育士とみなすことができるよう措置する。

政令 平成27年３
月13日

地域の自主性及び自立性を高めるための
改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律の一部の施行に伴う厚生労
働省関係政令等の整備及び経過措置に関
する政令の一部を改正する政令（平成27
年政令第72号)
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

702 保育所の保育士定数
への准看護師の算入
を可能とする規制緩
和

児童福祉施設の設備運営
基準（省令）により，乳児４
人以上を入所させる保育
所においては，看護師と保
健師が保育定数に算入す
ることができるとされている
（従うべき基準，民間保育
所に対する国庫負担対象）
が，当該省令を参酌基準
化することなどにより，准看
護師も定数算入対象とする
こと。

【支障事例】保育所における乳幼児の受入れが増える中、こどもの体調急変
への適切な対応などのため、看護師など医療・保健の有資格者を保育所に
配置する必要性が高まっている。
省令では、乳児４人以上を入所させる保育所にあって、看護師又は保健師を
１人に限って保育士とみなして配置することができることとされ、看護師配置
を促進している。
しかしながら、保育所においては、保育士定数に算入できるのが正看護師に
限定されており，また，運営費に保育士と看護士の人件費差額が反映されて
いないこと等から，看護師の確保が難しく看護師の配置が進んでいないのが
現状である。
【改正の必要性】当該規定を参酌基準化することや、省令改正により算入対
象を准看護師まで拡大する規制緩和を行うことが必要。
准看護師は，嘱託医の指導の下，適切な保健指導など看護師と同様な役割
を担うことが可能と考えられ，また，病児・病後児保育対策事業の職員配置で
は，准看護師まで認められていることから，保育士定数に算入できる範囲を、
看護師のみでなく准看護師まで拡大し，看護師等を配置しやすくすることが必
要である。

児童福祉法第45
条，児童福祉の設
備及び運営に関す
る基準附則第２項

厚生労働省 鹿児島県 C　対応不可 　保健師助産師看護師法（平成二六年法律第八三号）において、看
護師は療養上の世話又は診療の補助を行うことを業とする者とされて
いるが、准看護師については、療養上の世話を業とするためには、医
師、歯科医師又は看護師の指示が必要とされている。

　また、資格取得に係る要件も異なることから、看護師と准看護師を
同等とみなすことは困難である。加えて、看護師等を保育士にみなす
措置については、従来６人以上の乳児を入所させる保育所には、看
護師等の配置の努力義務があり、看護師等を配置した場合には配置
基準上保育士に含むものとしていたが、平成10年に乳児に対する保
育士の配置基準を６：１から３：１に引き上げ、看護師等の配置努力義
務を廃止した際に、当分の間の経過措置として、乳児６人以上を入所
させる保育所については、看護師等１人に限り、保育士とみなすこと
ができるものとしたものであって、保育の実施については、保育士が
その専門性を活かし実施することが本来の姿であることをご理解願い
たい。

　保育所における看護師等の設置については，看護師等の配置努力義務を
廃止した際の経過措置として規定されたものであるが，保育所において乳幼
児等の体調急変等の際，看護師等がその専門性を活かし対応することは，乳
幼児等の健康保持，ひいては保育所の安全・安心につながることから，その
配置が望ましいと考えている。
　しかしながら、現状として，看護師の確保は今困難な状況にある。
　一方，看護師と准看護師の業務については，法律上差異が設けられている
が，保育所の保育業務における役割においては，両者の専門性の差はほと
んどないところであり，実際，「病児・病後児保育事業」では，看護師の配置と
同等に准看護師の配置を認めている状況がある。
　このため，保育所の現状を考慮し，保育士定数への算入対象を准看護師ま
で拡大すべきである。
　なお，保育所関係団体から，看護師よりも配置が容易な准看護師を保育士
定数に算入することができるようにしてもらいたい旨の要望があるところであ
る。

保育所の保育士の配置数に関する「従うべき基準」に
ついては、地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏
まえ標準とし、合理的な理由がある範囲内で、地域の
実情に応じた異なる内容を定めることを許容するべき
である。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。

204 「保育支援員（仮称）」
の保育士配置定数へ
の算入

国が示す一定基準の研修
課程を受講した者を「保育
支援員（仮称）」と位置づ
け、原則的な保育時間以
外の時間帯において、保育
士とみなして保育業務に携
わることができるよう、従事
できるよう配置基準の見直
しをするもの。

【制度改正の経緯】瑞穂市は交通至便な位置にあり、人口流入が続き、平成
１５年度合併後、１０年間で５，０００人余り（約１１％）人口が増加している。こ
の地域の土地柄から公立保育所が多く、その中で要支援児を保育する保育
士（補助職員である保育士は、全て保育士有資格者である。）を要支援児に
対する加配保育士等、保育の質を確保する取り組みを長年実施してきた。
【支障事例】しかし、朝・夜の時間帯の保育士確保に支障を来している。これ
は、補助職員としての保育士の就労希望時間帯が９時から１５時までが主流
であるため、朝・夜の短時間労働の保育士がいないからである。
【制度改正の必要性】現下の少子化対策は、経済の活性化と労働力の市場
への投入（平成２６年６月「日本再興戦略」改定2014にて「女性の活躍推進」）
を図る国策であるが、子どもの居場所である第１優先の保育所の保育士の確
保が困難な状況下にあるので、早期に保育所の体制強化を図り、子どもの受
け皿を確保して、女性の就労機会の拡大を図るべきである。保育業務の安
全・安心を担保する保育の質の検証を併せて実施しながら、地域の実情も加
味して政策を総動員すべきである。
【懸案の解消策】平成２６年６月３０日の子ども・子育て会議にて議論されてい
る小規模保育における保育従事者としての「子育て支援員（仮称）」を、保育
所における原則的な保育時間以外の時間帯においては、おむつ交換やおや
つ等の生活の支援が主となるため、保育士２人のうち１人の「保育支援員（仮
称）」を保育士とみなして保育業務に携わることができるよう、「保育支援員
（仮称）」として保育士配置基準の見直しを行う。

児童福祉法第１８
条の４、第４５条
児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第３３条

保育業務の安全・
安心を担保するた
め、保育の質を検
証する仕組みを併
せて実施する。

厚生労働省 瑞穂市 C　対応不可
　保育所における保育の質を確保するためには、保育に関する専門
的な知識と技能を有する保育士資格を持った保育士による保育が行
われる必要がある。

　保育の質を確保するうえで、提案のような様々な状況や地域の実情
に対応するためとはいえ、保育士以外の者を保育士とみなすことは適
当ではない。

　なお、保育士確保については、「待機児童解消加速化プラン」による
保育士資格取得支援等の対策を講じているところであるが、年内に
策定予定の「保育士確保プラン」等に基づき更なる対策を講じていく。

　当市は転入人口も多く、待機児童が発生している。加えて、３歳未満児童が
長時間保育を受けることによる保育時間数の増加と、支援を要する児童が多
くなったことにより、多くの保育士が必要となっている。障がい児童や支援を要
する児童への手厚い保育を実施し、保育の質を確保・向上させることは、公
立保育所の使命であると位置づけ運営してきた。
　育児休業保育士の代替職員の採用など機動的な運用が可能となるよう、条
例を平成２５年３月に改正し、育児休業中は定数外扱いを行い、任期付採用
保育士の採用を可能とした。また保育士有資格者である補助職員の雇用条
件を改正し、保育士確保に努力してきた。しかしながら、任期付採用保育士で
は希望者がいなく、また補助職員においては、朝と夜の時間帯に勤務できる
保育士が少なく、結果的に確保に至っていない状況が継続している。
　非常勤職員としての補助職員保育士の任用問題や、ワーキング・プア問
題、また正規職員においては、長時間労働の問題を抱えながら、任用・保育
業務に苦慮している現実がある。
　施策推進をしていることは理解するが、効果が当市において十分発現して
いない状況についてどう把握し認識されているのか。保育士の育成と保育業
務への提供状況や保育士の労働環境の状況の把握・改善を含み、「保育士
確保プラン」等において公立私立の隔たりなく、どう具体的に反映させるの
か、明確にお示しいただきたい。
（補足）当市の待機児童数は平成２６年４月で２７人、７月で３２人となってい
る。
　岐阜県社会福祉協議会の保育士再就職支援事業の活用により、潜在保育
士の掘り起しや再就職研修への協力を行っているが、再就職者の住所地と
勤務地（瑞穂市）までの距離の問題や、希望勤務時間が９時から１５時までが
大多数であり、確保が困難である事実が存在すること。
　また派遣保育士においても、絶対数が少ない中での、近隣市町村との獲得
合戦となっていること。

保育所の保育士の配置数に関する「従うべき基準」に
ついては、地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏
まえ標準とし、合理的な理由がある範囲内で、地域の
実情に応じた異なる内容を定めることを許容するべき
である。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。

247 児童福祉法に基づく
保育所の保育士数に
係る基準緩和

最低2人の保育士を置くこ
ととされている認可保育所
の人員配置の基準につい
て，2人のうち1人について
は，保育士補助者的な者
で可とするなど柔軟に対応
できるよう基準を緩和す
る。

【具体的な支障事例】
中山間地域等の保育所では少子化の影響で，保育所の入所人数が減少して
いる。一方，中山間地域等では，就労人口の減少とともに，保育士不足が顕
著になっている。
保育士の人員配置は入所児童数により算定し，入所児童数は変化するた
め，特定の保育所における具体例を示すことは難しいが，県の中山間地域に
所在する市において，「保育士が足りないため，定員数の入所児童数を受け
ることができないことがある」といった状況がある。
県が運営する「保育士人材バンク」において，中山間地域では，求人情報94
人に対し求職人数は11人となっており，人口減少が顕著な中山間地域におけ
る保育士不足は更に深刻な状況となっている。
【制度改正の必要性】
このような中，保育士配置の最低基準の2人の確保も難しい場合もあり，左記
のような柔軟な対応が必要である。基準緩和の具体的内容としては，例え
ば，一定程度の研修を受けた保育の支援員のような人材の配置などが考え
られる。

児童福祉法第45条
児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第33条

厚生労働省 広島県 C　対応不可 　保育所における保育の質を確保するためには、保育に関する専門
的な知識と技能を有する保育士資格を持った保育士による保育が行
われる必要がある。

　保育の質を確保するうえで、提案のような様々な状況や地域の実情
に対応するためとはいえ、保育士以外の者を保育士とみなすことは適
当ではない。

　なお、保育士確保については、「待機児童解消加速化プラン」による
保育士資格取得支援等の対策を講じているところであるが、年内に
策定予定の「保育士確保プラン」等に基づき更なる対策を講じていく。

　保育士の不足している状況は深刻であり，規定数の保育士を確保できない
結果として，児童を受けれらないケースが生じた場合は，保育の提供そのも
のができなくなる。これを回避するために，やむを得ない場合について一定の
要件の下で基準緩和の選択肢を増やすことも必要ではないかと考えたもので
あリ，保育の質の確保を否定するものではない。

保育所の保育士の配置数に関する「従うべき基準」に
ついては、地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏
まえ標準とし、合理的な理由がある範囲内で、地域の
実情に応じた異なる内容を定めることを許容するべき
である。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。
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管理番号

702

204

247

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　看護師を保育士の定数に算入できるとする省令の経過措置は、乳児６人
以上の保育所に１人の看護師の配置を認める制度を４人以上の保育所に１
人とする特区制度を全国展開した段階で、性質を変えており、保育士不足に
対応するとの性質を持ったのではないか。本来は保育士で定数を満たすべき
との説明であったが、それであれば何故、元々は経過措置的な位置付けだっ
た規定を特区制度から全国展開したのか、理由を示されたい。
○　その意味では、保育所における看護師の役割は、看護師が本来担う療養
上の世話等ではなく、一定の医療に関する専門的知識を持つ立場で保育に
参加するというものと考えられる。そうであれば、待機児童が解消されない状
況の下で准看護師も認める制度とすべきではないか。
○　本提案は、看護師一人に限って定数への算入が認められているところ、
待機児童の解消という政策目的に適った方法でその職種を追加するだけで
あり、保育士の定数を減じるものではないため、保育の質に影響しないので
はないか。むしろ、働き手の確保に資するのではないか。

C　対応不可 　保育所における保育の質を確保するためには、保育に関する専門的な知識
と技能を有する保育士資格を持った保育士による保育が行われる必要があ
る。

　看護師等を保育士とみなす措置は、当分の間の経過措置であって、看護師
等に代えて他の有資格者を新たに保育士とみなすことは考えていない。

[再掲]
６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、
保育所に係る基準については、次のとおりとする。
　・乳児４人以上を入所させる保育所に係る保育士の数の算定（同基準33条
２項及び附則）については、当分の間、当該保育所に勤務する保健師又は看
護師に加え、准看護師についても保育士とみなすことができるよう措置する。

政令 平成27年３
月13日

地域の自主性及び自立性を高めるための
改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律の一部の施行に伴う厚生労
働省関係政令等の整備及び経過措置に関
する政令の一部を改正する政令（平成27
年政令第72号)

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　次の理由から、提案の実現に向け前向きな検討を求める。
　・　第１次回答の中で、地方分権改革推進委員会の第３次勧告で決定済で
あることを指摘するが、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推
進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成23年法律第37号）（第１
次一括法）附則第46条の規定では、「政府は、…（中略）…新児童福祉法…
（中略）…第四十五条…（中略）…並びに附則第四条の規定の施行の状況等
を勘案し、これらの規定に規定する基準及びこれらの規定に基づき国の行政
機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認めると
きは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されてい
る。
　・　東京都のように認証保育所（認可外保育所）を懸命に増やしても待機児
童が解消されていない地域が存在する一方で、こうした独自の認証保育所が
高い評価を得ている実態もあることは、附則第46条に照らしても「事情の変
更」と言えるのではないか。
　・　待機児童解消のため、認可保育所と異なる基準を持った地域型保育事
業を導入することも、待機児童解消のために保育制度全般の枠組みが変わ
るという「事情の変更」であり、これも附則第46条が想定していることではない
のか。
　・　認可保育所における保育従事者にすべて保育士を要求する理由として
「子どもによって保育士とそうでない者が対応することになり不適切」と説明し
ているが、地域型保育等の新制度において、認可保育所以外では全てが保
育士であることを義務付けていないことは、説明の一貫性を欠いている。

C　対応不可
　前回、回答したとおり、保育所における保育の質を確保するためには、保育
に関する専門的な知識と技能を有する保育士資格を持った保育士による保
育が行われる必要があり、保育士以外の者を保育士とみなすことは適当では
ない。

　保育士確保対策については、国、自治体が連携して取り組む必要があると
考えており、年内に策定予定の「保育士確保プラン」等に基づき更なる対策を
講じていく。

　小規模保育については、待機児童が多い３歳未満児について、一定の質を
確保した保育の受け皿を増やしていく必要があること等から、新たに設けたも
の。

　認可外保育施設が増える中で、できる限りその質を向上させて新制度の体
系に取り組んでいくという観点から、１名の追加配置を求めるとともに、保育
士の配置比率が向上するよう、段階的に保育所と同数の職員配置となるよう
促すこととしたものである。

　子ども・子育て会議の場においても、小規模保育は認可保育所とは別のも
のであり、質の確保向上を目指すべきであるという方向性や、認可保育所の
人員配置基準の緩和につながるものではないという認識が共有されていると
ころ。

６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、
保育所に係る基準については、次のとおりとする。
・朝、夕の時間帯であって、保育する児童が１人である場合等における保育士
の数が２人を下回ってはならないという取扱い（基準33条２項）について、地
方の実情を踏まえて、引き続き検討を進める。
上記（ⅰ）（ⅱ）に加え、平成27年４月からの子ども・子育て支援新制度の着実
な施行を図るとともに、「待機児童解消加速化プラン」及び「保育士確保プラ
ン」に基づき、地方公共団体と連携して、保育士確保対策（潜在保育士の復
帰支援を含む。）に強力に取り組む。

事務連絡 平成27年３
月19日

保育所等において必要な保育士の確保が
難しい状況にある場合の対応について（平
成27年３月19日厚生労働省雇用均等・児
童家庭局保育課事務連絡）

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　次の理由から、提案の実現に向け前向きな検討を求める。
　・　第１次回答の中で、地方分権改革推進委員会の第３次勧告で決定済で
あることを指摘するが、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推
進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成23年法律第37号）（第１
次一括法）附則第46条の規定では、「政府は、…（中略）…新児童福祉法…
（中略）…第四十五条…（中略）…並びに附則第四条の規定の施行の状況等
を勘案し、これらの規定に規定する基準及びこれらの規定に基づき国の行政
機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認めると
きは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されてい
る。
　・　東京都のように認証保育所（認可外保育所）を懸命に増やしても待機児
童が解消されていない地域が存在する一方で、こうした独自の認証保育所が
高い評価を得ている実態もあることは、附則第46条に照らしても「事情の変
更」と言えるのではないか。
　・　待機児童解消のため、認可保育所と異なる基準を持った地域型保育事
業を導入することも、待機児童解消のために保育制度全般の枠組みが変わ
るという「事情の変更」であり、これも附則第46条が想定していることではない
のか。
　・　認可保育所における保育従事者にすべて保育士を要求する理由として
「子どもによって保育士とそうでない者が対応することになり不適切」と説明し
ているが、地域型保育等の新制度において、認可保育所以外では全てが保
育士であることを義務付けていないことは、説明の一貫性を欠いている。

C　対応不可 　前回、回答したとおり、保育所における保育の質を確保するためには、保育
に関する専門的な知識と技能を有する保育士資格を持った保育士による保
育が行われる必要があり、保育士以外の者を保育士とみなすことは適当では
ない。

　保育士確保対策については、国、自治体が連携して取り組む必要があると
考えており、年内に策定予定の「保育士確保プラン」等に基づき更なる対策を
講じていく。

　小規模保育については、待機児童が多い３歳未満児について、一定の質を
確保した保育の受け皿を増やしていく必要があること等から、新たに設けたも
の。

　認可外保育施設が増える中で、できる限りその質を向上させて新制度の体
系に取り組んでいくという観点から、１名の追加配置を求めるとともに、保育
士の配置比率が向上するよう、段階的に保育所と同数の職員配置となるよう
促すこととしたものである。

　子ども・子育て会議の場においても、小規模保育は認可保育所とは別のも
のであり、質の確保向上を目指すべきであるという方向性や、認可保育所の
人員配置基準の緩和につながるものではないという認識が共有されていると
ころ。

[再掲]
６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、
保育所に係る基準については、次のとおりとする。
・朝、夕の時間帯であって、保育する児童が１人である場合等における保育士
の数が２人を下回ってはならないという取扱い（基準33条２項）について、地
方の実情を踏まえて、引き続き検討を進める。
上記（ⅰ）（ⅱ）に加え、平成27年４月からの子ども・子育て支援新制度の着実
な施行を図るとともに、「待機児童解消加速化プラン」及び「保育士確保プラ
ン」に基づき、地方公共団体と連携して、保育士確保対策（潜在保育士の復
帰支援を含む。）に強力に取り組む。

事務連絡 平成27年３
月19日

保育所等において必要な保育士の確保が
難しい状況にある場合の対応について（平
成27年３月19日厚生労働省雇用均等・児
童家庭局保育課事務連絡）
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各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

708 公立施設が幼保連携
型認定こども園に移
行する際に必要な設
備基準（自園調理）の
緩和

幼保連携型認定こども園
に係る省令に規定される食
事の提供について、満三歳
児以上の園児に対する場
合にのみ認められる外部
搬入を、公立施設について
はすべての年齢の園児に
対して外部搬入による食事
の提供を認めるよう、当該
年齢制限を撤廃すること。

現在、当市では保育所の食事の提供については、「構造改革特別区域法第３
条に基づく構造改革特別区域基本方針別表２の「920　公立保育所における
給食外部搬入の容認事業」」の認定を受け、給食センター方式による外部搬
入により、０・１・２歳児の給食を提供している。
子ども子育て支援新制度施行に伴い、公立の保育所及び幼稚園が幼保連携
型認定こども園に移行する際、現在は満３歳未満児について、自園調理が義
務付けられているため、当市では公立施設が幼保連携型認定こども園へ移
行することが困難になっている。
そこで、公立施設については特区における実績を踏まえ年齢制限を撤廃する
ことにより、幼保連携型認定こども園への円滑な移行を可能とすることを提案
するもの。
なお、「構造改革特別区域法第３条に基づく構造改革特別区域基本方針別表
２の「920　公立保育所における給食外部搬入の容認事業」」の認定内容を保
育所だけではなく、幼保連携型認定こども園も追加することにより、対応でき
る場合はそちらで対応をお願いしたい。

幼保連携型認定こ
ども園の学級の編
制、職員、設備及び
運営に関する基準
第７条第３項及び
同基準第１３条第１
項において読み替
えて準用する児童
福祉施設の設備及
び運営に関する基
準第３２条の２

内閣府、文部
科学省、厚生
労働省

安城市 E　提案の実
現に向けて
対応を検討

　公立の保育所と同様に、公立の幼保連携型認定こども園における３
歳未満児の食事の提供についても、特区の枠組みの中で、外部搬入
方式を認める方向で検討していく。

安城市では子ども・子育て支援事業計画内で、0・1・2歳児の量の確保策の一
つとして、公立幼稚園を認定こども園化すること考えている。
ただし、現在安城市立の保育園で構造改革特区により0・1・2歳児に対する給
食の外部搬入方式が認められている一方で、認定こども園では認められない
ことにより、認定こども園への移行についての具体的検討が進められないで
いる。
そこで、認定こども園において、外部搬入方式で３号認定者の給食を提供で
きるようになれば、当市の認定こども園において、３号認定者を受け入れるこ
とができ、保護者にとっても選択肢が広がるため、特区の拡充により、３号認
定者への給食提供を容認していただきたい。
実施時期については、現在策定中の事業計画で、平成３０年度に認定こども
園化を実現し２号３号認定者の受け入れを行いたいと考えており、市民及び
在園児の保護者への周知期間が３年程度必要であるため、平成２６年度末ま
でに方針を定めていただけるとありがたい。

「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員
会第３次勧告の趣旨を踏まえ、廃止し、又は標準もし
くは参酌すべき基準へ移行するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。

159 児童発達支援セン
ターにおける利用者
への食事提供方法の
基準の緩和

児童福祉施設の利用者へ
の食事提供方法について
は、「児童福祉施設の設備
及び運営に関する基準」に
より、施設内での調理が義
務付けられているが、児童
発達支援センターにおける
食事提供方法について、施
設外で調理されたものを搬
入し提供する方法等施設
内での調理以外の方法も
認める。

【現行制度】
　児童発達支援センターを利用している障がい児に食事を提供する場合は，
「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」により、当該センター内で調
理をする方法により提供しなければならないことから、当該センターを設置す
る場合は、調理員の確保や調理用設備などの整備が必要である。
【支障事例】
　本県のような人口が少ない県では、児童発達支援センターの規模が小さく、
利用者も少なく、かつサービス提供に係る報酬額（収入額）も少ない中で、自
前の施設で食事を提供することは、非常にコストがかかり、非効率的であり、
当該センターの設置や施設の経営上大きな問題となっている。
【規制緩和の必要性】
　施設内調理以外の方法（配食を行っている民間事業者が調理した食事を外
部搬入、関連する施設で一体的に調理した食事を提供、地域の学校給食セン
ターが調理した給食を搬入等）を認めるなど、地域の実情に合わせて柔軟な
対応ができるよう、規制緩和することにより、人口の少ない地域においても、
児童発達支援センターの設置促進と安定的な運営が可能となる。
【規制緩和の効果】
　外部搬入方式等が可能となれば、児童発達支援センターの設置や運営に
係るコストが削減できるとともに、食事の提供数が少数であっても、食材の質
の確保及び種類豊富な献立を効率的に提供することが可能となる。また、コ
ストの削減により、経営の効率化が図られることから、新たな児童発達支援セ
ンターの設置を促し地域支援体制の強化が図られるとともに、削減したコスト
を障がい特性に応じた療育の実施等障がい児の処遇の向上に充てることが
できる。

児童福祉法第４５
条
児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第１１条

厚生労働省 鳥取県 C　対応不可 　ご提案については、児童発達支援センターにおける運営の合理化を
進める等の観点から、一定の要件を満たした場合、児童発達支援セ
ンターにおける給食の外部搬入が可能となるよう、構造改革特別区域
法に基づき「児童発達支援センターにおける給食の外部搬入方式の
容認事業」による特例を設け、鳥取県を含め、一部の自治体で外部搬
入を実施しているところであるが、全国展開については、現在実施件
数が少なく十分な評価を行うことができないことから、平成28年度に
予定している別途実施中の保育所の外部搬入についての評価とあわ
せて評価を行い、対応を検討してまいりたい。

　評価実施後、その評価結果を踏まえて、全国展開について検討すべき。 「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員
会第３次勧告を踏まえ、廃止し、又は標準もしくは参
酌すべき基準へ移行するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。

951 児童発達支援セン
ターにおける利用者
への食事提供方法の
基準の緩和

児童福祉施設の利用者へ
の食事提供方法について
は、「児童福祉施設の設備
及び運営に関する基準」に
より、施設内での調理が義
務付けられているが、児童
発達支援センターにおける
食事提供方法について、施
設外で調理されたものを搬
入し提供する方法等施設
内での調理以外の方法も
認める。

【現行制度】
児童発達支援センターを利用している障がい児に食事（給食）を提供する場合は，
「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」により、当該センター内で調理をする
方法により提供しなければならないとされていることから、当該センターを設置する場
合は、調理員の確保や調理用設備などの整備が必要となってくる。
【支障事例】
しかし、本県のような人口が少ない県では、児童発達支援センターの規模が小さく、
利用者も少なく、かつサービス提供に係る報酬額（収入額）が少ない中で、自前の施
設で食事を提供することは、非常にコストがかかり、非効率的であり、当該センターの
設置や施設の経営上大きな問題となっている。
【規制緩和の効果】
食事提供の方法として、施設内で調理をする以外の方法、例えば、外部搬入方式が
可能となれば、設置や運営に係るコストが削減できるとともに、食事の提供数が少数
であっても、食材の質の確保及び種類豊富な献立を効率的に提供することが可能と
なる。
また、コストの削減により、経営の効率化が図られることから、新たな児童発達支援
センターの設置を促し地域支援体制の強化が図られるとともに、削減したコストを障
がい特性に応じた療育の実施等障がい児の処遇の向上に充てることができる。
【規制緩和の必要性】
児童発達支援センターの設置促進と安定的な経営を行うため、施設内調理以外の方
法（配食を行っている民間事業者が調理した食事を外部搬入する方法、関連する施
設で一体的に調理した食事を提供する方法、地域の学校給食センターが調理した給
食を搬入する方法等）も認めるなど、地域の実情に合わせた柔軟な対応ができるよ
う、基準を緩和すべきである。
なお、同じ通所サービスである保育所や、障害福祉サービス事業所においては、既
に、ある一定の要件を満たせば、外部搬入方式などが認められている。

児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第１１条

厚生労働省 中国地方知
事会

C　対応不可 　ご提案については、児童発達支援センターにおける運営の合理化を
進める等の観点から、一定の要件を満たした場合、児童発達支援セ
ンターにおける給食の外部搬入が可能となるよう、構造改革特別区域
法に基づき「児童発達支援センターにおける給食の外部搬入方式の
容認事業」による特例を設け、一部の自治体で外部搬入を実施してい
るところであるが、全国展開については、現在実施件数が少なく十分
な評価を行うことができないことから、平成28年度に予定している別
途実施中の保育所の外部搬入についての評価とあわせて評価を行
い、対応を検討してまいりたい。

　評価実施後、その評価結果を踏まえて、全国展開について検討すべき。 「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員
会第３次勧告を踏まえ、廃止し、又は標準もしくは参
酌すべき基準へ移行するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。



90／204

管理番号

708

159

951

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分な検討を求め
る。

○　構造改革特区において課題が指摘されており、提案は認められないと主
張するが、市町村が実施責任を持つ以上、（市町村の委託を受けた）私立で
あっても公立であっても対応は可能であるはずである。
○　課題を克服するための厳しい基準を示した上で、これを守れる施設には
選択肢を与えるべきである。
○　特区認定を受け外部搬入を実施していた公立保育所が民営化できないと
いった支障事例もある。

E　提案の実
現に向けて
対応を検討

　26年度末までには対応方針をお示しする。 [再掲]
６【厚生労働省】
（14）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する
法律（平18法77）（文部科学省と共管）
（ⅱ）幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する
基準（平26内閣府・文部科学省・厚生労働省令１）のうち、３歳未満児の食事
の提供については、次のとおりとする。
・公立の幼保連携型認定こども園については、公立の保育所と同様、構造改
革特別区域において外部搬入方式を認めることができるよう措置する。

省令 平成27年９
月４日

公立の幼保連携型認定こども園について
は、「内閣府・文部科学省・厚生労働省関
係構造改革特別区域法第三十四条に規定
する政令等規制事業に係る主務省令の特
例に関する措置を定める命令」（平成27年
内閣府・文部科学省・厚生労働省令第７
号）により措置済。それ以外については、
平成28年度の構造改革特別区域推進本
部評価・調査委員会において評価・検討を
行う予定。

○　構造改革特区において課題が指摘されており、提案は認められないと主
張するが、市町村が実施責任を持つ以上、（市町村の委託を受けた）私立で
あっても公立であっても対応は可能であるはずである。
○　課題を克服するための厳しい基準を示した上で、これを守れる施設には
選択肢を与えるべきである。
○　特区認定を受け外部搬入を実施していた公立保育所が民営化できないと
いった支障事例もある。

C　対応不可 　ご提案については、児童発達支援センターにおける運営の合理化を進める
等の観点から、一定の要件を満たした場合、児童発達支援センターにおける
給食の外部搬入が可能となるよう、構造改革特別区域法に基づき「児童発達
支援センターにおける給食の外部搬入方式の容認事業」による特例を設け、
鳥取県を含め、一部の自治体で外部搬入を実施しているところであるが、全
国展開については、現在実施件数が少なく十分な評価を行うことができない
ことから、平成28年度に予定している別途実施中の保育所の外部搬入につ
いての評価とあわせて評価を行い、対応を検討してまいりたい。

○　構造改革特区において課題が指摘されており、提案は認められないと主
張するが、市町村が実施責任を持つ以上、（市町村の委託を受けた）私立で
あっても公立であっても対応は可能であるはずである。
○　課題を克服するための厳しい基準を示した上で、これを守れる施設には
選択肢を与えるべきである。
○　特区認定を受け外部搬入を実施していた公立保育所が民営化できないと
いった支障事例もある。

C　対応不可 　ご提案については、児童発達支援センターにおける運営の合理化を進める
等の観点から、一定の要件を満たした場合、児童発達支援センターにおける
給食の外部搬入が可能となるよう、構造改革特別区域法に基づき「児童発達
支援センターにおける給食の外部搬入方式の容認事業」による特例を設け、
一部の自治体で外部搬入を実施しているところであるが、全国展開について
は、現在実施件数が少なく十分な評価を行うことができないことから、平成28
年度に予定している別途実施中の保育所の外部搬入についての評価とあわ
せて評価を行い、対応を検討してまいりたい。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

274 保育所に配置する職
員数や居室面積に係
る義務付け・枠付けの
見直し

保育所における居室等の
面積、保育士の配置につ
いて、従うべき基準から標
準あるいは参酌基準に変
更し、地域の実情に応じて
基準を設定できるようにす
ること。

【制度改正の必要性等】住民に身近な行政サービスである保育所の設置運
営基準については、地域ごとの事情は千差万別であることから、全国一律の
規制を行うのではなく、地方自治体の裁量の余地を広げ、地域の実情に応じ
た基準を設定できるようにすることが必要である。
（待機児童が多く、地価が高く市街地が過密した都市部と、待機児童が少な
く、地価も比較的安価で土地利用にゆとりのある地域とを一律に同じ基準で
縛ることは不合理である。）
そのため、児童福祉法第45条第2項第2号等により従うべき基準とされている
保育所における居室等の面積、保育士の配置について、標準あるいは参酌
基準に変更し、地域の実情に応じて基準を設定できるようにすべきある。
【制度改正の経緯】第１次一括法に基づき、平成２４年４月から児童福祉施
設・サービスの人員・設備・運営基準等は都道府県等の条例に委任され、人
員・居室面積等の厚生労働省令で定める基準は従うべき基準、その他は参
酌すべき基準とされた。
ただし、保育所の居室面積基準について、地価が高く、待機児童が１００人以
上いる地域において厚生労働大臣が指定する地域にあっては、政令で定め
る日までの間は、「標準」とする特例措置が創設された。
（平成23年9月に34都市が指定され、その後の追加等で現在は40都市（埼玉
県内は3市））
埼玉県においては、平成24年12月議会で埼玉県児童福祉法施行条例を制定
し、第1次一括法附則第4条の規定により厚生労働大臣が指定した地域は平
成27年3月31日までの間、満1歳以上満2歳未満の幼児に限り、1人当たり居
室面積を2.5㎡まで緩和可能とした。

児童福祉法第４５
条第２項第２号、附
則第４条
児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準
（昭和２３年１２月２
９日厚生省令第６３
号）
地域の自主性及び
自立性を高めるた
めの改革の推進を
図るための関係法
律の整備に関する
法律附則第４条の
基準を定める省令
（平成２３年厚生労
働省令第１１２号）

厚生労働省 埼玉県 C　対応不可 　子どもの健康や安全、発達の保障に直接影響を与える事項につい
ては国が最低限の基準を定めるべきであり、保育の質等に深刻な影
響が生じ得るものについては「従うべき基準」として全国一律の基準と
している。その理解の下、既に「地方分権改革推進計画」（平成21年
12月15日閣議決定）において、以下のとおり結論が出ており、その後
の特段の事情変更も認められない。

※地方分権改革推進計画（平成21年12月15日閣議決定）抄
「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（45 条２項）を、条例
（制定主体は都道府県、指定都市、中核市（ただし、助産施設、母子
生活支援施設及び保育所に限る。）及び児童相談所設置市）に委任
する。

　条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に
係る規定、配置する職員の員数に関する基準に係る規定、居室の面
積に関する基準に係る規定並びに施設の利用者及びその家族に対
する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施設の
利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備
及び運営に関する基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。た
だし、保育所にあっては、東京等の一部の区域に限り、待機児童解消
までの一時的措置として、居室の面積に関する基準に係る規定は、
「標準」とする。

　本提案は、保育所における居室等の面積、保育士の配置について、従うべ
き基準から標準あるいは参酌基準に変更し、地域の実情に応じて基準を設定
できるようにすることを提案するものである。

　本来、地方自治体がサービス、施策等のあり方についての説明責任を負う
べきであり、何らかのニーズに対応する見直しの必要性の判断も、地方自治
体の責任において行うようにしなければならないと考える。
　この趣旨から、地方自治体に権限の移譲を求めるものである。

　本提案は、保育所における居室等の面積、保育士の配置につ
いて、従うべき基準から標準あるいは参酌基準に変更し、地域の
実情に応じて基準を設定できるようにすることを提案するものであ
る。
　本来、地方自治体がサービス、施策等のあり方についての説明
責任を負うべきであり、何らかのニーズに対応する見直しの必要
性の判断も、地方自治体の責任において行うようにしなければな
らないと考える。
　この趣旨から、地方自治体に権限の移譲を求めるものである。
　第1次回答では、平成21年以後、特段の事情変更も認められな
いとあるが、今や人口減少・超高齢化に対する危機感は次元が
異なるレベルにあり、子育てや女性が就業しやすい環境づくりは
国家的な喫緊の課題となっており、政策の見直しが必要である。
　政府のまち・ひと・しごと創生本部が9月12日に決定した「基本方
針」においては、「基本目標」として「従来の取組の延長線上には
ない次元の異なる大胆な政策を確かな結果が出るまで断固とし
て実施していく」とされているところである。
※「基本方針」（平成26年9月12日まち・ひと・しごと創生本部決
定）抄
１　基本目標
　（略）人口減少・超高齢化という危機的な現実を直視しつつ、従
来の取組の延長線上にない次元の異なる大胆な政策を、中長期
の観点から、確かな結果がでるまで断固として力強く実行してい
く。
２　基本的視点
（１）若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現
　人口減少を克服するため、若い世代が安心して働き、希望通り
結婚・出産・子育てをすることができる社会経済環境を実現する。

744 保育所に関する基準
に係る地方の裁量拡
大

保育所の基準にかかる条
例を都道府県が制定する
に当たり、従わなければな
らないとされている府省令
で定める事項について、参
酌化すること。

【現在の制度】児童福祉法第45条にて、都道府県は、児童福祉施設の設備及
び運営について、条例で定めることを求められている。条例制定にあたって
は、同条第2項により厚生労働省令の定めるところに従うこととされている。
【制度改正の必要性】平成13年度に創設した都独自の基準を定めた認証保
育所では、基準面積の年度途中の弾力的運用を認め（2歳未満児居室面積
について年度当初3.3㎡→年度途中2.5㎡）、産休、育休明けなどの年度途中
の保育ニーズの受け皿として柔軟に対応している。また、保育従事職員の資
格要件について、保育士以外の多様な人材の活用を可能にするため、保育
士については常勤6割としており、制度開設後12年を経過しているが、これま
で適切に運営され、多様な保育ニーズに応えている。
こうした地域の実情に応じた基準により設置している認証保育所は、制度創
設以来、毎年度増え続け、直近10年でみると、認証保育所が543か所、認可
保育所296か所増加し、増加の7割を認証保育所が占めており、都の保育施
策で大きな実績を上げている。それでもなお、都内の待機児童数は8千人を
超えており、解消に向けた保育サービスの拡充が急務である。
そのため、児童福祉施設の整備及び運営に関する基準のうち保育所に係る
「従うべき基準」について、「参酌すべき基準」に見直していただきたい。
これにより、認証保育所と同様に、認可保育所についても基準面積の弾力的
運用が可能となり、待機児童対策や要支援児童への適切な保育の提供に資
する。また、保育士以外の資格を持つ者の活用や資格要件の緩和により、現
状でも不足している保育人材の有効活用が図られる。

児童福祉法第４５
条
児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第３２条、第
３２条の２、第３３
条、第３５条

厚生労働省 東京都 C　対応不可 子どもの健康や安全、発達の保障に直接影響を与える事項について
は国が最低限の基準を定めるべきであり、保育の質等に深刻な影響
が生じ得るものについては「従うべき基準」として全国一律の基準とし
ている。その理解の下、既に「地方分権改革推進計画」（平成21年12
月15日閣議決定）において、以下のとおり結論が出ており、その後の
特段の事情変更も認められない。

※地方分権改革推進計画（平成21年12月15日閣議決定）抄
「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（45 条２項）を、条例
（制定主体は都道府県、指定都市、中核市（ただし、助産施設、母子
生活支援施設及び保育所に限る。）及び児童相談所設置市）に委任
する。

　条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に
係る規定、配置する職員の員数に関する基準に係る規定、居室の面
積に関する基準に係る規定並びに施設の利用者及びその家族に対
する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施設の
利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備
及び運営に関する基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。た
だし、保育所にあっては、東京等の一部の区域に限り、待機児童解消
までの一時的措置として、居室の面積に関する基準に係る規定は、
「標準」とする。

保育従事者の資格要件について、来年度からの子ども・子育て支援新制度で
は、新たに区市町村認可となる家庭的保育や小規模保育において、保育士
の配置を、５割で可としている。
また、都において認証保育所基準（面積基準を年度途中２．５㎡まで弾力化
可能、保育従事者を保育士６割以上）で認定している地方裁量型認定こども
園や認可外部分も含む幼稚園型認定こども園も新制度では給付の対象とな
る。
このように、国は保育従事者の保育士資格要件について、認可保育所には１
０割配置を求める一方、小規模保育や地方裁量型・幼稚園型認定こども園で
は、１０割配置を求めていないという事実が示すように、国の定める基準は整
合性を欠いている。

面積基準の緩和について、特例による時限措置の場合では、時限措置終了
後に待機児童数が増加することが懸念される。
また、時限による定員増は、職員配置の面でも臨時雇用にせざるを得ないた
め、現在の時限的な緩和措置も使いづらい制度となっている。
そのため、特例措置の延長ではなく、地域の実情に応じて、地方自治体が安
定的に保育サービスを提供できるよう、保育所の基準は、参酌基準とすべき
と考える。

「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員
会第３次勧告を踏まえ、廃止し、又は標準もしくは参
酌すべき基準へ移行するべきである。

520 児童福祉施設の設備
及び運営に関する基
準における「従うべき
基準」の緩和

「児童福祉施設の設備及
び運営に関する基準」にお
いて「職員」の配置につい
ては、都道府県が条例を
定めるに当たって「従うべ
き基準」とされている。
「児童家庭支援センターの
設置運営等について」（厚
生省児童家庭局長）では、
当センターに配置する職員
を「相談・支援を担当する
職員」（2名）と心理療法等
を担当する職員(1名）と示
しており、児童福祉施設等
に附置している場合、入所
者等の直接処遇の業務は
行わないものであることと
されている。
これを本体施設の業務に
支障のない範囲において
兼務を認めることを求め
る。

国が示す「社会的養護の課題と将来像」では、施設で生活する子どもが9割、
里親家庭で生活する子どもが1割である現状を、①ユニット化した本体施設、
②グループホーム、③里親・ファミリーホームで生活する子どもの割合を3分
の１ずつにするなどの目標を掲げており、これを実現するため都道府県計画
の策定が義務付けられているところであるが、特に③里親・ファミリーホーム
については、３割へ引き上げるには相当の行政によるバックアップが必要な
状況にある。
施設内附置の方法による同センター設置が現実的なところではあるものの、
各施設とも人員配置上の余裕も少なく、専従要件を満たすことができない。一
般的には、職員配置については、子どもの処遇に直接影響する内容ではある
ので安易な緩和は適当ではないと考えるが、里親等への支援を期待される
「児童家庭支援センター」の職員配置に関しては、業務に支障のない範囲で
の兼務であれば、子どもの処遇への大きな影響は考えにくく、むしろセンター
を設置することによるメリットの方が大きいと考える。

児童福祉法第45条
第２項
児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第８条等

厚生労働省 神奈川県 C　対応不可 　子どもの健康や安全、発達の保障に直接影響を与える事項につい
ては国が最低限の基準を定めるべきであり、保育の質等に深刻な影
響が生じ得るものについては「従うべき基準」として全国一律の基準と
している。その理解の下、既に「地方分権改革推進計画」（平成21年
12月15日閣議決定）において、以下のとおり結論が出ており、その後
の特段の事情変更も認められない。また、「児童家庭支援センターの
設置運営等について」（平成10年5月18日付け児発第397号厚生省児
童家庭局長通知）の職員の配置等については児童家庭支援センター
を適正に運営するための規定であるため、見直しは考えていない。

※地方分権改革推進計画（平成21年12月15日閣議決定）抄
「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（45 条２項）を、条例
（制定主体は都道府県、指定都市、中核市（ただし、助産施設、母子
生活支援施設及び保育所に限る。）及び児童相談所設置市）に委任
する。

　条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に
係る規定、配置する職員の員数に関する基準に係る規定、居室の面
積に関する基準に係る規定並びに施設の利用者及びその家族に対
する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施設の
利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備
及び運営に関する基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。た
だし、保育所にあっては、東京等の一部の区域に限り、待機児童解消
までの一時的措置として、居室の面積に関する基準に係る規定は、
「標準」とする。

児童虐待通告が増加の一途をたどり、児童相談所の体制がそれに追いつか
ない状況の中で、児童家庭支援センターには、比較的軽微な内容で児童相
談所でなくても対応可能なケースを分担してもらうことで、地域の児童虐待へ
対応する体制の充実強化と、施設を退所した児童のアフターケアの充実を期
待したいが、特に心理職員の人材確保が厳しくセンターが開設できない状況
にある。
　職員体制については、事業の質を左右する重要な要素と理解するところで
はあるが、心理職員の実質的な業務の内容としても、例えば、対象となる子
ども自身が学習等のためにセンターに不在の時間もあり、また、施設併設型
であれば、必要に応じて、直ちに駆けつけることもできると考えることから、専
従としなければ直ちに児童の処遇に多大な影響があると考えにくい。
　よって、特に施設併設型については心理職員の兼務を認めていただきた
い。

児童家庭支援センターの職員の配置数に関する「従う
べき基準」については、地方分権改革推進委員会第３
次勧告を踏まえ標準とし、合理的な理由がある範囲
内で、地域の実情に応じた異なる内容を定めることを
許容するべきである。
それまでの間については、提案団体の提案の実現に
向けて、積極的な検討を求める。
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全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

【保育士配置・居室面積基準の参酌基準化】
○　次の理由から、提案の実現に向け前向きな検討を求める。
　・　第１次回答の中で、地方分権改革推進委員会の第３次勧告で決定済であることを指摘するが、「地
域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成
23年法律第37号）（第１次一括法）附則第46条の規定では、「政府は、…（中略）…新児童福祉法…（中
略）…第四十五条…（中略）…並びに附則第四条の規定の施行の状況等を勘案し、これらの規定に規定
する基準及びこれらの規定に基づき国の行政機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必
要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されている。
　・　東京都のように認証保育所（認可外保育所）を懸命に増やしても待機児童が解消されていない地域
が存在する一方で、こうした独自の認証保育所が高い評価を得ている実態もあることは、附則第46条に
照らしても「事情の変更」と言えるのではないか。
　・　待機児童解消のため、認可保育所と異なる基準を持った地域型保育事業を導入することも、待機児
童解消のために保育制度全般の枠組みが変わるという「事情の変更」であり、これも附則第46条が想定
していることではないのか。
　・　認可保育所における保育従事者にすべて保育士を要求する理由として「子どもによって保育士とそう
でない者が対応することになり不適切」と説明しているが、地域型保育等の新制度において、認可保育所
以外では全てが保育士であることを義務付けていないことは、説明の一貫性を欠いている。

【保育所の居室面積の特例措置】
○　提案団体からは、期限付きの特例制度である以上、期限切れになった場合には人員整理が必要に
なってしまい、雇用する保育士の処遇上、問題があるため認可保育所での制度活用が進んでいない原
因になっているとする指摘があった。こうした現場の声を踏まえると、単なる延長でなく、参酌基準とした上
で恒久化すべきである。
○　平成27年度から新制度がスタートする段階で現場に混乱をもたらすとの懸念があるとしても、最終的
には参酌基準とすることを目指した上で段階的に移行すべきである。
○　０・１歳児を対象とした特例措置を適用するためには、２歳児以降の定員も増やす必要があり、面積
基準上困難であるとの指摘もある。小規模保育事業における連携施設確保（０～２歳が３歳に到達した
際に別施設で保育を実施する必要があること）が困難であることと同様、対象年齢だけの基準緩和のみ
ならず、制度全体の連動性を加味した措置が必要である。その点からも、各地域における事情を踏まえ
た取組を認めるべきであって、参酌基準化すべきである。

C　対応不可 　前回、回答したとおり、子どもの健康や安全、発達の保障に直接影響を与え
る事項については国が最低限の基準を定めるべきである。

　なお、「参酌すべき基準」としている事項や、「従うべき基準」の上乗せにつ
いては、地方自治体の実情に応じて条例を制定することが可能となっている。

６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、
保育所に係る基準については、次のとおりとする。
・居室面積（同基準32条）については、三大都市圏の一部に限り、待機児童解
消までの一時的措置として、平成27年3月31日までの間、居室の面積に関す
る基準に係る規定を「標準」としている措置を、平成32年3月31日まで延長す
る。
・朝、夕の時間帯であって、保育する児童が１人である場合等における保育士
の数が２人を下回ってはならないという取扱い（同基準33条２項）について、
地方の実情を踏まえて、引き続き検討を進める。
上記（ⅰ）（ⅱ）に加え、平成27年４月からの子ども・子育て支援新制度の着実
な施行を図るとともに、「待機児童解消加速化プラン」及び「保育士確保プラ
ン」に基づき、地方公共団体と連携して、保育士確保対策（潜在保育士の復
帰支援を含む。）に強力に取り組む。

政令

事務連絡

平成27年３
月13日公布

平成27年３
月19日

地域の自主性及び自立性を高めるための
改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律の一部の施行に伴う厚生労
働省関係政令等の整備及び経過措置に関
する政令の一部を改正する政令（平成27
年政令第72号)

保育所等において必要な保育士の確保が
難しい状況にある場合の対応について（平
成27年３月19日厚生労働省雇用・児童家
庭局保育課事務連絡）

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

【保育士配置・居室面積基準の参酌基準化】
○　次の理由から、提案の実現に向け前向きな検討を求める。
　・　第１次回答の中で、地方分権改革推進委員会の第３次勧告で決定済であることを指摘するが、「地
域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成
23年法律第37号）（第１次一括法）附則第46条の規定では、「政府は、…（中略）…新児童福祉法…（中
略）…第四十五条…（中略）…並びに附則第四条の規定の施行の状況等を勘案し、これらの規定に規定
する基準及びこれらの規定に基づき国の行政機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必
要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されている。
　・　東京都のように認証保育所（認可外保育所）を懸命に増やしても待機児童が解消されていない地域
が存在する一方で、こうした独自の認証保育所が高い評価を得ている実態もあることは、附則第46条に
照らしても「事情の変更」と言えるのではないか。
　・　待機児童解消のため、認可保育所と異なる基準を持った地域型保育事業を導入することも、待機児
童解消のために保育制度全般の枠組みが変わるという「事情の変更」であり、これも附則第46条が想定
していることではないのか。
　・　認可保育所における保育従事者にすべて保育士を要求する理由として「子どもによって保育士とそう
でない者が対応することになり不適切」と説明しているが、地域型保育等の新制度において、認可保育所
以外では全てが保育士であることを義務付けていないことは、説明の一貫性を欠いている。

【保育所の居室面積の特例措置】
○　提案団体からは、期限付きの特例制度である以上、期限切れになった場合には人員整理が必要に
なってしまい、雇用する保育士の処遇上、問題があるため認可保育所での制度活用が進んでいない原
因になっているとする指摘があった。こうした現場の声を踏まえると、単なる延長でなく、参酌基準とした上
で恒久化すべきである。
○　平成27年度から新制度がスタートする段階で現場に混乱をもたらすとの懸念があるとしても、最終的
には参酌基準とすることを目指した上で段階的に移行すべきである。
○　０・１歳児を対象とした特例措置を適用するためには、２歳児以降の定員も増やす必要があり、面積
基準上困難であるとの指摘もある。小規模保育事業における連携施設確保（０～２歳が３歳に到達した
際に別施設で保育を実施する必要があること）が困難であることと同様、対象年齢だけの基準緩和のみ
ならず、制度全体の連動性を加味した措置が必要である。その点からも、各地域における事情を踏まえ
た取組を認めるべきであって、参酌基準化すべきである。

C　対応不可 　子ども・子育て支援新制度に関する法整備では、認可保育所に関する人員
配置基準等については従前のとおりとされた。

　また、３歳未満児については、待機児童数が多いことから、一定の質を確保
した保育の受け皿を増やしていく必要があり、小規模保育はそのために新た
に設けたもの。

　認可外保育施設が増える中で、できる限りその質を向上させて新制度の体
系に取り組んでいくという観点から、１名の追加配置を求めるとともに、保育
士の配置比率が向上するよう、段階的に保育所と同数の職員配置となるよう
促すこととしたものである。

　なお、子ども・子育て会議の場においても、小規模保育は認可保育所とは別
のものであり、質の確保向上を目指すべきであるという方向性や、認可保育
所の人員配置基準の緩和につながるものではないという認識が共有されて
いるところ。

[再掲]
６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、
保育所に係る基準については、次のとおりとする。
・居室面積（同基準32条）については、三大都市圏の一部に限り、待機児童解
消までの一時的措置として、平成27年3月31日までの間、居室の面積に関す
る基準に係る規定を「標準」としている措置を、平成32年3月31日まで延長す
る。
・朝、夕の時間帯であって、保育する児童が１人である場合等における保育士
の数が２人を下回ってはならないという取扱い（同基準33条２項）について、
地方の実情を踏まえて、引き続き検討を進める。
上記（ⅰ）（ⅱ）に加え、平成27年４月からの子ども・子育て支援新制度の着実
な施行を図るとともに、「待機児童解消加速化プラン」及び「保育士確保プラ
ン」に基づき、地方公共団体と連携して、保育士確保対策（潜在保育士の復
帰支援を含む。）に強力に取り組む。

政令

事務連絡

平成27年３
月13日公布

平成27年３
月19日

地域の自主性及び自立性を高めるための
改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律の一部の施行に伴う厚生労
働省関係政令等の整備及び経過措置に関
する政令の一部を改正する政令（平成27
年政令第72号)

保育所等において必要な保育士の確保が
難しい状況にある場合の対応について（平
成27年３月19日厚生労働省雇用・児童家
庭局保育課事務連絡）

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　次の理由から、提案の実現に向け前向きな検討を求める。
　・　第１次回答の中で、地方分権改革推進委員会の第３次勧告で決定済で
あることを指摘するが、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推
進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成23年法律第37号）（第１
次一括法）附則第46条の規定では、「政府は、…（中略）…新児童福祉法…
（中略）…第四十五条…（中略）…並びに附則第四条の規定の施行の状況等
を勘案し、これらの規定に規定する基準及びこれらの規定に基づき国の行政
機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認めると
きは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されてい
る。

C　対応不可 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）に
おいて、心理療法を行う必要があると認められる児童等10人以上に心理療法
を行う場合には、心理療法担当職員を置かなければならない旨規定してお
り、これは児童福祉法（昭和22年法律第164号）第45条の「児童の身体的、精
神的及び社会的な発達のために必要な生活水準を確保するものでなければ
ならない」との規定に基づくものである。
　また、児童家庭支援センターは、地域の児童の福祉に関する各般の問題に
つき、児童に関する家庭その他からの相談に対し必要な助言等を行うため、
「児童家庭支援センターの設置運営等について」（平成10年5月18日付け児
発第397号厚生省児童家庭局長通知）に基づき、職員（相談・支援を担当する
職員、心理療法等を担当する職員）を配置している。
　児童家庭支援センターの職員が、児童養護施設等における入所者等の直
接処遇との兼務を可としていないのは、児童養護施設等と児童家庭支援セン
ターの提供する支援の質や施設運営の質を確保するためである。
　そのため、児童家庭支援センターにかかる人件費についてはその業務の専
任を前提としており、児童養護施設等の基準を維持するための負担金（措置
費）とは別途補助しているところである。
　以上のことから、児童家庭支援センターの職員が児童養護施設等の業務を
兼務することは認められない。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

270 認可外保育施設の届
出受理等の市町村へ
の移譲

認可外保育施設の設置届
出の受理、立入検査、報告
徴収、改善勧告等は、市町
村に移譲すること

【制度改正の必要性等】児童福祉法第５９条の２に基づく認可外保育施設の
設置届出の受理や第５９条等に基づく立入検査、改善勧告等については、法
律上、県の権限となっているが、本県では特例条例により保育行政の主体で
ある市町村に移譲が進み、全市町村に移譲済みである。
地域の実情に詳しい市町村が処理することで、保護者へ施設の情報を詳しく
提供できるなど、迅速で的確な対応ができている。
特例条例で移譲を受けている市町村において、事務処理に当たって特に支
障は生じていない。
こうしたことから、都道府県と市町村の法律上の役割分担を実情に合わせて
見直すべきである。

児童福祉法第59条
第1,3,4,5,6,7項、第
59条の2第1,2項、
第59条の2の5第1,2
項

知事の権限に属す
る事務処理の特例
に関する条例によ
り、全市町村に権
限を移譲している。

厚生労働省 埼玉県 C　対応不可 　認可外保育施設の設置届出の受理等の事務を一律に市町村に権
限移譲することは、市町村の事務に大きく影響を与えるものであり、ま
た、来年度施行予定の子ども・子育て支援新制度の施行準備に影響
を及ぼす可能性もあり、適当ではない。
　なお、地方自治法（平成26年法律第83号）第252条の17の2の規定
に基づく事務処理特例制度を活用して、当該事務を市町村の事務と
することは、現行制度において可能である。

　認可外保育施設に関する権限については、地域の実情に詳しい市町村が
処理することで、事業者に対する指導監督や保護者への情報提供など、迅速
で的確な対応が可能となる。
　また、子ども・子育て支援新制度では「地域型保育事業」を市町村が認可す
るものとされている。
　２８年度以降の移譲であれば、子ども・子育て支援新制度の施行準備に支
障はないと考える。
　したがって、認可外保育施設の設置届出の受理等の事務を市町村に移譲
することは、実情に合った対応と考えるので、市町村に移譲すべきである。

認可外保育施設の設置届出の受理、立入検査、報告
徴収、改善勧告等については、市町村に移譲するべ
きである。

136 放課後児童健全育成
事業の設備及び運営
に関する基準の「職
員」基準の緩和

放課後児童健全育成事業
の設備及び運営に関する
基準（厚生労働省令）で定
める「職員」基準（従うべき
基準）ついて、市町村の放
課後児童健全育成事業の
実情に応じた運用を可能と
するよう「従うべき基準」の
緩和を望む。

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令）の
「職員」基準において、放課後児童支援員については、当該基準第10条第３
項の規定に該当し、都道府県が実施する研修を修了した者と定義された。
 「従うべき基準」として規定された「職員」基準が、長岡市において支障が生じ
ることから、長岡市の実情に応じた運用が可能となるよう別紙のとおり緩和を
望む。

放課後児童健全育
成事業の設備及び
運営に関する基準
（厚生労働省令第
63号）第10条第3項

厚生労働省 長岡市 C　対応不可 　省令で定める設備および運営に関する基準については、社会保障
審議会児童部会に「放課後児童クラブの基準に関する専門委員会」
を設置し、都道府県、市町村の担当者、放課後児童クラブの関係者
や専門家による議論を行い、平成25年12月25日に報告書を公表し
た。この報告書を踏まえ、平成26年４月30日に基準となる省令を策定
したところである。

　当該省令を踏まえ、現在各市町村においては、条例による基準の策
定を進めているところであり、現段階で「従うべき基準」として規定され
た「職員」基準を変更することは、市町村の事務に混乱を生じさせるお
それがあり適当ではない。

　さらに、本基準は、放課後児童クラブの質を確保する観点から、現
場の担当者や専門家の議論を踏まえて定められたものであって、基
準を緩和すると質の担保ができなくなる危険があり、慎重に検討する
必要がある。

長岡市では、地域の子どもたちを地域の中で見守り育むことを基本理念に、
放課後児童クラブの運営をコミュニティ推進組織に委託し実施している。この
ような中、限られたコミュニティの中での人材確保は難しくなってきており、当
該省令第10条第3項の規定に該当する者が各コミュニテイで確保できない場
合は、児童クラブ自体が運営できなくなり、何よりも利用者に迷惑をかけるこ
とになる。

今回の「職員」基準で、職員の質の確保という観点から規定されていることは
承知をしているところである。施行日において、第10条第3項の規定に該当し
ない現在の従事者が職を退かなければならなくなるため、引き続き従事でき
るよう経過措置を設けてもらいたい。
また、あらゆる方法で募集等を行っても規定に該当する者が見つからなかっ
た場合において、児童クラブを休止することは避けなければならないため、そ
の場合において資格要件に及ばない子育て経験者であっても、都道府県が
実施する研修のほか、市が実施する研修また児童厚生員２級資格取得研修
などを受けてもらいながら質の確保を図り従事できるようにしてもらいたい。

現在、地域の人々が主体となって放課後児童クラブの運営を行うことで、地域
の中で成長していく子どもたちにとって、よりよい健全育成事業が展開されて
いる。この環境を継続していくためにも、第10条第3項の規定に該当しない者
でも子どもたちの成長を見守り支える人材として、資格要件にとらわれない運
営が可能となるよう地域の実情を汲んだ運営が図られることを切望する。

「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員
会第３次勧告の趣旨を踏まえ、廃止し、又は標準もし
くは参酌すべき基準へ移行するべきである。

799 放課後児童健全育成
事業の設備及び運営
に関する基準のうち
「従うべき基準」の見
直し

放課後児童健全育成事業
に従事する者の資格及び
その員数について、「従う
べき基準」とされているも
のを、必要となる財源を措
置したうえで、「参酌すべき
基準」に見直すこと。

【現行】
放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）に従事する者（放課後児童支
援員）の資格や配置については、「従うべき基準」とされている。
【改正による効果】
地域の実情に応じた基準を地域で定めることが出来れば、従事者の確保が
困難な郡部や離島等で円滑な事業の実施が可能となる。

改正後児童福祉法
第34条の８の２第２
項

厚生労働省 兵庫県

【共同提案】
和歌山県、鳥
取県、徳島県

C　対応不可 　省令で定める設備および運営に関する基準については、社会保障
審議会児童部会に「放課後児童クラブの基準に関する専門委員会」
を設置し、都道府県、市町村の担当者、放課後児童クラブの関係者
や専門家による議論を行い、平成25年12月25日に報告書を公表し
た。この報告書を踏まえ、平成26年４月30日に基準となる省令を策定
したところである。

　当該省令を踏まえ、現在各市町村においては、条例による基準の策
定を進めているところであり、現段階で「従うべき基準」として規定され
た「職員」基準を変更することは、市町村の事務に混乱を生じさせるお
それがあり適当ではない。

　さらに、本基準は、放課後児童クラブの質を確保する観点から、現
場の担当者や専門家の議論を踏まえて定められたものであって、基
準を緩和すると質の担保ができなくなる危険があり、慎重に検討する
必要がある。

以下の点について、厚生労働省等関係府省の見解を求める。
・放課後児童クラブ等について、現状では受入能力が不足しており、国ではそ
の倍増を打ち出している。その実現のためには、地域の実情に応じたクラブ
の設置が可能となるよう、「従うべき基準」の参酌基準化が必要である。
・「従うべき基準」でなければ質が担保できないとの理由は適当ではなく、放
課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）に従事する者（放課後児童支援
員）の資格や配置以外の参酌基準とされた事項についても市町村において適
切に基準の策定が進められている。
・現在、各市町村で条例による基準の策定が進められているが、「従うべき基
準」が「参酌すべき基準」となったとしても、条例の改正を適切に行うだけであ
り、「従うべき基準」を「参酌すべき基準」に変更しない理由にはならない。

「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員
会第３次勧告の趣旨を踏まえ、廃止し、又は標準もし
くは参酌すべき基準へ移行するべきである。
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管理番号

270

136

799

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

【全国市長会】
移譲については、手挙げ方式による移譲を求める。

○　権限移譲にあたって、市町村の人員体制上の懸念を指摘するが、都道府
県においても多数の認可外保育施設を監視しきれない現実もあることや、地
域型保育事業などについて市町村が単独事業として推進している事例も増え
てきている以上、市町村に権限移譲すべきではないか。

C　対応不可 　認可外保育施設は、様々な運営形態のものがあり、適切な指導監督等がよ
り一層求められるものである。そのため、体制が確保された都道府県におい
て指導監督等を行うべきである。

　なお、前回、回答したとおり、自治体間の協議が整うのであれば、事務処理
特例制度の活用による権限移譲が可能である。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　制度移行期に一度に基準を引き上げることとしているため、施設運営上
の支障が生じることが明らかになっているケースがある。特に経験に関する
要件は2年間必要であるのに、省令が定められたのは平成26年4月、施行は
平成27年4月からである。経過措置のあり方を再検討すべきである。
○　併せて、ヒアリングの際に検討すると述べられていたとおり、省令第１０条
３項第９号にいう「放課後児童健全育成事業に類似する事業」に係る通知を
見直し、従事者の多様な経験を広く認められるようにすべきである。

C　対応不可
　当該省令においては、第10条第3項の各号にあたらない者であっても職員と
して従事できるよう、同条第2項において「1人を除いて資格要件のない補助
員をもってこれに代えることができる」という規定を設けたところであり、補助
者として従事することは可能である。

本基準は、専門委員会の議論を受けて定めたものであり、委員会の議論の
内容と異なる内容に基準を変えることは適当ではない。
専門委員会では、放課後児童クラブは、異年齢の児童を同時かつ継続的に
育成・支援する必要があること、怪我や児童同士のいさかいへの対応など安
全面での管理が必要であることから、職員は2人以上配置することとし、うち1
人は有資格者とすることが適当であるとされた。
経過措置を設けるとすると、その間は、資格要件に当たらず、経験もない者の
みで放課後児童クラブを運営することとなり、子どもの安全面を含め質を担保
できないため適当ではない。

なお、省令第10条第3項第9号の規定にかかる通知については、第9号にあた
る者の例をあげているが、最終的には市区町村長の判断としており、第9号に
あたるかどうかは市区町村長が判断することになる。

さらに、提案団体からの意見では、限られたコミュニティの中で人材が確保で
きないとされているが、本年7月に策定された「放課後子ども総合プラン」にお
いては、市町村に教育委員会及び福祉部局の行政関係者、学校関係者等を
構成員とした「運営委員会」を設置するなど、福祉部局と教育委員会の連携
の強化について盛り込まれている。資格要件を満たす人材の確保について
も、福祉部局と教育委員会の連携強化により対応できると考える。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　制度移行期に一度に基準を引き上げることとしているため、施設運営上
の支障が生じることが明らかになっているケースがある。特に経験に関する
要件は2年間必要であるのに、省令が定められたのは平成26年4月、施行は
平成27年4月からである。経過措置のあり方を再検討すべきである。
○　併せて、ヒアリングの際に検討すると述べられていたとおり、省令第１０条
３項第９号にいう「放課後児童健全育成事業に類似する事業」に係る通知を
見直し、従事者の多様な経験を広く認められるようにすべきである。

C　対応不可
　本基準は、専門委員会の議論を受けて定めたものであり、委員会での議論
の内容と異なる内容に変えることは適当ではない。
専門委員会では、放課後児童クラブは、異年齢の児童を同時かつ継続的に
育成・支援する必要があること、怪我や児童同士のいさかいへの対応など安
全面での管理が必要であることから、職員は2人以上配置することとし、うち1
人は有資格者とすることが適当であるとされた。
職員の資格・員数については、子どもの安全に直接影響を与える事項であ
り、放課後児童クラブの質を担保するため、国としての最低基準として「従うべ
き基準」としたものであり、「参酌すべき基準」に変更することは適当ではな
い。

　また、本年7月に策定された「放課後子ども総合プラン」においては、都道府
県及び市町村に、教育委員会・福祉部局の行政関係者、学校関係者等を構
成員とする「推進委員会」及び「運営委員会」を設置するなど、福祉部局と教
育委員会の連携を強化することが盛り込まれている。人材の確保について
も、福祉部局と教育委員会の連携の強化により対応できると考える。
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根拠法令等 その他（特記事項）

各府省からの第１次回答

区分 回答 意見

制度の所管・
関係府省庁

提案団体

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

補足資
料

全国知事会からの意見

管理番号
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等
意見

補足資
料

781-1 臨床研修病院の指
定、研修医受入定員
調整権限の都道府県
への移譲

・人口１０万人に対する医師数が
全国及び県平均を下回るへき地
の医師増を図る取組として、循環
型研修プログラム設定にともなう
裁量拡大と地域枠出身の臨床研
修医を別枠扱いできるよう求め
る。
※循環型研修プログラム（都市
部、へき地等の医療機関が連携
して一つの臨床研修として運営
するプログラム）
・加えて、国が一方的に定めてい
る臨床研修病院の指定、研修医
受入定員調整について、都道府
県が地域事情や政策的な必要
性も勘案して設定できるよう制度
を見直すこと。
(1) へき地とそれ以外の地域に
所在する臨床研修病院をグルー
プ化して循環型研修を実施する
プログラムを設定し、当該プログ
ラムでの研修希望者が研修定員
を超過した場合、超過分を都道
府県全体の定員枠として調整で
きるように見直すこと。
(2) いわゆる地域枠出身の臨床
研修医は個々の臨床研修病院
の研修医受入定員枠とは別枠で
扱い、都道府県の裁量で配分で
きるように見直すこと。

【現行】
臨床研修病院の研修医受入定員に関し、国が示す定員枠は、各都道府県の
人口、医師養成数、面積、離島の有無など、地理的条件等を考慮して算出さ
れており、医師が大都市へ集中しないように一定程度の配慮がなされてい
る。
【支障事例】
本県は、10万人あたりの医師数の平均が全国平均並であるものの、圏域に
よっては、全国平均及び県平均を下回る圏域が存在することから、特にへき
地の医師増を図る取組が必要である。
国の医学部入学定員の緊急・臨時的増員も含めた地域枠出身の臨床研修医
も、各病院の定員内数として処理されていることから、へき地等における医師
不足病院においては現状以上の臨床研修医の確保が困難な状況にある。
【移譲による効果】
見直しにより、医師の募集定員の増加等が見込めることから、研修医のへき
地等における医師不足が一定程度緩和されることになる。

医師法第16条の２
第１項に規定する
臨床研修に関する
省令

厚生労働省 兵庫県

【共同提案】
京都府、徳島
県

D　現行規定
により対応
可能

 臨床研修制度における研修医の募集定員の設定については、平成
25年12月に取りまとめられた報告書（医道審議会医師分科会医師臨
床研修部会「医師臨床研修制度の見直しについて」）を踏まえた見直
しを行い、平成27年度研修（研修医の募集は平成26年度）から適用
することとしている。
 
 具体的には、今後、地域枠学生も含めた医学部の入学定員増により
臨床研修の研修希望者が増加するため、全国の研修希望者数を推
計するなど、医学部卒業生の増加を織り込んだ制度設計を行うととも
に、地域医療の安定的確保の観点から、地域枠の状況等も踏まえつ
つ、都道府県が、都道府県上限の範囲内で各病院の定員を調整でき
る枠を導入することとしている。

 提案内容は、平成26年度の研修医募集から適用される上記見直し
によって、都道府県の調整枠により対応可能である。

・今回の厚労省の見直しでは、必要となる都道府県調整枠が確保されず、へ
き地医療拠点病院等の定員配置に支障を来たす懸念がある。地域の実情を
踏まえ、都道府県が主体的に定員を調整できる仕組みを構築すべきである。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。
なお、所管（府）省からの回答が「現行規定により対応
可能」となっているが、事実関係について提案団体と
の間で十分確認を行うべきである。

781-2 臨床研修病院の指
定、研修医受入定員
調整権限の都道府県
への移譲

・人口１０万人に対する医師数が
全国及び県平均を下回るへき地
の医師増を図る取組として、循環
型研修プログラム設定にともなう
裁量拡大と地域枠出身の臨床研
修医を別枠扱いできるよう求め
る。
※循環型研修プログラム（都市
部、へき地等の医療機関が連携
して一つの臨床研修として運営
するプログラム）
・加えて、国が一方的に定めてい
る臨床研修病院の指定、研修医
受入定員調整について、都道府
県が地域事情や政策的な必要
性も勘案して設定できるよう制度
を見直すこと。
(1) へき地とそれ以外の地域に
所在する臨床研修病院をグルー
プ化して循環型研修を実施する
プログラムを設定し、当該プログ
ラムでの研修希望者が研修定員
を超過した場合、超過分を都道
府県全体の定員枠として調整で
きるように見直すこと。
(2) いわゆる地域枠出身の臨床
研修医は個々の臨床研修病院
の研修医受入定員枠とは別枠で
扱い、都道府県の裁量で配分で
きるように見直すこと。

【現行】
臨床研修病院の研修医受入定員に関し、国が示す定員枠は、各都道府県の
人口、医師養成数、面積、離島の有無など、地理的条件等を考慮して算出さ
れており、医師が大都市へ集中しないように一定程度の配慮がなされてい
る。
【支障事例】
本県は、10万人あたりの医師数の平均が全国平均並であるものの、圏域に
よっては、全国平均及び県平均を下回る圏域が存在することから、特にへき
地の医師増を図る取組が必要である。
国の医学部入学定員の緊急・臨時的増員も含めた地域枠出身の臨床研修医
も、各病院の定員内数として処理されていることから、へき地等における医師
不足病院においては現状以上の臨床研修医の確保が困難な状況にある。
【移譲による効果】
見直しにより、医師の募集定員の増加等が見込めることから、研修医のへき
地等における医師不足が一定程度緩和されることになる。

医師法第16条の２
第１項に規定する
臨床研修に関する
省令

厚生労働省 兵庫県

【共同提案】
京都府、徳島
県

D　現行規定
により対応
可能

 臨床研修制度における研修医の募集定員の設定については、平成
25年12月に取りまとめられた報告書（医道審議会医師分科会医師臨
床研修部会「医師臨床研修制度の見直しについて」）を踏まえた見直
しを行い、平成27年度研修（研修医の募集は平成26年度）から適用
することとしている。
 
 具体的には、今後、地域枠学生も含めた医学部の入学定員増により
臨床研修の研修希望者が増加するため、全国の研修希望者数を推
計するなど、医学部卒業生の増加を織り込んだ制度設計を行うととも
に、地域医療の安定的確保の観点から、地域枠の状況等も踏まえつ
つ、都道府県が、都道府県上限の範囲内で各病院の定員を調整でき
る枠を導入することとしている。

 提案内容は、平成26年度の研修医募集から適用される上記見直し
によって、都道府県の調整枠により対応可能である。

・今回の厚労省の見直しでは、必要となる都道府県調整枠が確保されず、へ
き地医療拠点病院等の定員配置に支障を来たす懸念がある。地域の実情を
踏まえ、都道府県が主体的に定員を調整できる仕組みを構築すべきである。

手挙げ方式や社会実験による検討を求める。
なお、所管（府）省からの回答が「現行規定により対応
可能」となっているが、事実関係について提案団体と
の間で十分確認を行うべきである。

21 水道事業（給水人口５
万人超）の認可・指導
監督権限の移譲

給水人口５万人超の水道
事業への認可及び指導監
督事務は、厚生労働大臣
の権限とされているが、こ
れを全て都道府県知事に
移譲すべき。

【支障事例】
水源の公正な配分、合理的配置等を考慮した水道事業の統合等による水道
施設整備の要請が高まる中で、給水人口５万人を超える水道事業者に対して
県の権限が及ばないことは、県が水道事業の統合等を視野に入れた働きか
けを行う上で支障となっている。
【制度改正の必要性】
移譲を進めることにより、広域化の推進、事業者の利便性の向上、及び事業
者に対する都道府県による迅速かつきめ細やかな指導・監督の実施が期待
される。
【愛知県内の水道事業者の認可権限について】（平成２６年４月１日現在）
大臣認可水道事業者　　３２事業体
県認可水道事業者　　１１事業体（簡易水道事業除く）

水道法施行令第14
条第1項

厚生労働省 愛知県 C　対応不可 　他の都道府県に建設されるダムや流域が異なる河川を水源として
いる水道事業、取水量が多く他の利水者に大きな影響を与える水道
事業等について、国が河川行政や水資源行政と連携しつつ、広域的
調整により水資源の合理的配分を実現するため、公正・中立な立場
から水利調整と水道事業を一体的に運用する必要がある。

　現在も、とりわけ一定以上の水道事業に関する水利調整の必要性
について、地方分権推進委員会第１次勧告（平成８年12月）時点から
の事情変更は認められない。

　厚生労働省に河川行政や水資源行政と連携して一定の水利調整を行う役
割があることは理解しているが、その役割は水道事業の認可権限と直接対応
するものではない。県内市町村等の水道事業を指導監督する上で支障となっ
ている事項があるため、県に移譲すべき。
　水道法に基づく水道事業の認可・指導監督権限を県に移譲したとしても、水
利調整については必要となる水道事業の情報を県から提供することで公正・
中立な立場から厚生労働省自ら対応することが可能と思われる。

都道府県域で完結する水道事業の認可・指導監督に
ついては、事業の規模等により監督官庁を分離するこ
とは非効率である。
また、国の認可審査期間は都道府県に比して長期で
あり、指導監督の密度は都道府県に比して小さいこと
から、衛生対策の迅速化による水道水の安全性確保
や将来にわたる安定供給のための方策等について地
域の実情に応じたきめ細やかな指導・監督が可能と
なるよう権限移譲を求める。（水道法第６条第１項等
関係）
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管理番号

781-1

781-2

21

区分

対応方針の措置（検討）状況

今後の予定
措置方法

（検討状況）
実施（予定）

時期
これまでの措置（検討）状況

全国市長会・全国町村会からの意見 重点事項58項目について
提案募集検討専門部会から指摘された

主な再検討の視点

各府省からの第２次回答

回答

調整結果
(平26対応方針（平27.1.30閣議決定）抜粋）

※平27対応方針（平27.12.22閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平27＞として併記
※平28対応方針（平28.12.20閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平28＞として併記
※平29対応方針（平29.12.26閣議決定）に記載があるものは当該抜粋を＜平29＞として併記

意見
補足資

料

○　第４次一括法において国から地方に移譲された養成施設の指定（柔道整
復師、理学療法士、保健師、助産師、看護師、あんまマッサージ指圧師、はり
師、きゅう師に係るもの）については、養成施設の指定基準の決定に際して医
道審議会の意見聴取が義務付けられているところ。
　　臨床研修病院の指定についても、指定基準の決定に際して医道審議会へ
の意見聴取を行うこととすれば、指定権限を移譲すると研修の質が確保でき
ないという懸念は解消されるのではないか。指定基準の決定ではなく、指定
毎に、その都度医道審議会への意見聴取を行う必要性があるのであれば、
その理由を具体的に示すべきである。
○　兵庫県が要望するところは、地域枠出身の臨床研修医数を基礎数に入
れることで確実に「都道府県が定員を調整できる枠」に反映できる制度設計
にしてほしいということである。この点について、平成27年度から適用される
新制度では対応できているとは言えない（将来、「都道府県が定員を調整でき
る枠」が削減されうることも懸念される）ため、対応を検討すべきである。

C　対応不可 ○　医師は、医業を独占する者であって、診療の補助等を行う他の職種とは
患者に与える影響において大きな違いがある。このため、６年間の大学での
医学教育、医師国家試験に加え、臨床研修を２年間必修化し、医師としての
レベルを確保している。
　臨床研修の必修化前は、研修病院の指定に当たって各病院の研修プログ
ラムの内容を確認しておらず、また、経験の浅い研修医による医療事故が起
こっているという指摘もあった。必修化後は、研修プログラムの内容も確認し
たうえで研修病院の指定を行う仕組みに改められており、医療安全を確保す
る観点からも研修病院に関する重要性は増している。
　上記の理由から、研修病院の指定について医師を他の職種と同列に扱うこ
とはできない。
○　医道審議会では、外形的な基準からは判断が難しい要素を含めて、すべ
ての病院(群)の研修プログラムの内容を確認している。
(例)
・　必修科目である内科及び救急部門の症例について、過度の偏りがなく到
達目標を達成できるか
・　外科等に重点を置いたプログラムにおいても、基本的な診療能力を習得す
るという到達目標達成のため、当直や外来などで他科の幅広い症例を経験で
きるプログラム内容になっているか
・　臨床病理カンファレンス(CPC)を適切に開催するために、協力型病院等を
含めた臨床研修病院群全体で必要な体制を確保しているか
　また入院患者数が少なく症例数の確保等に懸念がある場合には、個別の
訪問調査を行い、適切な指導体制の確保等を個別に評価することとしてい
る。
　このように、医道審議会では全国唯一の専門的な視点から個別の事例につ
いて判断しており、その都度の意見聴取が必要となる。

○　第４次一括法において国から地方に移譲された養成施設の指定（柔道整
復師、理学療法士、保健師、助産師、看護師、あんまマッサージ指圧師、はり
師、きゅう師に係るもの）については、養成施設の指定基準の決定に際して医
道審議会の意見聴取が義務付けられているところ。
　　臨床研修病院の指定についても、指定基準の決定に際して医道審議会へ
の意見聴取を行うこととすれば、指定権限を移譲すると研修の質が確保でき
ないという懸念は解消されるのではないか。指定基準の決定ではなく、指定
毎に、その都度医道審議会への意見聴取を行う必要性があるのであれば、
その理由を具体的に示すべきである。
○　兵庫県が要望するところは、地域枠出身の臨床研修医数を基礎数に入
れることで確実に「都道府県が定員を調整できる枠」に反映できる制度設計
にしてほしいということである。この点について、平成27年度から適用される
新制度では対応できているとは言えない（将来、「都道府県が定員を調整でき
る枠」が削減されうることも懸念される）ため、対応を検討すべきである。

E　提案の実
現に向けて
対応を検討

○　研修医の募集定員数については、現在予定されている地域枠の医師数
であれば、都道府県の調整枠で対応できると考えているが、今後、都道府県
が希望する場合に、調整枠だけでなく基礎数も含めて病院に配分する方式を
選択できるよう、医道審議会で検討する。

４【厚生労働省】
（３）医師法（昭23法201）
（ⅰ）厚生労働省が設定する各臨床研修病院における研修医の募集定員に
ついては、都道府県が希望する場合には、直近の研修医採用実績を踏まえ
設定される都道府県の調整枠に加え、人口、医学部入学定員、地理的条件
等に応じ設定される基礎数も含めて、当該都道府県が各臨床研修病院に配
分できるようにする方向で検討し、平成27年中に結論を得る。

通知 平成27年４
月１日

「医師法第16条の２第１項に規定する臨床
研修に関する省令の施行について」の一
部改正について（平成27年3月31日医政発
0331第41号）

【全国市長会】
提案団体の意見を十分尊重すること。
なお、移譲する場合は、都道府県が、県下の水道事
業者に対して、十分な指導力を発揮でき、また、他県
と法的な指導内容に差異が発生しないよう体制を整え
ることが必要。さらには、県境を越えた水道事業の広
域化なども踏まえ、どのような形で事業者へ関与すべ
きか、国と各都道府県において十分な議論、調整等を
行うこと。

○　平成８年の地方分権推進委員会第１次勧告の時点から約20年が経過している。現在の状
況を当時と比べると、人口の減少や節水意識の高まり等により水需要が減少し、将来的にも
減少傾向が続くと見込まれている等、一定の事情変更が認められるのではないか。
※参考　１日平均給水量（平成26年度版厚生労働白書より）
　1995年（平成７年）　44,423リットル
　2012年（平成24年）　40,611リットル
○　河川法に基づく水利権協議に係る調整については、水道事業の認可権限を都道府県に
移譲した場合であっても、厚生労働省が各都道府県と適宜協力し、情報を共有することによ
り、調整が可能になるのではないか。
○　単一の都道府県内で完結している河川については、都道府県レベルで調整できるのでは
ないか。そもそも、水道事業の認可と河川法上の水利調整は、直接対応するものではないと
考えられる。
○　水利調整を要する水道事業について国認可と都道府県認可を分ける給水人口５万人の
要件は、河川法の規定とは関係ないように思われるが、５万人という数値に根拠があるのであ
れば具体的に示されたい。
○　上記の要件が５万人とされた昭和53年の政令改正当時から既に40年近くが経過してい
る。この間、市町村合併等により水道事業が大規模化し、都道府県認可から国認可に変わる
事業が出てきているほか、自治体の行政能力も向上する等、状況が大きく変わってきている中
で、今なお５万人という要件を維持する理由は何か。
○　体制が整っている都道府県については、権限移譲後も適切に指導監督を行うことができる
のではないか。
○　現時点で体制が不十分な都道府県については、都道府県の権限の対象が給水人口比で
少数であるために、限られた権限に応じた体制にとどまっていると考えられないか。むしろ、都
道府県への権限移譲に併せて交付税等の措置を行い、都道府県が職員を増やす等の対応
が可能になれば、それまで不十分であった都道府県の体制が整い、より充実した指導監督が
実現するのではないか。
○　北海道においては、道州制特別区域の特例により全ての権限が道に移譲され、体制上も
特段の支障なく事務が行われており、他の都府県にも同様に移譲が可能なのではないか。で
きないとすれば、具体的な事例を示されたい。

E　提案の実
現に向けて
対応を検討

　水利権調整と水道事業の運用については、状況に応じて水利権又は事業内容に関
し、相互に調整を図る必要がある。一定規模以上の事業体においては広域的な調整が
必要であり、関係者及び調整事項も複雑となることに加え、流域への影響も大きくなる
ため認可権限と切り離すことは困難である。
　さらに、規模の大きな事業体の水供給は水源の権利協議に大きな影響を及ぼすた
め、水源から供給まで一体的に管理を行うことが必要と考えられる。このため、全量受
水水道事業体のみ認可権限を切り離すことは困難である。
　広域化の推進については、近年においても国と都道府県が協力して水道事業の統合
を行った事例もあり、国と都道府県が適宜協力を図り推進して行くことが重要だと思わ
れる。
　各都道府県における、事業体の管理、指導体制及び手法には格差があり、新水道ビ
ジョンに示すようなアセットマネジメント、耐震化等の各種重要施策の実施率も低調であ
る。
　このようなことから、現状の都道府県は全国的にみて、監視体制が不十分であるこ
と、水道事業者が今後行うべき重要施策を促進させる取組が不十分であること、また複
数の都道府県にまたがる河川水利権の調整は都道府県が実施することは困難である
ことから、国による水道事業の認可権限を移譲することは基本的に認められないため、
２次回答においては対応不可としたところである。
　その後、本提案について、10月17日に地方分権改革有識者会議提案募集検討専門
部会において関係府省ヒアリングが行われ、手上げ方式により上記課題を解決できる
都道府県に限定した権限移譲のご提案もいただいたところである。
　よって検討専門部会からの提案を踏まえ、水道事業者が今後行うべき重要施策を促
進するための水道事業の基盤強化に関する計画制度を創設したうえで、専従職員を十
分に配置し水道事業に精通した職員が業務を統括する等により業務の監視体制を十分
に整え、水道事業の基盤強化に関する計画に示す施策を促進するための具体的かつ
実効性のある取組を行う意欲的な都道府県を対象に、都道府県内で水利調整が完結
する水道事業について手上げ方式による権限移譲を検討したい。
　なお、都道府県が事業主体となる水道事業について、都道府県が認可権限を有し監
督することは、事業主体と認可権者が同じこととなり、水道事業の公益性の確保を鑑み
て認められない。

４【厚生労働省】
（７）水道法（昭32法177）
以下に掲げる事務・権限（厚生労働省の所管に係るものに限る。）について
は、広域化等を推進する水道事業基盤強化計画（仮称）を策定した上で、業
務の監視体制を十分に整える都道府県であって、当該事務・権限の移譲を希
望するものに対し、都道府県内で水利調整が完結する水道事業等（都道府県
が経営主体であるものを除く。）を対象に移譲する。
なお、都道府県内で水利調整が完結しない水道用水供給事業から受水する
水道事業については、当該水道用水供給事業との事業統合を行うことを上記
計画に盛り込んだ場合には移譲対象とする。
（以下一部抜粋）
・水道事業の認可（６条１項）
・水道用水供給事業の認可（26条）
・水道事業及び水道用水供給事業に係る報告の徴収及び立入検査（39条１
項）

政令
通知

平成28年４
月１日

水道法施行令の一部を改正する政令（平
成28年政令第102号）




